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令和４年 第３回忠岡町議会定例会会議録（第１日） 

 

 令和４年９月８日午前１０時、第３回忠岡町議会定例会を忠岡町議会議事堂に招集し

た。 

 

１．出席議員は、次のとおりであります。 

   １番 和田 善臣議員   ２番 河瀬 成利議員   ３番 北村  孝議員 

   ４番 小島みゆき議員   ５番 二家本英生議員   ６番 是枝 綾子議員 

   ７番 松井 匡仁議員   ８番 三宅 良矢議員   ９番 前川 和也議員 

   10番 今奈良幸子議員   11番 勝元由佳子議員   12番 河野 隆子議員 

 

１．欠席議員は、次のとおりであります。 

   なし 

 

１．地方自治法第１２１条の規定により、本会議に出席を求めた者は、次のとおりであり

ます。 

  町  長        杉原 健士   副 町 長        井上 智宏 

  教 育 長        富本 正昭   町長公室長       立花 武彦 

  町長公室次長兼企画人権課長       町長公室次長兼総務課長 南  智樹 

              明松 隆雄   住民部長        谷野 栄二 

  住民部次長兼生活環境課長        健康福祉部長      泉元 喜則 

              新城 正俊   産業まちづくり部長   村田 健次 

  教育部長        二重 幸生   教育部理事兼学校教育課長 

  消 防 長        森下 孝之               石本 秀樹 

  消防次長兼消防予防課長 岸田 健二 

（各課課長同席） 

 

１．本議会の職員は、次のとおりであります。 

  事務局長   柏原 憲一 

  主  査   酒井 宇紀 

  主  査   岩間早百合 
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 （会議の顚末） 

議長（和田 善臣議員） 

 おはようございます。 

 本日の出席議員は、全員出席であります。会議は、成立しております。 

 ただいまから、令和４年第３回忠岡町議会定例会を開会いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 これより、会議を開きます。 

（「午前１０時００分」開会） 

 

議長（和田 善臣議員） 

 本日の議事日程を事務局長より報告させます。 

議会事務局（柏原 憲一局長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 局長。 

議会事務局（柏原 憲一局長） 

 令和４年第３回忠岡町議会定例会議事日程（第１日目）について、ご報告申し上げま

す。 

 日程第１        会議録署名議員の指名 

 日程第２        会期の決定 

 日程第３        諸般の報告 

 日程第４        一般質問 

 以上のとおりでございます。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 第３回忠岡町議会定例会の招集に当たり、町長より挨拶の申出があります。 

 発言を許します。 

町長（杉原 健士町長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 町長。 

町長（杉原 健士町長） 

 皆さん、おはようございます。 

 ご案内のように、令和４年第３回忠岡町議会定例会の開会を招集いたしましたところ、
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議員皆様方には公私何かとお忙しい中にもかかわりませずご出席賜り、誠にありがとうご

ざいます。 

 さて、今後のごみ処理の方針でございますが、私は、議会時代から私なりに焼却施設の

運営について他市の施設を視察に行くなど、調査研究を行ってまいりました。その中で、

この小さな町で単独で運営するのは財政的に負担が大きい。近隣市との広域化を進めるべ

きとのことを申し上げてまいりました。 

 そのような中、町長就任後、さらに調査を深め、広域化のために近隣市との折衝や、新

しい手法である公民連携方式による運営について検討を重ねてまいりましたが、このた

び、住民サービスの低下を招くことなく経費の削減が見込めるのは公民連携方式であると

の考えに至ったところであります。 

 まず、住民サービスを第一に、そして忠岡町の今後の財政負担を慎重に考え、熟慮に熟

慮を重ねた判断でございますので、住民の皆様、そして議員の皆様におかれましては、何

とぞご理解賜りますようお願い申し上げます。 

 本定例会には、それに関連いたします条例改正案、またその予算を含む補正予算の議案

などを上程させていただいております。どうかご賛同、ご可決くださいますようお願い申

し上げまして、開会のご挨拶に代えさせていただきます。 

 本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１１８条の規定によりまして、９番・前川和也議員、１

０番・今奈良幸子議員を指名いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 日程第２ 会期の決定を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 今期、定例会の会期は、本日より９月２９日までの２２日間といたしたいと思います。 

 これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（和田 善臣議員） 

 異議なしと認めます。 

 よって、会期は、９月２９日までの２２日間と決定いたしました。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 日程第３ 諸般の報告を行います。 
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 監査委員、北村 孝議員より例月出納検査の結果報告の申出がありますので、報告を許

します。 

監査委員（北村 孝議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 北村議員。 

監査委員（北村 孝議員） 

 おはようございます。ただいまより、例月出納検査報告を行います。 

 例月出納検査について報告をいたします。 

 ここに、報告申し上げますのは、令和４年６月２８日、７月２７日及び８月２６日に行

いました内容で、帳簿等は、それぞれ同年５月３１日、６月３０日及び７月３１日現在で

あります。 

 検査については、前田成弘監査委員と従事し、一般会計、各特別会計及び下水道事業会

計から提出された現金出納簿、公金収納状況、金融機関預金等については、その時点で的

確に執行されていることを確認し、また、関係諸帳簿、証拠書類も適正に記帳等されてい

ることを確認いたしました。 

 なお、検査時における各会計別等現金高数値については、お手元に配布いたしました数

値表のとおりでございます。 

 以上、地方自治法第２３５条の２第３項の規定により報告をいたします。 

                             監査委員 北村  孝 

議長（和田 善臣議員） 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 日程第４ 一般質問を行います。 

 通告の順序に従い、発言を許します。 

 まず初めに、今奈良幸子議員の発言を許します。今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 呈祥会・大阪維新の会の今奈良幸子です。議長のお許しを頂きましたので、まず教育・

福祉について、（仮称）東忠岡地区認定こども園についての統一の質問にまいります。 

 本年９月の広報紙にて、幼保連携型認定こども園忠岡町立東忠岡こども園と正式に決ま

ったことを確認しましたので、通告書の名称変更をお願いいたします。 

 １月に東忠岡小学校で個人懇談があった際、学校側から工事の様子を拝見しており、そ

ろそろ完成する時期かと大変楽しみにしておりました。現在の工事の進捗状況は順調に進

んでいるのか、園舎移動のスケジュールと併せて教えてください。 
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議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 工事につきましては、滞ることなく順調に進んでおりますので、スケジュール変更はご

ざいません。９月末に園舎の引き渡しが完了しまして、１０月８日、土曜日から１０日、

月曜日、祝日の間で、引っ越し並びに保育の準備作業を行う予定となっております。それ

で、１０月１１日、火曜日から新園舎での教育、保育が始まる予定というふうになってお

ります。 

１０番（今奈良幸子議員） 

  議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 順調に進んでいるようで、何よりです。 

 次に、引っ越し後の幼稚園、保育所で催される行事について教えてください。幼稚園で

は、新型コロナウイルス感染拡大前の２０１９年は、９月に運動会が行われていたように

思います。確定している範囲でお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 今後の行事につきましては、当初の予定どおり、運動会を東忠岡小学校の校庭をお借り

して実施する予定となっております。時期につきましては、１０月の下旬を予定しており

ます。また、発表会や卒園式につきましては、新しい園舎での遊戯室を活用して実施する

予定となっております。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ありがとうございます。 

 １０月８日から１０日の３日間で引っ越し作業を完了し、さらに保育の準備を行うこと

になり、先生方も大変だと思います。報告、連絡、相談を密に取り、スムーズな作業の遂

行をお願いいたします。また、１０月１１日から新しい場所での活動が始まり、１０月下

旬に運動会の開催とのことですので、子どもたち、先生方、保護者が、心・体ともに無理

のないようによろしくお願いいたします。 
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 続いて、問２に移ります。本年６月２７日にこども園整備に係る説明会が、ふれあいホ

ールと東忠岡保育所遊戯室で行われました。会の終了後に、参加された方々から質問また

は問題点の指摘などございませんでしょうか。忌憚のない意見など出ておりましたら、教

えてください。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 ６月２７日に開催しました保護者説明会につきましては、午後１時からふれあいホール

で、午後６時半から保育所で開催をしました。ふれあいホールでは３３名、保育所では２

２名の保護者の参加がございました。説明終了後に質疑応答の時間を取らせていただいて

おりましたが、その際には特段ご質問はございませんでした。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ご質問はなかったとの答弁でした。参加された方々は、一方的に聞くことに徹していた

ため、要望を発信したり、双方が意見交換できなかったと聞いております。これは説明会

という性質上、仕方ないと捉える一方で、今年度の施政方針での一般質問でもお伝えして

いますとおり、やはり保護者の方々との意見交換会が必要だったのではないかと思いま

す。いかがでしょうか。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 確かに議員ご指摘のとおり、説明会となりますと、保護者にとってはその場で発言する

ことに抵抗を感じる方が多いと思います。今回につきましては、既に決まっていることを

説明する場でありましたので、意見交換とはならなかったようでございます。 

 意見交換会ということでご指摘がございましたけども、以前、教育委員会としまして

は、保護者と話し合いをしたということでございますが、東忠岡地区のこども園の整備が

決まった３年前なんですけども、保護者の方から要望がございまして、保護者が集まる機

会に参加させていだたいた経過がございます。幼稚園では、学年ごとに保護者が集まると

いうことで３回ほど、また保育所では保護者会総会時の１回、足を運ばせていだたいたと

ころでございます。特に幼稚園では、膝と膝を突き合わせてというやり方でございました

ので、様々なご意見、ご要望を伺ったところでございます。当然全てのご意見、ご要望に

ついて１００％お応えすることはできませんが、できる範囲で今回のこども園整備にも取
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り入れさせていただいたところでございます。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ３年前に現場に足を運び、声を聞いてくださる機会を設けていただいているとお聞き

し、大変うれしく思います。保護者の声を聞く機会は、平常時とコロナ禍ではどのよう

に、どれくらいの頻度であったのか、教えてください。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 幼稚園では、保護者と園長が話し合う場を毎月１回設けておりました。また、保育所で

は学期ごとに個人面談を実施しておりましたが、残念ながらコロナ禍になってからは定期

的には実施できておりません。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 コロナ禍でなかなかそのような機会が設けられていないということは、少し残念です。 

 続きまして、問３の項目についてお尋ねします。 

 １０月より園舎を移動することにより、保護者、園児たちは、不安を感じることが増え

つつあるのではないか。先生方にとっても初めてのことですので、どのように園や教室を

運営すればよいのかと迷われているかと察します。子どもたちを主体に考え、保護者、先

生方がチームになってつながり合って乗り越えていただきたいと思います。そのために

は、コミュニケーション、連携が大切ではあるが、どのように仕組みをつくられるか、お

考えをお聞かせください。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 先ほども申し上げましたが、保育所につきましては学期に１回は個人面談を実施してお

ります。幼稚園については、毎月、希望する保護者と施設長とが話し合いの場を設けてお

ります。現在は、コロナ禍の影響で定期的な開催はできておりませんが、今後も引き続き

実施をすることで、保護者の声に耳を傾けてまいりたいというふうに考えております。 
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 また、こども園になった後も保護者会というものを存続させますので、保護者に参加、

協力していただく会としましては存続しますので、そのような会も活用していただければ

というふうに考えております。 

 いずれにしましても、引き続き保護者のご意見、ご要望につきましては、丁寧な対応を

心がけてまいりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ありがとうございます。こども園を開園していく中で、予想していなかった事象も起こ

り得ると思いますので、その時その時に臨機応変な対応を期待しております。 

 続きまして、問４に移ります。こども園の保護者説明会において新たな展開への理解を

得られるよう、資料が用意されておりました。その中に、保育サービスの充実、子育て支

援の充実と書かれています。初めに、その内容を具体的に教えてください。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 保育サービスの拡充の具体策につきましては、幼稚園では施設の関係もあり、今までは

外部業者からの配送のお弁当で対応しておりましたが、こども園では自園調理となること

から、保育所の子どもたちと同様、全ての子どもたちに温かい手づくり給食の提供をいた

します。なお、費用負担に関しましては、これまでどおり無償となっております。 

 また、令和５年７月に完成予定の新たな公立の子育て支援センターにおいては、子育て

中の親子の居場所や交流の場、子育て相談、子育て情報の提供などを通して、地域の子育

て支援拠点として安心して子育てができ、喜びが実感できる環境づくりに努めてまいりま

す。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ありがとうございます。公立の子育て支援センターができ、地域の子育ての拠点として

どのように発展していくのか、大変楽しみです。 

 立て続けに２つお聞きします。 

 １つ目は、幼稚園が認定こども園に変わることのメリット、２つ目は保育所が認定こど



9 

 

も園に変わることのメリットをお聞かせください。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 まずは、子どもたちにとってのメリットとしまして、幼稚園では先ほども申し上げまし

たが、給食が自園調理となることや、今まではプールがなかったので水遊びしかできませ

んでしたが、プール遊びができることといった施設面でのメリットになろうかと考えてお

ります。 

 保育所については、３歳児から毎日４時間程度の共通時間が設けられ、幼稚園の子ども

たちと一緒に共に学び、共に育つ時間を過ごすことになります。 

 これがこども園となることの最大のメリットであり、今まで幼稚園と保育所といった

別々の施設での生活でしたが、こども園として同じ施設で、また広い園庭で伸び伸びと遊

ぶことで、共に学び、共に育つ、遊びを通して様々なことを学んでいくことで、小学校に

就学する際に、全ての子どもたちが同じ教育・保育を受けることができることになるよう

になることであるというふうに考えております。 

 また、保護者にとりましても、新しいＩＣＴシステムを導入することで、今までは施設

からの一方的な連絡しかできませんでしたが、双方向での連絡が可能となります。また、

就労の状況に関係なく子どもを預けることが可能となるなどのメリットがあると考えてお

りますので、よろしくご理解のほどお願いいたします。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 認定こども園を迎えるに当たって、子どもたち、保護者の方々が楽しみであると感じら

れるような支援が必要ですので、引き続き対応をよろしくお願いいたします。 

 認定こども園を開園するに当たって、先生方のスキルアップが欠かせません。併せて、

心のケアへの潜在的なニーズもあろうかと思います。園に幼児教育アドバイザーのような

専門の方を配置するお考えはございませんでしょうか。 

 新しくできるこども園にとって、また園に通う子どもたちのために取り組むべきことは

何なのか、客観的に判断し、園としての在り方を常に考え続ける仕組みづくりが必要不可

欠であると考えます。いかがでしょうか。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 
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 議員ご指摘の職員のスキルアップの１つに、今、職員研修というものがあると考えてお

ります。これまでの職員研修は、単発で年に数回、研修という形で実施しておりましたの

で、継続的な指導ではないということで、なかなか実践に取り入れるところまではできて

おりませんでした。 

 しかしながら、こども園化に向け、数年前から研修の実施方法を見直ししており、具体

的には年間を通して同じ先生に依頼をし、年に１０回程度、園に来ていただき、総合的か

つ継続的に指導していただくという方法に変更しております。 

 こども園となる来年度以降についても、引き続き同様の対応を考えておりますので、ご

理解のほどよろしくお願いいたします。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員、これで３回過ぎていますので、一言言って、次の質問に移ってください。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 はい。研修という言葉を聞くと、アドバイザー対現場の先生全員であり、１対多数のた

め、個人に向けてではないと思います。アドバイザーが現場の先生一人一人に向けてアド

バイスをしていくような指導を私は考えております。前向きな検討をよろしくお願いいた

します。 

 次に、里親の課題と現状についての問１に参ります。 

 厚生労働省において里親制度は、様々な事情で家族と離れて暮らす子どもを自分の家庭

に迎え入れ、温かい愛情と正しい理解をもって養育する制度であると述べられています。

児童福祉法第２７条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童、保護者のな

い児童、または保護者に監護させることが不適切であると認められる児童の養育を委託す

る制度であり、その推進を図るために、平成１４年度に親族里親、専門里親を創設。平成

２０年の児童福祉法改正で、養育里親と養子縁組を希望する里親とを制度上、区分。平成

２１年度から養育里親と専門里親について、研修を義務化。平成２９年度から里親の新規

開拓から委託事業の自立支援までの一貫した里親支援を、都道府県、児童相談所の業務と

して位置づけるとともに、養子縁組里親を法定化し、研修の義務化を行っています。 

 平成２８年、児童福祉法改正では、子どもが権利の主体であることを明確にし、家庭の

養育支援から代替養育までの社会的養育の充実とともに、家庭養育優先の理念を規定し、

実親による養育が困難であれば、特別養子縁組による永続的解決、パーマネンシー保障

や、里親による養育を推進することを明確にしています。 

 様々な事情で家族と離れて暮らす子どもは、まず乳児院や児童養護施設といった施設に

行くイメージが強くありますが、時代とともに流れは変わってきています。公益財団法人

全国里親会のホームページにも、幼い乳児や児童には特定の大人との関係が必要です。こ
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れがないと愛着障がいを起こすからです。子どもは、安全なベースがあって初めて外の世

界への興味を持って、自我が芽生え、成長することができます。愛着障がいのまま生育す

ると、自信を持てず、コミュニケーション能力が劣り、大人になっても就職ができない、

反社会的な行動をとるなどのリスクが高くなると言われています。児童にとっては、実親

に取って代わる深い愛情を持って育ててくれる親代わりの里親が必要です。近年、児童虐

待の増加により、実親に養育を任せられない児童が増加しています。心や体に傷を負った

子どもたちを里親の温かい家庭で受け入れ、子どもらしい生活をさせていく必要がありま

すと述べられています。 

 大阪府の予算編成過程公表サイトを閲覧すると、里親委託率の目標は、令和１１年度に

４２％と掲げられておりますが、令和２年度の実績は１４．８％にとどまっており、少し

残念な実情です。 

 そこで、お聞きします。初めに本町の里親の状況をお示しください。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 本町の里親の状況は、担当窓口である大阪府岸和田子ども家庭センターより、「はぐく

みホーム」と言われている養育里親として登録されている件数は、１件とお聞きしており

ます。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 現状、町内には養育里親として登録されている方が１組ということを聞き、認知度は低

いと思われます。まず、里親とはどのようなものがあるのか、教えていただけますか。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 里親の種類ですけれども、「はぐくみホーム」と言われている養育里親は、事情があっ

て家庭で育てられない子どもを、家庭に戻るまでの間や自立するまでの間の一定期間、家

庭で育ててくださる方でございます。 

 専門里親は、虐待などで心身ともに傷ついた子どもに対し、経験と専門的知識を生か

し、家庭で育ててくださる方でございます。 

 養子縁組里親は、保護者が育てられない子どもを養子として育ててくださる方でござい

ます。 
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 親族里親は、保護者が行方不明等の事情により子どもを養育できなくなった場合、子ど

もの親族、祖父母、兄弟等で育ててくださる方でございます。 

 あと、週末里親は、児童養護施設等で生活する子どもと、週末や夏休み等に家庭で過ご

してくださる方となっております。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ありがとうございます。里親には５つのパターンがあることが分かりました。町民でこ

のような里親について理解を深めている方はどれぐらいの割合でいるとお考えでしょう

か。里親について知りたい場合、どこに行けばよいのか、併せて教えてください。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 里親制度について、言葉は知っていても、その内容や制度について詳しく知っておられ

る方は少ないと思われます。里親について詳しく知りたい方は、お住まいの市町村を担当

する子ども家庭センターへご連絡ください。忠岡町の場合は、岸和田子ども家庭センター

になります。 

 また、「里親支援機関つむぎ」という機関がございまして、社会福祉法人和泉乳児院に

ございます。こちらでも相談に乗っていただけます。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ありがとうございます。里親において子ども家庭センター、もしくは「里親支援機関つ

むぎ」に相談するとよいことが分かりました。 

 続いて、問２に移ります。 

 里親について、子ども家庭センターと自治体の役割はどのようになっているのか。ま

た、情報等の連携はどのように行っているのか、教えてください。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 大阪府下では、大阪市、堺市と合わせて、大阪府の６か所の子ども家庭センターと合わ
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せて、合計８か所の子ども家庭センターで、子どもが心身ともに健やかに育成されるた

め、里親等での養育推進に向けて包括的な里親支援体制の構築に向けて取り組まれており

ます。 

 昨年は、岸和田子ども家庭センター及び乳児院、児童養護施設の主催による里親説明会

をふれあいホールで実施されました。また、本町民生委員、児童委員に対し、児童養護施

設の方から里親制度についての研修会を実施しております。さらに、ここ数年はコロナ禍

で開催されておりませんが、忠岡町社会福祉協議会のふれあい大会において、里親制度に

関する啓発ブースを設置しており、今年度も設置する予定となっております。 

 今後におきましても、本町といたしましては、岸和田子ども家庭センターと連携し、里

親制度の広報・啓発活動として、関係団体によるイベントや研修会への協力、また引き続

きポスターの掲示、パンフレット等の配架等を実施してまいります。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ふれあいホールで実施された里親説明会には、３０名くらいの方が参加されたと聞いて

おります。民生委員、児童委員に対して研修会をされておりますが、結果として里親登録

増加にはつながっていないのが現実です。実のある里親啓発活動にしなければ意味がない

と思います。広報・啓発活動の在り方の見直しが必要ではないでしょうか。町のホームペ

ージに大阪府の里親通信や里親相談会の日程ページのリンクを張る、広報紙の間に里親の

チラシを入れるなど、新たな啓発活動を考えていただきたいです。いかがでしょうか。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 広報の具体例でございますけれども、ホームページにリンクを張り付けるであるとか、

府の広報チラシにつきましては、回覧板等で各家庭で目にすることができるように検討し

てまいります。 

（北村議員「議長、暫時休憩お願いします」と呼ぶ） 

議長（和田 善臣議員） 

 ただいま、北村議員のほうから暫時休憩の申出がありました。 

 それでは、５分、暫時休憩いたします。再開は１０時３５分から再開いたします。 

（「午前１０時３０分」休憩） 

 

議長（和田 善臣議員） 
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 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（「午前１０時３５分」再開） 

（出席議員及び議事参与員休憩前に同じ） 

 

議長（和田 善臣議員） 

 先ほど北村議員のほうから動議がありまして、質問の仕方、あるいはその内容、進め方

ですね。そういったところでちょっと問題点があるのではないかということですので、今

日はこのまま続けていただきますが、今後その辺、課題として、またこちらのほうから注

意させていただきます。 

 続けてどうぞ。今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 そのことを踏まえて、最後の質問の問３に参ります。 

 平成２９年８月２日、新たな社会養育の在り方に関する検討会において取りまとめ、公

表された社会的養育ビジョンの概要において、市区町村の子ども家庭支援体制の構築にお

いて、市区町村子ども家庭総合支援拠点の全国展開と人材の専門性の向上により、子ども

のニーズに合ったソーシャルワークをできる体制をおおむね５年以内に確保すること。子

どもへの直接的支援事業、派遣型や親子入所支援の創設などの支援メニューの充実を図る

こと。児童相談所の指導委託措置として行われる在宅措置、通所措置が適切に行える手法

を明確にし、支援内容に応じた公的な費用負担を行う制度をできるだけ早く構築すること

と示されていますが、里親においての課題をどう捉え、これから本町として具体的にどの

ように取り組むのか、お考えをお示しください。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 里親への支援体制につきましては、平成２８年、改正児童福祉法において、家庭養育優

先の理念が規定され、国・地方公共団体の責務として、家庭と同様の環境における養育の

推進等が明記されました。 

 これは、国及び地方公共団体は、まずは実親による養育を支援し、家庭における養育が

適当でない場合、養子縁組や里親等による家庭における養育環境と同様の養育環境におい

て継続的に養育されるよう必要な措置を講じることとするものです。 

 このような家庭養育優先の理念の下、様々な事情により家庭を離れて生活しなければな

らない子どもを受け入れ、特定の大人との愛着関係の下で養育を行う里親等は、子どもの

健やかな成長に重要な役割を果たします。また、家庭生活を体験し、家族のありようや人

間関係の築き方を学ぶことが、子どもにとって将来自分の家庭を築く際のモデルになるこ

とも期待されます。 
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 昨今、地域の変化、家庭の変化により、社会による家庭への養育支援の構築が求められ

ており、子どもの権利、ニーズを優先し、家庭のニーズも考慮して、全ての子ども家庭を

支援するために、身近な市町村におけるソーシャルワーク体制の構築と支援メニューの充

実が求められており、本町におきましても子ども支援体制を構築し、対応を行っておりま

すが、さらに職員の専門性の向上に努めてまいります。 

議長（和田 善臣議員） 

 今奈良議員。 

１０番（今奈良幸子議員） 

 ソーシャルワーク体制の構築と支援メニューの充実、そして職員の専門性の向上に努め

ることも大切です。ですが、里親を増やさなければ、子どもの支援メニューが増えること

はないと思います。まず、里親という考えがみんなにとっての常識になることが優先では

ないでしょうか。岸和田子ども家庭センターと情報共有をしっかり行い、子どもの権利を

守っていくためにも、本町にできることを一緒に考えていただきたいです。よろしくお願

いいたします。 

 以上で質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、今奈良幸子議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、北村 孝議員の発言を許します。 

３番（北村 孝議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 北村議員。 

３番（北村 孝議員） 

 議長のお許しを頂きましたので、３番・北村孝、公明党、これから質問をさせていただ

きます。 

 まず、男性トイレにサニタリーボックス、いわゆる汚物入れの設置についてでございま

す。 

 男性特有の前立腺がんや、男性に多い膀胱がんなどの手術後に、排尿コントロールが難

しくなり、尿漏れパッドを使わざるを得ない人のニーズに応えるために、使用済みの尿漏

れパッドを捨てるサニタリーボックスを男性トイレの個室に設置する動きが、公共施設や

商業施設で広がっていると報道されております。 

 国立がんセンターが２０１８年にまとめた統計によりますと、前立腺がんと診断された

男性は約９万２，０００人、膀胱がんは１万７，５００人に上る。これらのがんは、手術
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後、頻尿や尿漏れの病状が起こりやすくなり、このため手術を受けた男性は、尿漏れパッ

ドを着用することが多いと伺います。しかし、公共施設などの男性トイレの個室にはサニ

タリーボックスの設置が進んでおらず、パッドを捨てる場所がないため、外出先から自宅

までビニール袋などに入れて持ち帰らざるを得ない人が数多くいると伺います。こうした

方々のニーズに応えるためにも、来庁、来館の多い施設の男性トイレの個室にサニタリー

ボックスの設置をされてはと思いますが、見解をお伺いいたします。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 前立腺がんや膀胱がんの患者さんが尿漏れを経験しますが、その多くは数か月から半年

後までには日常生活に支障がない程度に回復をしています。一方、半年を過ぎても尿漏れ

が続き、その後も症状が改善しない患者さんもおられるとのことであります。また、加齢

による尿失禁で悩まれている方もおられることは認識しております。 

 議員仰せのとおり、トイレにサニタリーボックスがあれば、使用済みのパッドを持ち帰

らずに廃棄できるため、安心して外出をすることができます。町内施設の多目的トイレの

一部にサニタリーボックスを設置しておりますが、多目的トイレ以外の男性用個室トイレ

についても、スペースも考慮しながら設置に向け考えてまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

３番（北村 孝議員） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 北村議員。 

３番（北村 孝議員） 

 私もここの庁舎内だけ、忠岡に公共施設って、大きく言えば、文化会館、このシビック

センター等でありますけど、先ほどの質問の中にも、数多く来庁されるいわゆるふれあい

ホールとか、その辺はちょっと鍵がかかってましたので、私ちょっと確認できてないんで

すけど、１階から６階まで確認させていただきまして、確かに多目的トイレにはサニタリ

ーボックスが設置されております。この６階には残念ながら、今日も多くの傍聴の方がい

らっしゃってますけど、この６階にはその多目的トイレにも設置されていないと、これが

現状でありまして、要は多目的トイレというのは女性の方も当然お使いになるわけで、男

性トイレの個室に置くということに意味があるので、この辺しっかりと取り組んでいって

いただきたいと、このように思います。答弁。 

議長（和田 善臣議員） 
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 立花公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 スペースも考え、設置に向け検討させていただきます。よろしくお願いします。 

議長（和田 善臣議員） 

 北村議員。 

３番（北村 孝議員） 

 ありがとうございます。最後に、日本骨髄バンクの評議員の女性の方のお話をさせてい

ただいて、この質問は終わりたいと思います。 

 日本骨髄バンク評議員の女性の方のお話ですが、白血病やがん患者の支援に取り組む中

で、昨年、この問題を知りました。生理用品を捨てるため女性トイレの個室には当たり前

にあるサニタリーボックスが、男性トイレには置かれていないことがまず驚きでした。尿

漏れパッドを着用している男性は、恥ずかしさからなかなか声を上げられない一方、当事

者以外の男性は問題意識を持ちづらいのだとも感じました。ボックスの設置は、赤ちゃん

のおむつ替えをするお父さんや、ＬＧＢＴなど性的少数者への配慮にもつながりますと

も、こういうふうにもおっしゃっておりますので、よろしくお願いいたします。 

 続いての質問に移らせていただきます。空き家対策についてであります。 

 ２０１５年５月に全面施行された空家対策特別措置法に基づき、空き家の適正な管理を

進めるための計画を策定した自治体は、今年３月末時点で１，３９７市区町村に上ったと

されます。これは国土交通省が明らかにしたもので、全自治体の８割が対策をつくり終え

たと聞きます。さらに、計画の推進に向けて不動産の専門家などで構成される法定協議会

も５割を超える自治体で設置と。こうした取組により、１４万２，５２８件の管理不全の

空き家の除却や修繕が行われました。これは特措法の効果にほかならない。 

 特措法は、固定資産税の納税情報を活用した空き家所有者の特定、倒壊などのおそれが

ある空き家への立ち入り調査や所有者への除却命令、命令に従わない場合の除却の代執行

などを市区町村に認めております。さらに、対策に必要な費用を国や都道府県が補助する

仕組みも整えたと伺っております。管理が不十分な空き家は、老朽化による倒壊のおそれ

に加え、治安や防災、衛生などの点で地域環境に及ぼす影響が大きい。 

 いまだ全国には約８４９万の空き家があり、対策を一段と進める必要があります。そこ

で、空き家の除却や修繕だけにとどめず、地域活性化や観光資源に生かす取組が求められ

ているのではないでしょうか。自治体の中には、子育て世帯や高齢者を対象にリフォーム

した空き家を低家賃で貸し出したり、また、若者支援の一環として、大学生向けのシェア

ハウスやアトリエに空き家を使う試みのほか、古民家として再生して観光資源にする取組

も注目をされております。こういった空き家物件情報を地方公共団体のホームページ上な

どで提供する仕組み、いわゆる空き家バンクでありますが、行政側は地元の方々から広報

紙やホームページなどで空き家情報を広く募集し、移住、交流希望者向けの物件情報を収
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集している制度にも取り組んではと考えますが、見解をお伺いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 本年度より忠岡町空き家等対策協議会を設置いたしたく、発足の準備を進めているとこ

ろでございます。当協議会では、忠岡町空き家等対策計画の見直しなどを見据え、その中

で空き家の利活用の促進化策を模索してまいりたいと考えております。 

 また、当協議会においては、宅地建物取引業協会より委員の推薦をお願いし、専門的知

見及び他の委員の方々の意見を拝聴し、空き家バンクなどの空き家の活性化策を検討して

まいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 北村議員。 

３番（北村 孝議員） 

 ６月の定例会で、附属機関に関する条例の一部改正で、忠岡町空き家等対策協議会が設

置される議案が可決されました。こういったこともありますので、しっかりとこの空き家

については取り組んでいっていただきたい。 

 近隣市でも、泉大津、和泉市、多くの自治体がこの空き家バンク等も実施しております

ので、その辺も調査研究をしっかりしながら、町内においてもかなり危ない、倒壊のおそ

れのある物件については、近年、更地にされて、そういったこともある程度は回避されて

いるのかと思いますけども、まだまだやっぱりそういった一般の空き家の物件が多く見ら

れます。 

 というのも、一戸建て住宅が非常に買いやすいような形にもなっておりますので、そう

いったところで、そういった文化住宅、またハイツ、そういったマンション等なんかも結

構空き家が増えてきているのかなと、こういうような感があります。しっかりとこの辺

も、治安とか、そういったいろいろな部分で心配される部分がありますので、取り組んで

いっていただいて、この６月に設置されました忠岡町空き家対策協議会でしっかりと議論

されて、少しでも前に進めていただけるように取り組んでいっていただきたい、このよう

に思いますので、もう一度ご答弁お願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 議員お示しのとおり、その協議会の中で少しでも空き家を有効活用するような話も検討

してまいりたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 北村議員。 
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３番（北村 孝議員） 

 この協議会の中にも、不動産関係の方も委員の中でいらっしゃるということで、しっか

りこの辺の専門的な見地からも十分研究しながら、前に進めていっていただきたいと。実

のある協議会にしていただきたいと、こう願います。 

 以上で質問を終わります。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、北村 孝議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、河瀬成利議員の発言を許します。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 改めまして、おはようございます。呈祥会・大阪維新の会の河瀬です。議長のお許しを

頂き、質問させていただきます。 

 まず１つ目ですが、主権者教育について質問させていただきます。この質問について

は、同じ会派の前川議員も力を入れて質問されております。投票率の向上に向けてという

観点から、将来の忠岡町を担っていく子どもたちを育てていくと、人材育成ということか

ら質問させていただきたいと思います。 

 ２０１５年に公職選挙法が改正され、国政では１６年の参議院選挙から１８歳選挙権が

導入されたが、本町の若年層の投票率はどのような状況か、お示しください。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 南次長。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 国や社会の問題を自らの問題として捉え、自ら考え、判断し、行動していく主権者を育

成することは重要であるということは認識してございます。 

 ご指摘の若年層の投票率でございますが、本町における選挙事務におきましては、役場

で行っている期日前投票ではシステムで管理をしてございますので、若年層と言われる若

い世代の年代での投票率をお示しさせていただくことは可能でございますが、しかしなが

ら、選挙当日の各投票所での選挙事務におきましては、システムを導入していないことか

ら、選挙当日の各投票所での選挙事務は導入してございませんので、若年層の投票率にお
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きましては、お示しさせていただくことは困難な状況でございます。 

 期日前投票での一般的に若年層と言われる１８歳から２５歳までの選挙人における投票

率でございますが、それ以上の年代別の選挙人の投票率と比較いたしましても低い傾向に

あるという状況でございます。ご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 若年層の投票率については期日前しか分からないということで、確定的なことは言えな

いと思うんですが、全国的な状況からすると、本町においても低い状況ではないかと思わ

れます。システムが導入されていないから当日の状況は分からないということですが、今

後、投票率の向上等に向けて状況を分析するに当たっても、やはりシステムを導入すべき

ではないかと思いますが、この点についてどのようにお考えか、お示しください。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 南次長。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 選挙事務におきましては、システムを導入することにより、議員、今ご指摘の分析や統

計処理もスムーズに集計等が可能になることや、二重投票防止にもつながり、また、事務

の負担軽減が図られることなどが考えられます。 

 つきましては、システムを導入することにより、費用対効果も考慮し、システムを導入

している団体の状況等を参考に調査研究を行ってまいりますので、よろしくお願いを申し

上げます。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 システム導入というのは、予算、お金の問題も出てきますし、いろいろ困難が想像され

ると思うんですけども、私、今、南議連と申しまして、南大阪振興促進議員連盟に所属し

ておりまして、いつも７月に国のほうへ要望、陳情しておって、８月には大阪府のほうに

要望書を持って陳情に行ったりしている。そこで、９市４町、堺から岬町までの議員が集

まってやってるんですけども、結構その要望というのは通るところがありまして、通る通
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らないはまた別の話なんですけれども、そちらのシステムを導入して、幾らか予算が取れ

て、国のほうからとか大阪府から補助金が出たらいいかなと思いますので、私もその辺の

ところは頑張って要望していきますので、またいろいろ教えていただきたいと思います。 

 続きまして、２問目の質問に行きます。本町は全体的に投票率が低く、若い層の投票率

も低いということですが、町政を通して政治や選挙に関心を持っていただくということ

で、町議会でも開かれた議会等に向けて取り組んでいく必要があると思っておりますが、

投票率や投票の質の向上に向けては、選挙時の啓発だけでなく、常時啓発が重要でありま

す。若者の選挙離れや、将来有権者となる子どもたちに対して、どのような行事啓発の取

組がなされているのか、お示しください。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 南次長。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 若い世代の選挙人への選挙啓発につきましては、本町選挙管理委員会といたしまして

は、平成２７年の公職選挙法の改正で選挙権年齢が１８歳に引き下げられるまでは、成人

式において物品の選挙啓発を行ってございましたが、現在は特段行っていないという状況

でございます。全国的にも若年層での投票率につきましては低い傾向であることから、選

挙時以外の議員ご指摘の平常時におきましても、そういった啓発が重要であるというふう

に考えてございます。 

 つきましては、教育委員会とも連携を図りながら他の団体で取り組んでいる学校での出

前講座等の啓発活動を参考に、若者の投票率向上に向けての取組に努めてまいりたいと思

いますので、よろしくお願いを申し上げます。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 子どもの頃に親と一緒に投票に行ったことのある人の投票の参加率というのは、親と子

どもと一緒に行った人と行っていない人と比べて２０％高いと、一緒に行ったほうが高い

と。これは、こちらの総務省のホームページで出ておりまして、これであなたの背中を見

て、将来子どもたちも投票へと。そして、ここに書いてあるのが、子どもの頃に親の投票

についていったことのある人、ない人の投票参加の比較、ある人が６３％、ない人が４

１．８％、２０％ほどその連れていった人が、子どもが大きくなって行く人が多いと。こ

の辺も重々よく理解していただいて。私も経験があるんですけど、子どもとか孫とか連れ
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て投票に行ったときに、「外であんた待っといてや。あんたら、やかましく言うたらあか

んで」というような感じでやってる人が多分多いと思うんですけども、じゃなく、やはり

投票所の中へ子どもを連れていって、こういうふうな形で投票箱の中に投票書を入れる

と。そういう指導というんですか、そういうのを、教育委員会でもそんな感じのことがあ

ると思うんですけども、その辺のところの指導をよろしくお願いします。 

 続きまして、次の質問です。若者や将来有権者となる子どもたちに対する啓発の取組も

検討して行っていくということを踏まえて質問させていただきます。 

 主権者教育の取組についてですが、主権者教育については、単に政治や選挙について仕

組みを学ぶ、習得するだけではなく、誰もが自立して周りの人と協力、連携、協働しなが

ら社会の中で頑張って生きていく力をつけていくことや、自分の住んでいる地域の課題解

決など地域を担う人材を育てていく、そういったことが目的、重要ではないかと考えてい

ますが、本町の小・中学校等においては、主権者教育についてどのような取組がされてい

るのか、お示しください。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 平成２７年に改正公職選挙法が成立し、選挙権を有する者の年齢が満１８歳以上に引き

下げられました。選挙権が１８歳以上に改められたことにより、若者の政治的リテラシー

や政治参加意識を高等学校教育の中で具体に育む必要が出てまいりました。これらを受

け、本年度から高等学校で新たに実施される学習指導要領において、必修科目「公共」が

新しく設けられ、授業の中で主権者教育を取り扱うこととなりました。 

 議員お示しの小・中学校段階における主権者教育につきましては、高等学校段階での主

権者教育につながる基礎・基本の定着を図ることを最大の目標に、教養、知識、態度やス

キルを教科や特別活動の中で学んでおります。 

 具体には、小学校社会科におきまして、市町村による公共施設の整備や租税の役割、選

挙の歴史等について学習しております。次に、中学校社会科の歴史的分野の中で、民主政

治の来歴について学習し、公民的分野の中で民主政治の推進と公正な世論の形成や、選挙

など国民の政治参加と関連について学習しております。 

 また、特別活動の児童会、生徒会活動におきましては、立候補者が自らの主張を分かり

やすく伝え、立候補者の主張を聞いて、自分の考えと照らし合わせながら判断し、投票す

るという活動を行っております。併せて、学級会においても同様に係活動など様々な役割

等を公正・公平、民主的に決定する活動を行っております。 

 小・中学校の全ての教育活動を通して、相手の考えを丁寧に聞き、自分の考えを分かり
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やすく伝える話し合い活動を積極的に設け、高等学校段階での主権者教育の基礎となるよ

う努めております。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 児童会や生徒活動の場においてもいろいろと取組がなされているということですが、そ

こで次の質問でありますが、学校でもいろいろ取組されておられますが、自分で考え、判

断、決断し、行動していくことのできる主権者、人材を育てていくということからも、憲

法の内容や政治制度、選挙制度等の理解だけではなく、選挙や身近な生活と政治の関わり

をテーマにした話し合いや体験活動に積極的に取り組むことが重要ではないかと思います

ので、実際、投票箱、記載台などを使用しての模擬投票や、議場を活用して発表会など具

体的な体験、実践活動を取り入れてはどうでしょうか。お示しください。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 先ほども申し上げましたとおり、小・中学校段階におきましては、高等学校で学ぶ主権

者教育の基礎、基本となる教養、知識、態度やスキルを身につけることが肝要であると考

えております。 

 模擬投票につきましては現在実施しておりませんが、先ほど申し上げましたとおり、特

別活動の児童会、生徒会活動において、立候補者が自らの主張を分かりやすく伝え、立候

補者の主張を聞いて、自分の考えと照らし合わせながら判断し、投票するという活動を行

っております。 

 特に中学校におきましては、大阪府教育庁が開催しております生徒会サミットに毎年参

加し、大阪府議会議場において他校の生徒と意見交流を行っております。また、他団体主

催で３市１町の中学生を対象とした弁論大会へも代表を送り出し、自らの考えを他校生や

聴衆に伝える取組を体験させております。 

 議員お示しのとおり、本町の子どもたちが国や社会の問題を自分の問題として捉え、自

ら考え、自ら判断し、行動していけるよう、先行事例等も調査研究してまいりますので、

ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 
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議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 その大阪府のサミット等ですね、何か僕らの学生時代と違うことをかなりやっていると

いうことで、これはすごいなと思っているんですけども、主権者というのは、やっぱり投

票に行っていただけるというのを根本に教育委員会でもよく考えていただいて、投票箱、

ジュラルミンのやつってこんなんやとか、記載台とはこんな感じやとかいう、こういうの

もいろいろ、小さいうちから、低学年のときからちょっと指導していただきたいと思いま

す。 

 そして、先ほどの答弁を受けまして、小・中学校ではいろいろな学びや取組を行ってく

れているというふうに感じますが、質問の冒頭にも言いましたが、将来の忠岡町を担って

くれる、まちづくりに参加してくれる、そんな子どもたちに育ってほしいなと、これは私

の勝手な思いかもしれませんが、そのためにももっと忠岡町を知ってもらって、好きにな

っていってほしいということからも、町議会や町選挙管理委員会なんかも活用、連携しな

がら、体験活動も取り入れていってはと思いますが、再度答弁お願いします。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議員お示しのとおり、今後、様々な体験活動と先行事例等も調査研究してまいりますの

で、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 忠岡町の未来を担う人材の育成と投票率、投票の質の向上に向けて、引き続き主権者教

育の充実に取り組んでいっていただきたいと思います。 

 続きまして、庁舎管理についてちょっと質問いたします。 

 住民の多くが利用し、シンボルでもあるシビックセンターについては、建設後２４年が

たち、雨漏り、劣化による不具合が見られますが、修繕、改修等についてはどのような計

画を立てておられるのか。また、駐車場の白線ですね、ちょっと狭いとか、白線がちょっ

と消えているとことか多々あると思うんですけど、建物横の池、全く消えてしまっている

庁舎案内や町民憲章などの表示板については、その都度必要に応じて整備する必要がある
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と思いますが、いかがお考えか、お示しください。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 南次長。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 シビックセンターは、平成１０年に竣工してから二十数年が経過し、あちらこちらで経

年による劣化が現れてきています。近い将来、大規模修繕も見据え、計画的に対策を講じ

ていく必要があると認識してございます。また、段階的ではございますが、雨漏り対策に

おきましても、特に来庁される住民の方々にご迷惑をおかけしている場所につきまして

は、優先的に修繕に向けての準備を進めている状況でございます。 

 議員ご指摘の庁舎案内板や町民憲章等におきましても劣化が生じていることから、早い

段階で修繕等を行ってまいりたいと考えてございますので、よろしくお願い申し上げま

す。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 案内板とか町民憲章ですね、これ初め、町民憲章って私も議員になって２年ほどしかた

ってないので、どんなことかなと思って事務局長に聞いたら、こちらに載っておりまし

て、何かええこと書いてあるんですよね。「わたくしたちは、古い文化と伝統をうけつ

ぎ、近代都市として発展しつつあるまち、忠岡町民であることに誇りと責任をもち、より

よい明日を築くため、この憲章を守りましょう」と。これが全く消えてますので、何とか

その辺の早い修理ですね、よろしくお願いしたいと思います。 

 そして、シビックセンター整備については、ほかの公共施設の整備や町の財政状況等も

十分検討していく必要があると思いますので、いつ頃どのようなことを行っていくのかと

いうことについて具体的に計画していっていただきたいと思います。また、計画等ができ

ましたら議会にも報告していただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 前回もちょっと文化会館のことで一般質問させていただきまして、やります、ちょっと

待ってくださいというような感じやったけど、やっぱり具体的にその計画ですね。いつま

でにこれはやって、いつまでにというのをいろいろ検討していただいて、よろしくお願い

したいと思います。 

 次の質問に入ります。大規模災害に備えてのシビックセンターの非常用電源の確保。こ

れは７２時間について早急な整備が求められると思いますが、いつ頃をめどに整備される
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のか、お示しください。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 南次長。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続性確保のためには、非常用電源の稼

働時間につきましては、７２時間は外部からの供給なしで非常用電源を稼働可能とする措

置が望ましいとされてございますが、シビックセンターの既存の自家用発電設備では、非

常用電源確保は８時間であるため、燃料タンクの増設や燃料の備蓄等も考慮し、検証を行

ってまいりましたが、消防法や建築基準法等の制限もあり、整備には至っていないのが現

状でございます。 

 今後におきましては、引き続き防災担当部署や関係機関、また必要に応じ、民間事業者

等とも連携を図り、近隣団体はもとより先進で導入している他の団体の設置状況等も参考

に調査研究を行ってまいりますので、よろしくお願いを申し上げます。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 シビックセンターは避難場所ともなっていると思いますので、できるだけ早期に計画、

整備のほうを行っていただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 次の質問で、子どものネットトラブルということで、本町の小・中学校において１人１

台、パソコンが貸与されていることでありますが、令和２年度に内閣府が行った調査によ

りますと、自分専用のスマートフォンを利用している割合は小学校で４１％、中学生で８

４．３％、高校生では９９．１％で、インターネットの利用内容は、高校生、中学生では

コミュニケーション、動画や音楽視聴、小学生では動画視聴、ゲームが上位となっており

ます。 

 既にご承知のとおり、インターネットは子どもにとって役立つ情報がたくさんある一方

で、暴力的な表現やアダルト画像など悪影響を及ぼす不適切な情報も多く存在していると

思います。特にメールや掲示板、ＳＮＳなどにおいては、誹謗中傷やいじめから子どもが

不登校となる場合、個人情報の流出などトラブルが生じる可能性があると思いますが、子

どものＳＮＳなどによる誹謗中傷やいじめなどのトラブルについて、学校現場ではどのよ

うに実態把握され、防止等も含め、どのような対応をしているのか、お示しください。 

議長（和田 善臣議員） 
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 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議員お示しの子どものＳＮＳによる誹謗中傷やいじめなどのトラブルにつきましては、

学校現場では少なくとも各学期に１回、児童・生徒を対象とした生活アンケートを実施し

て、実態把握に努めております。本アンケートにＳＮＳを含め具体に嫌なことをされてい

るという等の記載があった場合には、十分配慮をした上で本人への事実確認を行い、その

後、関係児童・生徒に丁寧に聞き取りを実施しております。被害者のケアと安全確保を最

優先に、嫌な思いの解消に努めるとともに、組織的に継続した見守りを行っております。 

 防止策につきましては、第一に子どもたちにはいじめを絶対に許さないという心情を育

み、お互いを認め合う集団づくりに努めております。新しく設けられた特別の教科「道

徳」を初め、学級活動を含めた全ての教育活動において、いじめを許さない学校づくりに

努めております。 

 とりわけＳＮＳ等のトラブルについての予防対策としましては、各校での情報モラル教

育の中でＳＮＳ等の正しい使い方や危険性等について指導するとともに、これまでも小学

校高学年や中学生への警察関係者による防犯教室の際にもお話を頂いているところでござ

います。併せて、中学校では毎年、ＳＮＳ等のトラブルに関する専門家である外部講師を

招き、出前授業を実施しております。 

 特にＳＮＳ等のトラブルについては、早期発見の方策としましては、担任を含めた全て

の教職員が児童・生徒の小さな変化にも気づけるよう、日々子どもたちと関わりをしっか

りと持ち、家庭との連携も密にしております。 

 今後も嫌な思いや悩みを抱えている子どもたちを少しでも減らしていくために、教職員

一丸となり子どもの心に寄り添った指導に努めてまいりますので、ご理解のほどよろしく

お願いいたします。 

２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 小学生とか中学生、ＳＮＳ、誹謗中傷なんですけども、やっぱり子どもの頃から、そう

いうことをしてはいけないと。書く人は平気で書くんですけど、書かれた人のことをよく

考えてというふうな指導も大事かなと思いますので、その辺のところ、よろしくお願いし

ます。 

 いろいろと取り組んでいただいてる状況はよく分かりました。特に今は夏休み明けとい

うことでいろんな変化が見られる場合もあると思いますので、引き続き、子どもたちに寄

り添った指導のほうをよろしくお願いいたします。 
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 続きまして、先ほど小学生のインターネットの利用内容では、ゲームが上位であると説

明させていただきました。うちの孫も友達と一緒にゲームをしているのを結構よく見かけ

るんですけども、最近オンラインゲームで遊んでいる間に、アイテムが有料であると気づ

かずに購入してしまったり、またゲームに夢中になってどんどん課金してしまうなどのト

ラブルが増加していると言われております。先日もニュースで取り上げられていました。 

 もちろんこの点については家庭内できっちりとルールを決めていくことが一番重要であ

ると思われますが、このようなトラブルが起こらないよう、学校や広報などでも注意喚起

されたい。また、このような事案が発生した場合、消費者相談等により適切なサポートを

お願いしたいと思いますが、その辺のところどうでしょうか。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 消費者相談の関係から、まずご答弁させていただきます。 

 子どもの消費者啓発といたしましては、毎年度、小学生の高学年、５・６年生でござい

ますが、あと中学１年生を対象に、消費者教育用の啓発物品を配布させていただいており

ます。啓発の内容につきましては、その時々のキーワードに即したものとさせていただい

ており、少しでもおかしい、困った、どうしようと思ったときは、１人で悩まず連絡して

くださいとの呼びかけのステッカーも一緒にお渡ししております。 

 議員ご指摘の課金トラブルに関しましては、小学生用の啓発物品に組み込んで啓発を実

施いたしております。また、そのような事案が発生した場合は、適切なサポートに努めて

まいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 明松次長。 

町長公室（明松 隆雄次長兼企画人権課長） 

 広報のほうから申し上げさせていただきます。 

 広報のほうでは、産業振興課と連携しております毎月掲載の消費相談のコーナー、ある

いは相談先の紹介などを通じまして、広く注意喚起をしてまいりたいと考えてございま

す。次月号より喚起してまいりたいと考えてございますので、よろしくお願いいたしま

す。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 学校につきましても、子どもたちがオンラインゲームの課金トラブル等に巻き込まれな

いよう、各校での情報モラル教育等様々な機会を通じて、児童・生徒及び保護者に注意喚

起に努めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 
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２番（河瀬 成利議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河瀬議員。 

２番（河瀬 成利議員） 

 町のほうもいろいろ横のつながりというのを連携していただきまして、何とぞよろしく

お願いします。子どもたちがネット上でトラブルに巻き込まれないように、啓発またサポ

ートをどうかよろしくお願いいたします。 

 これで私の一般質問を終了いたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、河瀬成利議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、松井匡仁議員の発言を許します。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 無所属の会、松井です。一般質問を行います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、忠岡町における今後のごみ処理計画について質問を行いたいと思います。それ

では、よろしくお願いいたします。 

 まず、忠岡町議会におきましては、８月２４日に町側より、今後のごみ処理方針につい

ての説明を受けました。その後、すぐに特別委員会を立ち上げたところではございます

が、その際、今、今日も冒頭で町長がおっしゃっておられましたですけれども、ケース３

の公民連携協定方式で行かせてほしいと町議会に対しての発言がございました。 

 ただ、今年の５月１０日の時点では、忠岡町単独処理のケース１、広域処理のケース

２、公民連携協定処理のケース３が案として示されておりました。これらを、これから特

別委員会を通じて調査研究を行って、町民の皆さん、住民の皆さんのご理解を得た上で、

忠岡町の将来のごみ処理計画をどう行うかを決定すべきだと考えております。 

 しかし、忠岡町は、これも町長おっしゃってましたですけれども、この９月議会に、ケ

ース３、公民連携協定方式の関連予算をもう提出してしまいました。今議会でこの関連予

算を可決してしまいますと、事実上、忠岡町議会は公民連携方式、ケース３ですね、これ

を認めたことになります。そうなりますと、もう来月にはプロポーザルが開かれます。

で、１２月には公民連携の事業者が決定されます。現在の１０倍の大きさの焼却場誘致が
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こんな決定でええんかと思っております。この案件については、後に問題が起きたとき

に、「しもた」と言うわけにはいかんのです。何せ４０年間の契約になりますから。町民

全体が納得できる説明が必要なんです。 

 そこで、質問させていただきたいと思います。なぜこんな急なスケジュールで、ケース

３の事業者選定を進めようとするんでしょうか。全国でこんなむちゃくちゃなスケジュー

ルで焼却場の建て替えを決めたケースはありません。また、土壌調査など大阪府の条例に

て報告しなければなりませんが、これもまたなぜ先に行わないのですか。ご答弁よろしく

お願いいたします。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 議員ご指摘のとおり、令和６年４月以降のごみ処理方式について、一般廃棄物処理基本

計画策定作業の中で調査、検討を進めてまいりました。想定したケースとしまして、ケー

ス１、現有施設での処理継続、ケース２、近隣の広域処理組合に委託、ケース３、公民連

携協定処理について、定性的に比較、評価したところ、民間の資金で施設を整備、管理、

運営し、公共がごみ処理を委託するケース３、公民連携協定方式が一番高い評価となりま

した。 

 まず１点目のご質疑でございます。なぜ急いだスケジュールなのかということでござい

ます。これまで、広域処理組合への委託に向け、協議を実施してきたところでございま

す。協議の中で費用面等について、組合の事情もございますので、量り切れない部分がご

ざいました。そのような中で、本町のごみ処理費用の低減を図るため、他市町の先進事例

を研究しておりましたところ、公民連携による新しいごみ処理の手法が、本町のごみ処理

課題を解決し得る可能性があるということで、令和３年度より、広域化に加え裾野を広げ

て検討を開始したところでございます。そして、現在に至っております。 

 昨年度は、一般廃棄物減量等推進審議会及び同専門部会に報告をさせていただき、基本

構想でごみ処理手法について取りまとめをいたしました。本年度になりまして、サウンデ

ィング調査等ですね、事業者に対する調査ですが、実施をいたしまして、公民連携協定方

式の実現可能性を調査いたしまして、議会に対しましては、５月の１０日と８月２４日に

説明をさせていただき、６月２９日には議会全員協議会において、廃棄物処理基礎調査の

中間報告をさせていただいたところでございます。 

 今回、これまで１年半の検討を経て、今後のごみ処理方針の取りまとめをいたしました

が、今後の事業スケジュールについても予定を定め、進めていきたいというふうに考えて

おりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
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 ２点目の土壌調査につきまして回答させていただきます。ご指摘の土壌調査に関しまし

ては、土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づきまして、今回の

当施設のような特定施設等を廃止した場合、土地の所有者等は土壌の汚染状況について調

査し、その結果を報告することとなっております。事業スケジュール上は、まず、し尿処

理場ですね。今、クリーンセンターの約半分を占めておりますし尿処理場の部分に、ごみ

を中継する施設を整備することが想定をされますが、当該し尿処理場については現在休止

中の施設でございますので、現時点で調査、報告は実施していない現状でございます。 

 今後は、事業進捗の中で、法及び府条例の規定により、まずは使用履歴調査、次に土壌

汚染状況調査を実施し、汚染が認められた場合には必要な対策を実施してまいります。 

 以上でございます。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長、すみません、ちょっと質問の内容に答えがかみ合ってないように思います。端的

にもう一遍伺いますんで、もう一遍答弁いただきたいと思います。 

 何で急いで今から３か月で事業者を先に決定せなあかんのかと聞いてるんです。土壌の

調査のほうも、何で先にせんと、事業者の決定をしてから土壌の調査をするスケジュール

になってるんやと。そんなん全然後でもええんと違うのという質問なんです。だから、何

で先に事業者の決定をするための議案ですね、これが先に何で出てくるんやということを

聞いてるんです。もう一遍お願いします。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 この公民連携協定方式、この仕組みにつきましてですけども、まず、事業者選定という

ことで公募要綱を出すわけなんですが、まず本町の想定しているごみ処理事業について、

参画する意向がありますかと。参画するに当たっては、会社の思っている事業内容、また

その事業者独自の提案をもって、このような提案がありますということの提案を頂きまし

て、まずその事業者から申込みを頂きまして、基本協定というものを持ちます。 

 基本協定というのは、今後４０年間の契約ではなくて、そのごみ処理事業を共に検討を

進めていくという協定でございまして、その協定を結んだ後、事業者側の負担において施

設の計画、設計であったりとか、具体的な事業メニューが出てまいります。その中で、具
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体的な絵面であったりとか、レイアウトであったりとか、スケジュールであったりとか、

いろいろな要素のところの定義がなされてきます。それを時間をかけて検討いたしまし

て、お互い協議が調った段階には実施協定という流れになってまいります。 

 ということで、一旦協議をする、その計画を進めていただく相手方を決めるのが基本協

定ということでありまして、中身を決めるのがその後の実施協定、このような２段階の流

れになってございますので、まずは本町のごみ処理事業を検討していただける、一緒に調

査をしていく事業者を決めるという手続でございますので、ご理解いただきたいと思いま

す。 

 それと、土壌汚染につきましては、これは法律の立てつけでいきますと、区画・形質の

変更を伴う際と、何日以前に調査をしなさいという立てつけになってございます。ですか

ら、当然ながら、現地に何らかの撤去であったりとか掘削であったりとか、そうした事業

を行う前にスケジュールを立てて実施をしていくということを考えておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 分かりました。ただ、次元の違う話をしております。これね、町民の皆さん、まだ何に

も知らないんです。この焼却場の建て替えとか、こういうことすらまだ話をしてないんで

す。それの協定を結ぶとか、それの議案を出すとか、全然次元の違う話。土壌の検査のほ

う、これはそんなことを言うてるから、後で問題って出るんです。同じ敷地の中にあるん

です。し尿のほうでやるからどうのこうのとか、そんな網目をすり抜けるようなことをや

ってるから、後で問題が出てきてしまうんです。どうせこれ絶対ね、環境のアセスも土壌

調査も絶対せなあかんのです。何で先にせえへんやと。中間施設を建ててしもうてから、

そんなもんが分かったら遅いんと違うのかと。先に住民さんに全部公開して、公表して、

こんな問題があるんや、それでもやらせてくれへんか、それで進めていくのが町のやり方

やと思いますよ。 

 ちょっと時間がないんで、次に進みますけれども、これね、今の１０倍の大きさの炉を

誘致する案件なんです。ちゃんと町民の皆さんを入れて、真剣に考えていきましょうよ。

そんな拙速にやるような問題やあらへん。 

 次に、先日議員に配布されました資料、８月２４日付ですね。これのケース３の費用想

定、ここずうっと金額が並んでるんですけれども、これについて根拠をお示しいただきた

いと思います。特に令和６年から１４年、これの外部委託処理費用１８億３，２１８万円

ですか、これはどういう計算でしょうか。 
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住民部（谷野 栄二部長） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 費用想定を出させていただいたわけですが、令和６年度から令和１０年度、これは新し

い施設を造るまでの過程の間ですね、過程において本町のごみを委託処理をするというこ

との期間でございます。 

 この費用につきましては、今回、この公民連携方式が実現可能であるかどうかというサ

ウンディング調査をこの春先に行ったわけでございます。その中で、幾つかの事業者の方

から、参画の意向があるという手を挙げていただいたわけなんですが、そこのヒアリング

の中で、例えばごみ処理費用であったりとか、ごみを中継するための中継施設が必要にな

りますので、また、そのごみを積み替えたりする費用、そうした費用を聞き取って積み上

げて出させていただいた費用でございます。 

 以上です。 

議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 また、すみません、全く答えになってないです。私、聞いたのは、想定費用の根拠で

す。数字上の話を聞いてるんですが、積み上げたって、そんなもん何も説明になっとらん

のです。 

 これね、まずそれならそのままもう一遍答えてほしいんですけれども、これね、この１

８億３，２１８万円、これ、誰がどこに持っていって、どこで処分する計算でこれは成り

立ってるんですか。そんなん分かってなかったら計算できませんよ。どうやって１８億と

いう数字を出したんかと、９年間で。それを聞いてるんです。 

 もう一遍、すみません、議長、何遍もあれですが、全く答えになってませんので、再度

答弁いただきたいと思います。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 議員説明会の中でも説明をさせていただきましたけども、今回のケース１、２、３につ

きましては、金額につきましてそれぞれちょっと積算がしがたいという部分もございま

す。ですから、今回の計算につきましては、一般的に例えば建設をしたりとか、ごみを処
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理したりとか、そうした単価を含めて計算をしたという前提で説明させていただいたとこ

ろでございます。 

 ですから、重ねた説明になりますけども、今回の積み替えに関する、積み替えてごみを

処理するという費用計算に関しましても、ヒアリングした事業者の方から大体こんなもん

じゃないかというようなヒアリング調査に基づいて計算をしたものでございまして、ご理

解のほうを頂きたいと思います。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 同じところの質問ですかね。同じところ、質問。 

７番（松井 匡仁議員） 

 いや、今から言います。よろしいですか。 

議長（和田 善臣議員） 

 はい、松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 ちょっといいかげん過ぎます。そんな数字の出し方でここへ１８億と載せて、ほかのよ

り安いやろ、これがええんやと。議員の皆さん、今回、議案提出するから手を挙げろと。

そんなんで手を挙げれるわけないでしょう、賛成も反対も。これ今、部長言うてましたけ

れども、伊賀へ持っていくって説明会のとき言うてましたや、三重県伊賀市に。何でそれ

をちゃんと答えれへんのですか。説明会で言えて、この一般質問の場、議場では言えれへ

んなんてないでしょう。もう隠すことなんか何にもないんですよ、ここへ来たらね。全部

オープンにせなあかんのです。その上で僕らは審議するんです。もう一遍答えてもらって

よろしいですか。 

議長（和田 善臣議員） 

 ちょっと待ってください。ただいまの松井議員の質問ね、もう質問回数が会議規則の規

定よりか超えてます。ただ、答弁がちょっと明確でない部分があるということで、私もそ

のように感じてる部分がありますので、もう一度質疑を認めます。答弁、どうぞ。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 同じ回答になって大変申し訳ないんですけども、ごみをですね、集めたごみを積み替え

る、そしてそれを運搬して処分する。その費用の単価につきましては、ヒアリングで聞き

取った単価であるということでございます。もちろん処理する先というのは幾らもありま

せんので、想定しているところは、議員おっしゃるところでは想定しておりますけども、

そのようなことで積み上げておりますので、ご理解のほどよろしくお願いします。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 
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議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 そうですよね、もう決まってるんですよね。決まってないと、こんな計算できないで

す。そういうことやと思います。もう時間がないんで、また次の質問。これまた改めて特

別委員会のほうでお伺いしたいと思います。 

 次の質問に移ります。泉北環境施設整備組合における広域化について質問を行います。 

 忠岡町におきましては、長年にわたりごみ処理の広域化に向け、泉北環境施設整備組合

とごみ処理委託の協議を続けてまいりましたが、今９月議会において公民連携協定方式の

関連予算が提出されている現在、この泉北環境との協議は今一体どのような形になってる

んでしょうか、答弁お願いします。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 平成２９年９月に忠岡町と泉北環境施設整備組合で一般廃棄物処理広域化検討協議会を

設置し、課題整理を中心に協議会を開催してまいりました。新型コロナもありまして一旦

中断しておったんですが、令和３年６月１１日に再開し、９月１６日、また昨年の１２月

２７日に開催をしまして、それ以降は担当者間で個別に協議を行ってまいりました。 

 現在の状況ですけども、本町のごみ処理方針が固まるまでの間、協議を中断していると

いった状況でございます。 

 以上です。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 それは泉北環境さん、３市の市長さんは了承しているということなんでしょうか。それ

を伝えてるということですか。お願いします。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 構成市については、特に個別に協議はしておりませんけども、泉北環境の事務方と我々

は広域化協議会を進めておるんですけども、最終的にそれを継続する、やめるというよう
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な議論は行っておらず、現在は休止といいますか、協議を中断という状態でございます。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 部長、すみません、関連予算を議会に上程しているにもかかわらず、これ、黙ってとい

うことではないですが、二股かけてるということですよね、市長は知らず、各市の。こ

れ、忠岡町はね、ごみ処理以外にも、高石も和泉市も泉大津もいろんな協定や連携してる

んです。こんなやり方しとったら相手にされへんようになってきますよ、これから。これ

も最重要課題ですけれども、その他のことも考えてやっていかんと、怒り出しますよ。向

こうかてね、今、コンサル入れていろんなことやってますよ、計算してます。その中で忠

岡町を入れての計算もやってるはずでしょう。こっちが通ったらやめとくわ、こっちがあ

かんかったらそっち行くわと。ちゃんとやらなあかんことを順番にやっていったらええん

違いますのと、はなからそれを言いたいんですけどね。あんまりええかげんなことやって

たら、忠岡町自体が相手にされへんようになってきます。きちっとしたやり方でやってい

きましょう。 

 最後、すみません、質問させていただきます。 

 入札、プロポーザルについてと書きましたんですけれども、まず、先ほど部長ちょっと

おっしゃってたサウンディング調査の件ですね。今春、春に入って、民間企業参入意向調

査アンケート、これですね、にお答えいただいたプラントメーカーがＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、

Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、８社か。産廃会社がＩ、Ｊ、２社。これについての企業名を公表してい

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 すみません、遅くなって申し訳ありません。予定してました答弁書はあれですけど、ま

ずサウンディング調査につきましては、民間事業者の例えばアイデアであったりとかいう

ような独自の提案がございますので、原則的には、国もやっておりますけども、サウンデ

ィングの相手名は原則非公開ということで実施しておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 
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議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 非公開ということなんですが、これ、ここまで来たら、部長、すみません、お話し合い

させていただいた企業さんと、公表してええかと聞くぐらい聞いてくれたらよかったんと

違いますの。あかんと言えへんと思いますよ。だって、もう部長、伊賀市と言うてるんで

すから。こんなん産廃のほうは、Ｉ社というのは伊賀市にある焼却施設、これ、大栄環境

さんグループですよね。そこしかないですもん。決まってますものね。そやから、３か月

でプロポができるんと違いますの。事業者選定まで行けるんと違いますの。こんなん普通

に仕様書を１０月に出して、１２月にどこの会社がそんなもん３か月でこんな大きなプロ

ジェクトをプロポできますの。お答えください。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 まず、再度のお答えになりますけども、本調査では、国の示す市場調査の手引などに準

じて、私的財産保護の観点から、民間事業者のアイデアやノウハウを保護するため、参加

者名や提案内容を非公開とすることを前提に実施をしておりますので、重ねてご理解のほ

うお願いいたします。 

 それと、期間の話ですけども、参入意向のサウンディング調査を行ったのは春先という

ふうに説明させていただきましたけども、それから複数回、ヒアリング等を行っておりま

す。そういうことで、このたび本町の公募に対して意向があると思われるところは、恐ら

くは少し準備をしてることと思いますし、業界の中でもちょっと有名な話になってるとい

うふうに聞いておりますので、そうしたことで、いきなり今すぐ聞いたというわけではな

いというふうには思っております。 

 以上です。 

議長（和田 善臣議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 何かしゃべればしゃべるほどあれなんですけど、仕様書をまだ出してないんです。業界

の中でうわさになろうが何しようが、３か月でそんなもん、プロポまで作れるわけがない

やないですか。うわさはあるかもしれませんよ。それでみんなピシッとそろえて持ってく

るんやったら、仕様書、漏れてますよ。 

 これ、私もね、この案に反対やと言うてるんと違うんです。ちゃんと協議して、４０年

後の忠岡町、この４０年間のごみ処理の方針を決めるんやから、ちゃんと協議しようと言

うてるんです。何で１２月に事業者選定をせなあかんのか。特別委員会も議員皆さんで立



38 

 

ち上げて、そこで協議して、町民の皆さんを交えて話をして、了解を得て、やったらええ

ん違うんかと言うてるんです。今の現時点でこの１１人の議員さん、皆さんそれぞれ採決

は分かりませんけれど、こんだけの資料だけで丸とバツをせえと、そんなもん誰ができる

んですか。何でそんなに急ぐんかが分からんと言うてるだけなんです。きちっとした話を

して、そこから順番に進めていったらええんと違うんかと言うてるだけなんです。 

 議長、ありがとうございました。これで質問を終わります。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、松井匡仁議員の一般質問を終結いたします。 

 議事の都合により暫時休憩いたします。１３時から再開いたします。 

（「午前１１時４７分」休憩） 

 

議長（和田 善臣議員） 

 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（「午後１時００分」再開） 

（出席議員及び議事参与員休憩前に同じ） 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、三宅良矢議員の発言を許します。 

８番（三宅 良矢議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 通告書に従いまして、質問させていただきます。 

 まずは地域防犯の取組についてでございます。この一、二年前より、町内外問わずです

が、落書き被害が徐々に目立っていってるように感じます。落書きは、刑法第２６１条の

器物損壊罪という犯罪行為であり、その認識は忠岡も持たれていると思いますし、僕とし

てはしっかりと取り締まられるべきであることと思っています。その観点で、この令和２

年度と３年度の２年間でいいですので、忠岡町内における忠岡町が管理する建物及び構造

物に対する被害の１．忠岡町としての確認件数、２．忠岡町が警察に対する被害届提出件

数、犯人などがそれによって特定できた件数、その犯人が特定できて、それに対して求償

できた件数を、それぞれお答えください。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 
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 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 落書き被害の状況でございますが、令和２年度が２件、令和３年度が０件、今年度は７

件となっております。被害届を提出した件数は２件で、犯人を特定できたものはございま

せんでした。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 ありがとうございます。なかなか犯人特定まで、まだ今の状況で至ってないというのも

あると思うんですけど、よく皆さんも見たこともあるかなと思うんですけど、楯並橋の下

ですよね。落書きもそうですけど、よくバーベキューしていて、いろんな方が来られるこ

とはご存じやと思います。ここでしていけないということは分かるんですけど、僕が一番

のここでの問題は、コンロとかそういうごみが丸々放置されているということが一番の問

題かなと思っています。土・日・祝日なんでね、そのバーベキュー自体をその場で取り締

まること自体は難しいと思いますけど、このごみのポイ捨てですよね。まとまったごみを

捨てることを廃棄物処理法違反で被害届を出すことはできると思います。また、大阪府が

橋に向けて設置しているライブカメラは１分に１枚、１週間、データ保存されているとお

聞きします。犯罪行為に対しては大阪府も情報提供すると思われますので、ごみ箱の位置

をライブカメラの見える範囲に移すとか、そのような行為の摘発をよりやりやすく、発見

しやすくして、積極的な忠岡町として方向を示すべきと思いますが、いかがお考えでしょ

うか。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 議員ご指摘の大津川河川公園を含む都市公園につきましては、バーベキューなどの火気

使用を禁止しておりますので、引き続き周知をしてまいります。 

 バーベキューにつきましては禁止行為ございますが、ご指摘の大津川河川敷公園でごみ

かごの位置が、その他のごみを含みまして、不法投棄の防止につながるのであれば、移動

してまいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 ありがとうございます。そういった形で、一つ一ついろんな形で試していただいて、積
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み重ねていただければなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、電動キックボードのほうに移ります。電動キックボード、ありますよね。

Ｌ字型の前にアクセルがついたやつがあります。令和４年４月の道交法改正で、２年以内

に規制緩和が施行される予定です。今、まだこの時点ではされていないです。ということ

は、現行では原付バイクと同様の扱いとなっています。現状、町なかを闊歩する姿も、僕

も忠岡町内で朝、逆走していくような子らも見たこともありますし、１回だけ３人乗りさ

えも町内で見たことがあります。もちろんナンバーを取り付けているのも見たことないで

すし、もちろんその乗ってた子はヘルメットもなし。逆走行、違反行為の走行は基本的に

やりまくってます。 

 僕が一番これの問題点というのが、保険が一切利かへんということになってると思いま

す。よく子どもたちに、自分が親やったら子どもに、親が入っている保険で子どもが事故

したときにカバーできる個人賠償保険など、車とか傷害保険などに結構セットして、加入

されてる方も多いと思うんですけど、保険屋に、じゃあそういう状況で例えば違反のキッ

クボードで誰かけがさした場合、そういう子どもがやったことやから親の保険が利くんか

というたら、２件別々のところで、全く違う保険屋に確認したら、全部上に上げて聞いた

んですけど、これは一切適用されませんということやったんです。 

 ということは、これを、この今、電動キックボード、安易に乗っているキックボードで

事故を起こしたら、本人及びその保護者が治療費、慰謝料、賠償などを含めて全額負担し

ていかないといけないということになる。免許更新のときに、皆さん、免許更新に行かれ

ると思うんですけど、そのときに例えば車で５５歳の会社員を死亡させましたとか、医者

を死亡させましたというケースで、会社員で５５歳のケースでこの前見たら、遺族に６，

０００万円賠償を求められたケース、これはちゃんと車の任意保険に入ってるから任意保

険から出るんですけど、これを要は１０代半ば、後半で、一生背負っていかないといけな

い可能性があるんです。自己破産できへん可能性もあるんです。 

 取り締まるのは確かに警察やと思います。でも、乗る人たちも、これぐらいまでのリス

クを背負ってまで乗っているものという発想ってあまりないと思うんですよ。住民啓発と

か教育啓発の立場から踏まえてやっていただきたいと思うんですけど、どのようにお考え

でしょうか、お答えください。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 議員ご指摘のとおり、電動キックボードにつきましては運転免許が必要となっておりま

す。現行の法律では、１６歳未満の運転免許がない方が電動キックボードを運転すること

はできません。無免許で電動キックボードに乗ることが交通違反である旨をどういった内

容で周知すればより効果的であるかを今後検討してまいりますので、よろしくご理解のほ
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どお願い申し上げます。 

 また、交通違反の取締りにつきましては、警察に対し要望してまいりたいと考えており

ますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 学校におきましては、電動キックボードにおける違法運転に限らず、違法行為があれ

ば、保護者と連携の上、指導に当たっております。啓発につきましては、警察等の関係機

関と連携の上、様々な機会を通じて行ってまいります。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 ありがとうございます。部長と理事に再質問なんですけど、部長には、具体的にじゃあ

警察と連携を進めていくということ、要望をしていくということなんですけど、要は今後

具体的にどのような姿勢や方針について考えているのかということを、より具体的な部分

に明確にしてお尋ねいただきたいんです。それは部長に対するご質問です。 

 石本理事に対しては、やはりこういうようなものなんだということを、多分教員の先生

方は知らん方も多いと思うんですよ。忙しいし、あれ１つ取って、僕もこれでいろいろ調

べたり、わざわざ保険屋が知らんから、要は保険の大もとに尋ねたというぐらいのことを

やっているんですよね。そんなん先生がみんなやってて知ってるかというたら、多分違う

と思います。情報はまだそこまで行ってないと思うんで、そういう意味では教員の先生方

に対しても、このような状況なんだよという自覚を、知識を得ていただきたいと思うんで

すけど、それぞれどのようなお考えでしょうかということで再質問させていただきます。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 すみません、取締りにつきましては、警察の力を借りないとできないという形になりま

す。議員ご指摘のとおり、そういった電動キックボードがあるような、乗っておられるよ

うな場所、及び時間帯ですね。そういったものを具体的にお示しいただければ、警察と具

体なお話をさせていただきたいなというふうに考えておりますので、よろしくお願いいた

します。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 
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教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議員お示しのリスク等につきましては、また機会を見て、学校にも情報提供のほうをし

てまいります。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 ありがとうございます。そのような形で進めていただきたいと思いますので、また僕も

啓発を自分の手段でもいろいろしていこうかなと思っていますので、よろしくお願いいた

します。 

 続きまして、すみません、その後へ行きます。あと、これらの事件ですね、起こったこ

とを解決するのにも有効な手段に防犯カメラというものがあることは言うまでもないと思

います。早期に犯罪行為だと気づかせるのも、これからの行政の形であると思うんです

が、それを踏まえまして２点質問します。 

 防犯カメラの動作チェックは、忠岡町内のものに関しては定期的にできていますでしょ

うか。 

 ２点目です。忠岡町が主体となって、できれば幹線道路等ですね、他市へ抜ける道など

に効果的に配置すべきであると考えますが、いかがでしょうか、お答えください。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 １点目の質問でございます。 

 令和４年３月現在、町内では町設置分の防犯カメラが１１台、自治振興協議会設置の防

犯カメラが４６台の、計５７台が稼働しております。町設置分の防犯カメラについては、

定期的に動作確認を行っております。また、設置からおおむね６年を経過した防犯カメラ

については、年次的に更新を行っております。また、各自治振興協議会が設置した防犯カ

メラについては、地域が主体となった安全なまちづくりの推進という面からも、各自治振

興協議会にお願いしているところでございます。 

 ２点目の質問でございますが、現在、５７台の防犯カメラが稼働しておりますが、町と

しても新たに設置を検討している箇所もございます。防犯カメラは犯罪の防止に効果があ

りますので、設置箇所の精査や予算面なども含め、引き続き検討を行ってまいりたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 
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８番（三宅 良矢議員） 

 １点目のチェックに関しては、できれば５７か所という、もし余計につけていだたいた

ら増えると思うんですけど、外から見て稼働してるかどうかというチェックもできると思

いますんで、年に１回か２回ぐらいは、その辺、ちょっと行政の範疇でもし、１日仕事に

なると思うんですけど、やっていただければ。これは１点目の要望で。 

 ２点目に関しては、旧２６号線ですね、堺阪南線。１台もないとお聞きしてます。でき

れば２か所、入り口と出口辺りにつけていただいて、そこで何か行われてるんじゃなく

て、そこを経由して逃げるとか、そういったことに対しての効果的な視点で設置していた

だきたい。これは２点目の要望です。その辺を踏まえまして、この質問は終わらせていた

だきます。ありがとうございます。 

 続きまして、忠岡中学校の生徒支援についてご質問させていただきます。 

 夏の暑さの中で早朝に練習を行うなど工夫されていますが、９時時点で３０度を超える

ことも、この夏、もう最近では例年どおりという、言うてしまえばそれまでなんですけ

ど、ざらでしたし、一般的には生態力学で２６度を超えると運動効率性が大変落ちると。

要は、同じ運動をしてても、それが筋肉となり、能力に反映するという効率性ががくんと

落ちるというのが、これは実証されています。体育館等でやっているバレー部とかバスケ

部とかはスポットクーラーとかが活用できると思うんですけど、屋外はなかなかそんなん

はいかれへんかなと思ってます。熱中症予防とか、あと運動効率性を高めるために、筋ト

レなど用途は限られてると思うんですけど、空調の効いたふれあいホールとかを、使われ

てるときは別として、使ってないときとか、使用開放できていけないかなと思うんですけ

ど、いかがお考えでしょうか。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 屋外部活動の筋トレなどにふれあいホールを活用できないかというご質問ですが、これ

まで学校からそのような要望はございません。また、改めて今回、学校に確認をいたしま

したが、活用の予定はないとの回答であり、現状では活用は考えておりません。夏の熱中

症予防対策につきましても、学校としては予防対策をこれまでも行っており、教育委員会

としましても引き続き周知徹底に努めてまいりますので、ご理解のほどお願いいたしま

す。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 
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 今の質問の回答は、ポイントがちょっとずれてるんと違うかなと思うとこがあるんです

けど、熱中症は当然なんですけど、運動効率性についてですよね、踏まえて、ふれあいホ

ールの活用について、まず教育委員会としてどう思われるのかという点と、先ほど学校か

ら活用の予定はない、そんな要望はないと。学校から要望もないんですよね、言うたとし

ても。というような状況なんですけど、生徒や保護者さんってどう思ってるんかなって。

そういう観点で効率性が高まりますよ。でも、それでもみんなが要らんと言うたら、それ

はそれでええと思うんですけど、そういうような意向調査とかしていただいて、やってく

れる子どもたちの、最近でしたらスポーツって、どんだけ運動効率性を高めるかにかけて

きてるところがあるじゃないですか。そういうのを踏まえたら、そういう部分の視点で結

構取り入れられたらいいことになるかなと思うんですけど、今のことを念頭にどのように

お考えか、もう一度お願いします。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 現下の学校現場では、教職員の長時間労働の解消に向けて働き方改革が喫緊の課題であ

り、また、教職員のなり手が少ない現状もございます。そもそも部活動の顧問につきまし

ては、義務的に引き受けてもらってるものではなく、ボランティア的な活動として献身的

に部活顧問を引き受けてもらっているところでございます。 

 議員お示しの運動効率性につきましては、部活顧問が年間を通しての活動の中で計画的

に活動内容等を考えて実施しております。また、教育的活動として部活動を実施する中

で、生徒・保護者にアンケートを取ることは様々な混乱が生じる可能性がございます。部

活顧問には静謐な環境の中で実施してもらいたいと考えておりますので、議員お示しの生

徒・保護者へのアンケートの実施は考えておりません。ご理解のほどよろしくお願いいた

します。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 教職員の働き方改革と、そういうのがあったと思うんですけど、それやったらそれこそ

使ったらいいんと違うかなと思うんですよね。結局、だって暑いから早朝出勤せなあか

ん、要は夜遅く出勤せなあかんわけじゃないですか。昼間のしんどい時間帯をずらして子

どもたちを見るんで。それやったら、日中のほうに固められるような形でああいうとこも

活用していったら、僕はすごく効率性が高まるのかなと思うんですけど、その辺どう思い

ます。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 



45 

 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 先ほども申し上げさせていただきましたが、働き方改革が叫ばれる中、献身的に部活顧

問を引き受けてもらっている中で、新たな練習メニューの作成や日程調整などの業務負担

をかけることにつながりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

８番（三宅 良矢議員） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 先生のそういう視点でしか部活がということなんで、まあまあ、それはそれででけへん

と言うんやったら、それはしゃあないかなとは思いますけど、やったほうが効率性が高ま

るんかなと思いながら、ちょっと納得はできないですけど、答えはそうなんだということ

で聞いときます。 

 ２点目の質問です。部活動の負担を懸念して、できるだけ要は親に金銭的負担がかから

ん部活を選ぶという子どもが多くいるって、さきにちょっと報道された記事を見て、あ

あ、そうやなと思いました。僕も高校のときにアーチェリー部に入りたかったんですけ

ど、アーチェリーって１本５，０００円するんですよね、矢。それを１０本買えと。プラ

ス弓で、これは当時で１０万ぐらいしたんで、入ったらいきなり１５万払わなあかんやと

いうことがネックになって、僕はその後すぐにお金のかかりそうのない重量挙げ部を選ん

だという、こういうのがあったんですよね。自身のそういう経験もあったし、その記事で

は野球部のグローブとか、あとテニス部のラケットが挙げられてたんですけど、何かそう

いうのって無償で貸し出すなどして、要は経済的負担ですよね、軽減できて、子どもたち

が部活動を選ぶときに、何かグローブを買われへんから俺はやっぱり野球部じゃなくてサ

ッカーをやろうかというような選択になれへんような、何かそういう意味では子どもたち

の可能性を狭めてしまいかねないと思うんで、そういうような取組ってやっていただけな

いかなと思うんですが、いかがでしょうか。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 現在、忠岡中学校では、運動部、文化部を含めた１３クラブ中、１１クラブで用具の自

己負担はございます。所属する部活動や個人が選ぶ用具のグレードで価格は変わってきま

すが、概算で１人当たり８，０００円程度から２万５，０００円程度が個人負担となって

おります。部活動の個人負担について学校に調査を依頼した際に確認いたしましたが、こ

れまでも保護者から各自が使用するグローブやラケット等の用具について、学校で準備し

てほしいとの要望は特段なかったと伺っております。 
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 また、近隣市にも状況を確認いたしましたが、現状のコロナ禍においては、用具の貸出

しなどの要望はないとの回答を頂いているところです。 

 しかしながら、部活動の違いによる経済的負担の違いはあるものと認識はしているとこ

ろですので、引き続き調査研究を行ってまいりたいと考えております。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 まだなかなか周辺で行っていることも聞いてないんで、その辺また考えていただきたい

なと思います。入ってからでどうのこうのじゃなくて、入る前にそれを気にして諦めると

いう現状があるということで、子どもとしては偉いですよね。親の懐具合をしっかり見

て、自分のあるべき道を決めてるんで。それはそれで、そういうことで夢を妥協するとい

うこと、それはそれで必要なのかもしれないですけど、そういうのをできるだけ少なく、

軽くしてほしいなというのがあるんで、できたらそういう取組をお願いいたしますという

ことで。 

 ３点目、すみません、ちょっと時間の都合で、つくっていただいたんですけど、一旦取

下げさせていただきます。 

 ４点目です。災害対策について質問させていただきます。 

 これ、設置が義務化されていると書いたんですけど、これ間違いです。言い換えて、ガ

ス利用家庭で設置率が高いガス警報器がありますよね、大阪ガスさんとかの。このレンタ

ル代に２００円程度上乗せすることで、行政の防災無線などと連動できる警報器に変える

ことができる機器を大阪ガスさんは売り出してるそうなんです。現に、大阪市では行政の

財政負担ゼロで導入しているそうなんです。通信手段の選択肢の１つとして、忠岡町とし

ても自治体の負担なく納入することができないのかということ、これがまず１点。 

 ２点目です。大阪府内の市町村では行っているところが多いと聞いてるんですが、災害

時の忠岡町内の企業ですね、特に公共工事の指名登録業者に協力支援を業者指名登録時に

誓約するような仕組みがあるところもあるみたいなんで、そのような体制構築はできない

でしょうか。この２点、一括でお答えください。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 １点目の質問でございます。従来のガス警報機能に加え、市町村の行政情報などの通知

機能を有したガス警報器を取り扱う事業者があり、また大阪市ではそのガス警報器を通じ

て市の情報を発信していると聞いており、現在、担当課では取扱い事業者にシステムの詳
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細を確認しているところでございます。 

 災害時における情報伝達手段の多重化により、多くの方が情報を入手できることは町と

しても有益であると認識しておりますが、緊急時に限られた人員の中では取り扱える情報

伝達手段も限定されることから、まずは導入によってどの程度の効果が見込まれるのかを

調査してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 ２点目の質問でございますが、本町では町内の建設業を営む事業者で構成される忠岡町

建設業協会と災害時における応援に関する覚書を締結し、災害時における協力支援体制の

構築を図っていることから、業者登録時における協力、支援を誓約してもらうことについ

ては、現在のところ予定していないところでありますので、よろしくご理解お願いいたし

ます。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 ありがとうございます。ガスさんのほうは、直接僕に大阪のインテックスで営業された

ぐらいの感じで、内容を聞いてたら、そんなに仕組みとしては負担がないと言ってたん

で、そこにアクセスしていただいて、それを調査していただいて、進めていっていただけ

ればいいかなと思います。よろしくお願いいたします。 

 次の質問に移ります。すみません、時間がないので。 

 開かれた衆知の集め方についてご質問させていただきます。僕自身もちょっと不勉強な

がらなんですが、忠岡町では広く意見を集める仕組みは具体的にどのようになっている

か、ちょっと分かっていない状況です。具体的にはどのようになっているでしょうか。ま

た、その相談や意見の内容については公開されているんでしょうか。 

 ２点目です。また、一般的によく投書箱ですね。昔で言う目安箱の設置ですね。アナロ

グ的な手法なんですけど、そのようなものでの設置はあるのでしょうか。あるのであれ

ば、どのような状況なのか。ないのであれば、どのように考えられるか、これ２点まとめ

てお答えいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

町長公室（明松 隆雄次長兼企画人権課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 明松次長。 

町長公室（明松 隆雄次長兼企画人権課長） 

 まず最初に、住民からのご意見といいますか、集める手段でございますが、方法としま

しては、１つ目にホームページやメールでの手段、２つ目は手紙とかファクシミリという

手段ですね。３つ目は電話等ということになってございます。内容等につきましては、現

在は公開はしてございません。しかしながら、改めて他団体を見てみますと、提出前に一
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定の条件を付した上で、ご提案についてのみ一定期間ごとにその要旨をまとめたものを公

表している場合などが見られます。今後、近隣自治体の状況も勘案しまして、ご意見、ご

質問に条件等を付した上で、ご提案の公表について検討してまいりたいと考えてございま

す。 

 ２点目でございます。目安箱、今は投書の箱というんですかね、このようなものでござ

いますが、現在、設置はしてございません。投書箱につきましては、平成１１年に役場の

下で、１階で設置いたしましたが、管理上の問題や大量の落書きやごみなどが入ったこと

が大変続きまして、その後、新たにホームページやメールからのご意見などを頂く現在の

システムも整備されたことから撤去いたしました。このような経過から、現在のところ設

置の予定はしてございませんので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 手段等につきまして、まずは今のホームページ、メールですね、それについて再構築し

ていただけるということなので、その辺、適宜進めていただいて、またそういった内容が

どういう内容なのかで、僕らも政策的な参考につながるかと思いますので、またその辺の

ことをよろしくお願いいたします。 

 目安箱に関しましては、その状況、場所場所において、また検討していただければいい

かなと思いますので、またその辺も併せてよろしくお願いいたします。 

 最後の質問です。審議会に対する見解についてご質問させていただきます。 

 令和４年８月に開催された忠岡町廃棄物減量等推進審議会の専門部会におきまして、委

員より出た質問内容に対し、明確な回答や見解が１か月以上、参加した委員どころか、質

問した委員にさえ明示されていない状況で、審議された中心的内容の取組が議会の審議へ

の段階に移され、すみません、ちょっとここの質問おかしいな。参加した委員どころか、

されていないと。その状況で、この段階に移されようとしていますと。この審議会を通じ

た一連の委員の質疑に対する回答や見解、これに対して明確化せずに議会審議に移す在り

方として、忠岡町はこれは真っ当の範疇とお考えなのでしょうか、お答えください。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 令和４年第１回忠岡町廃棄物減量等推進審議会専門部会が、８月３日に６名の委員が出

席され開催をされました。当日は、報告案件として忠岡町一般廃棄物処理基本計画案につ

いて、検討状況に係る報告をいたしました。 
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 本町におけるごみ処理の現況や今後のごみ量予測について報告させていだたいた上で、

今後のごみ減量化の方針と関連する事項として、令和６年４月以降のごみ処理方式につい

て併せてご説明させていだたいたところです。 

 各委員からご意見がありまして、事務局としましては、頂いたご意見等を踏まえ、以降

の検討を進めているところでございます。また、ご意見の中には、数値的なご質問につき

当日の回答ができなかったものもございますが、そちらにつきましては計画が進捗する中

で報告をさせていただくこととしており、次回の専門部会において回答させていただきた

いと考えております。 

 以上です。 

議長（和田 善臣議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 今回、一連の審議で、審議会での質疑につきまして、この計画を進めていく中で、先ほ

どの回答で報告するということでありましたけど、委員会での質疑に関してここの議会で

最終的に諮られるわけじゃないですか。当然その内容の質疑に関しては、多分僕らも興味

があると。知っておくべき内容であると僕は思ってるんですね。それでも、会議がぶつ切

りになってるんですよね。審議会での質問がここに全然、当たって前提として出てきてな

いんと違うかなと僕は思ってるんです。僕の聞いた質問が、何か全然答えていただいてな

いと僕は思ってるんで、そういう意味では、理事側は、これは別に審議会で出たけど、事

前に議会でこのときに間に合わせて、今回の審議に間に合わせて事前に報告すべき質問や

回答ではないからいいやろという判断をされたんですかね。何かどのように考えて、その

辺を考えたのかが分からないんで、よろしくお願いします。 

議長（和田 善臣議員） 

 時間が来てますので簡単に。谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 審議会と議会との関係ということで、そうしたことを含めたご質問かと思いますけど

も、今回この審議会におきましては、会議資料と議事録につきましては、公開資料が整い

次第、ホームページにおいて公開をする予定にしております。また、質疑事項等につきま

しては、次回専門部会の資料としまして、事前に委員の皆様にお届けをする予定としてお

ります。そのような予定になっておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 もう時間が過ぎてますので。 

８番（三宅 良矢議員） 

 これ、この議会で結構重要なことが審議されるじゃないですか。少なくともそこに間に

合わせるため、ここの議会で審議されるまでに間に合わせるべき事象やと思うんですよ
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ね。重要やと捉えていただいてるんであれば。 

議長（和田 善臣議員） 

 一言で。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 この本件にかかわらずいろいろな審議会が本町内にはございますけども、やはりその検

討過程の中で出たものは、その審議会の中で要領が整い次第、公開していくとかいうこと

でありまして、ちょっと今回のこの議会に間に合わすように調整しなければいけないとい

うふうにはちょっと認識しておりませんでしたので、できるだけ早く資料を整えてホーム

ページに公開させていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、三宅良矢議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、前川和也議員の発言を許します。 

９番（前川 和也議員） 

 はい。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 大阪維新の会の前川でございます。今回の一般質問は３点通告をさせていただきまし

た。よろしくお願いいたします。 

 まずは、災害対策、災害協定についてでございます。先週ですね、夜間に忠岡町でも大

雨警報が発令されて、浸水した地域もあったということで、急遽ポンプ車が出動したとの

ことでございますが、これから台風も増えてくるでしょうし、また台風１２号というのも

発生したらしいです。危機への備えは常にしておかないといけないと改めて思いまして、

質問をさせていただきます。 

 本町で危機管理行政を担うのは、４月に発足しました危機管理課でございますが、発足

直前の３月議会で、私ですね、各種団体とか自治体と結ぶ災害協定をこちらから持ちかけ

て結ぶ。申出を頂いてから初めて検討するのではなくて、こちらから本町にマッチした協

定を結びに行くということを提起させていただきました。あれから約半年たつわけです

が、その後の取組についていかがでしょうか。体制も４月に発足したよりかは幾分か拡充

されたようにも思いますが、どうでしょうか。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 
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 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 危機管理課におきましては、正職員３名、再任用職員２名、会計年度任用職員１名の合

計６名が従事しております。今年度におきましては、危機管理課では災害発生時において

対応すべき人員が不足する業務の洗い出しを行い、必要な応援職員を受け入れる受援計画

の作成などに取り組んでおります。また、協定の締結について、今年度は新たな協定は締

結してない状況でございます。 

９番（前川 和也議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 災害協定についての提起させていただいた取組はまだまだこれからだということです

が、受援計画の策定というお話がありました。他の自治体からの応援職員さんの人的支援

の受入れ策を今現在練っておられるということです。専門部署、これも危機管理課という

専門部署を立ち上げたことの１つの効果であるのかなというふうに思っております。ぜひ

引き続き様々な災害協定を結んでいくということに取り組んでいただければなというふう

に思います。 

 そこで、次の質問ですが、今既に締結している災害協定、数十個ありますけども、その

ほとんどが物的な支援に関する協定となってます。もちろん食料とか水とか、先ほど三宅

さんの質問の中でもございましたけども、インフラ整備とかですね、そういうようなご支

援というのも非常にありがたいものでありますが、法的な部分の災害協定も必要であると

考えます。 

 具体に申し上げますと、役場や避難所などで法律相談。４年前、ちょうど今から４年前

ですね、この泉州でも大型台風に見舞われましたけども、悪質な修理業者からの被害相談

とか、窓ガラスや瓦が隣の家の敷地に飛んでしまって破損させて、隣人トラブルになって

しまったとか、もしくはローンや家賃が払えなくなってしまったなどなど、法的な部分で

困る方もたくさん出てくる可能性もあるわけで、それに備えて法的な問題を対処できる災

害協定、これは弁護士会とか司法書士会とかになるかと思うんですけども、こちらからそ

のような協定を締結すべく取り組んでいくというのはいかがでございましょうか。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 
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 大規模災害発生時には、災害応急対策など非常時優先業務を定め、物的資源、人的資源

を効果的に投入し、業務の継続を図ってまいりますが、本町のような小規模自治体では、

物的資源や人的資源にも限りがあることから、災害発生時には締結している災害時の各種

応援協定の活用が重要になると考えております。災害発生時には、被災者から生活支援に

関する情報を強く求められることが多いものの、行政としても全ての対応を行うにも専門

的な知識を有する職員も限られており、混乱も予想されます。 

 そういったことから、他県では県弁護士会と市町村が災害時の応援協定を締結し、被災

地に弁護士を派遣した法律相談会の開催や、災害時の生活における問答集を作成し、避難

所となる施設等に配布し、災害時の混乱の軽減につなげるような取組が行われているとこ

ろです。 

 現時点で、府下市町村と弁護士や司法書士との協定締結状況の把握はしておりません

が、まずは周辺市町村の状況を調査してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願

いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 ありがとうございます。前向きなご答弁だと受け取りました。ありがとうございます。 

 周辺の自治体ということでしたら、お隣であります和泉市が司法書士会と締結している

ということですので、ぜひご参考にされてみてはどうかというふうに思います。 

 そして、ご答弁でもありました行政としても全ての対応ができる専門的な知識を持つ職

員さんが限られているということでしたが、この協定を結ぶことで、平時、有事にかかわ

らず、職員さん自身も専門機関に頼ることができますので、災害時に役場としての業務を

遂行していくという点で、ぜひ法的な部分で災害協定を結ばれてはどうかなというふうに

思うわけであります。ぜひ検討していただければなというふうに思います。 

 それでは、次の質問項目に移ります。「グレーターミナミ活性化に向けた調査・提言」

という大阪商工会議所が取りまとめたものから、忠岡に関連する部分について質問させて

いただきます。 

 これは、大阪都心南部と泉州、そして南河内のエリアをグレーターミナミと定義し、一

体的な都市経済圏として活性化に取り組んでいこうというものであります。この提言を取

りまとめる会議所の中のチームの副座長さん、これは町長、先日、町長を含めて泉州の首

長さんたちに対して講義をしていただく機会があったかなと思いますが、この提言は産官

学で研究されたものであり、本町にとっても非常に興味深い内容であるなと感じてますけ

ども、この本町としてのまず受け止めはどうでしょうか。 

町長公室（明松 隆雄次長兼企画人権課長） 

 議長。 
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議長（和田 善臣議員） 

 明松次長。 

町長公室（明松 隆雄次長兼企画人権課長） 

 グレーターミナミの活性化につきましては、議員ご説明のとおり、大阪南部の広域的な

将来のまちづくりについて産学中心に連携し、２０１８年に大阪商工会議所や大学等によ

るグレーターミナミ連携会議というものが設立され、これがスタートだと認識していると

ころです。今回、少人数社会における泉州や和歌山も含めたまちづくりの提言ということ

で、このようなものができたと伺っております。 

 連携会議では、この８月に、大阪府や泉州自治体、市長、町長、本町の杉原町長もご参

加しておりますが、で構成する泉州地域都市制度勉強会において、泉州地域の持続可能な

まちづくりと題して、グレーターミナミ活性化の提言等について講師をお招きし、初の勉

強会を行ったところであります。 

 提言の中では、個別の市町のまちづくりについて子細に触れられてはおりませんが、泉

州地域におけるイノベーションの動きとして、大阪木材コンビナートの利活用について記

載されているところがあると認識しております。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 今、最後のほうでもありました木材コンビナートの利活用は、この提言書にも記載され

ており、本町にとっても重要な位置づけであると。すごいですよね、この事業規模からし

て。今後の町政の重要課題に挙がってくるものと考えますが、この件についても、昨年の

１２月の議会で質問をさせていただきました。あれからの取組についての進捗状況と、そ

して先週に大阪維新の会でセットさせていただきました府庁とそして忠岡町役場との政策

要望の交換会でも課題に挙がったかと思いますが、そのときの回答も踏まえて進捗状況を

よろしくお願いいたします。 

 もう１点、この提言書にも書かれてるんですけども、美食ＥＸＰＯということについて

も記載されております。この美食ＥＸＰＯ、２０２５年の大阪万博開催に向け、食材豊富

な泉州地域を美食のまちとして定着させるための取組というのが美食ＥＸＰＯであるんで

すけども、これは泉大津市にあります村川学園さんが非常に熱心に取り組んでおられま

す。その村川学園さんと本町とでは、事業連携での協定が締結されております。７月号の

広報ただおかでも一面に写真が掲載されていたかと思いますが、その美食ＥＸＰＯです

ね、本町がどう関わっていくのかなというふうに思いますので、その２点についてお答え

ください。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 
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産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 まずは、貯木場のお話からさせていただきたいと思います。令和３年３月より大阪府、

岸和田市、忠岡町、木材コンビナート協会による木材コンビナートの利活用検討会が発足

し、貯木場の利活用について検討を重ねている状況でございます。 

 令和４年度といたしましては、令和３年度に岸和田市が作成いたしました木材港地区貯

木場利活用ビジョンをさらに詳細に深掘りするため、本町も参画し、貯木場の埋め立てに

向けた機運の醸成に努めているところでございます。 

 大阪府としては、今年度予算において埋め立て事業を行った際の概算費用を算出する委

託料を計上していると伺っております。また、８月２９日に行われた令和５年度大阪府当

初予算に対する市町村要望においては、岸和田市と協調して埋め立てを視野に入れた調査

の着実な実施を進めていただくよう要望したところでございます。 

 貯木場の埋め立てに関しては、２０年以上にわたる長期的な事業でございますが、町域

が狭隘な本町にとって有効な事業と考えておりますので、岸和田市と足並みをそろえ、事

業実施に向けて取り組んでまいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願

いいたします。 

 続きまして、美食ＥＸＰＯについてでございますが、美食ＥＸＰＯ、泉州美食化宣言に

つきましては、令和３年４月、大阪観光局、村川学園、及び泉州地域の１１自治体で共同

宣言を行っております。泉州南大阪の一員として広域的な経済圏における連携事業に参画

することにより、本町にも効果が波及するものと考えております。村川学園とは単独で本

年５月に協定を締結いたしております。本町単独での連携事業はもちろんのこと、泉州地

域の多くの市町も協定を締結しておることから、それらの各市町との連携も視野に入れた

事業展開が想定されます。単独ではなし得なかった事業展開が泉州の市町で協力して実現

できるよう準備してまいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいた

します。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 まず、貯木場のほうですけども、これも答弁でおっしゃっていただきましたが、確かに

おっしゃるように狭隘な面積であります本町にとっては、この埋め立てに関しては非常に

希望のある話ですので、岸和田市と大阪府と、そして本町と木材コンビナートと連携して

進めていくべきものであると思います。出ては消え、出ては消えの話でしたので、利活用

ビジョンが策定されるくらいの、今までにない前進具合ですので、これを決して無駄にす

ることなく、引き続きよろしくお願いいたします。 

 そして、美食ＥＸＰＯのほうですけども、これもＫＩＸの食に特化したような事業なの

かなというふうに思います。スケールメリットですよね。単独ではできない、あるいは難
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しいということも、グループとしてならできるというのは、小規模自治体にとっては活路

になるというふうに思います。この美食ＥＸＰＯについても取り組んでいっていただきた

いなというふうに思ってますが、最後に、町長にお願いしたいんですけども、この２つの

取組について、あと貯木場について、先週、大阪府との政策要望のときの府からの回答も

併せてお願いできますかね。先ほどのご答弁は、ちょっと府の回答にまで触れてないよう

に思いましたので、お願いできますか。 

議長（和田 善臣議員） 

 町長。 

町長（杉原 健士町長） 

 大阪府は、今年度に埋め立て事業を行った際の概算費用を算出すると聞いております。

事業実施においては、事業採算性が大きい課題であり、大阪府内で予定されている建設発

生土を利用する方法を検討していただいているものと考えております。ほかに、事業との

関連が重要だと考え、それらの事業の進捗状況に乗り遅れることのないよう大阪府に要望

するとともに、大阪府は事業主体がいまだ未確定な状況下であることから、事業化に向け

て支障の出ないよう、できるだけ早期の段階で決定するよう、併せて要望していきたい

と、かように思っているところでございます。 

 そして、２つ目の問いでございますけれども、大阪観光局、村川学園、泉州地域の１１

団体で行った美食ＥＸＰＯ、泉州美食化宣言、及び村川学園との協定は有意義なものであ

ると認識しております。これらのいろいろな専門分野の方々の力を借りて、今後、本町の

施策を推進していく上で役立つような種まきをしていきたいと考え、協定していくもので

ございます。 

 ２０２５年には、大阪関西万博が開かれます。そのような状況下で、泉州地域全体とし

て事業を盛り立てていくことで、いろいろな分野でまいた種が花開き、経済波及効果が見

込めるよう事業展開を考えてまいりたいと思っております。また、いろいろ近隣の大学等

ともいろいろな点でキャッチボールできたらありがたいなと思ってますので、どうぞご理

解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 貯木場のほうは、どこかの大きな事業で出た土を持ってくることも考えの中の１つとい

うふうに思います。本当に一歩一歩ね、具体的にこれからなっていくと思うんで、ぜひそ

れを忠岡町としてもしっかりと参画していっていただきたいなと思いますし、美食ＥＸＰ

Ｏも、この万博、２０２５年ですので、もうすぐそこではありますけども、これから明る

い話題、大阪にとって明るい話題ですので、これも忠岡町としていい効果を持ってこれる

ように取り組んでいっていただきたいなというふうに思いまして、最後の質問項目に移り
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たいと思います。 

 人材確保ということで通告をさせていただきました。この人材とは、役場の職員さんの

話でして、土木職とか福祉職といった専門職について、本町だけでなく本町のような小さ

な規模の自治体にとって、その人材確保が難しいというのが全国的に言われております。 

 そこで、まず本町でのここ近年採用している専門職の職種、そしてその人数、現在、専

門職と言われる職員さんは何名いるのかと併せて、採用だけではなくて、採用は難しい、

採用だけではなくて、その後の定着というのはどうなのか、併せてお答えください。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 立花公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 本町におきまして、過去５年で採用した専門職は、土木職３名、建築職１名、保健師４

名、保育士１名、看護師１名でございます。また、現在の各専門職の職員数は、土木職３

名、管理職を含めますと４名。建築職２名、管理職を含めますと３名。保健師６名、保育

士２２名、看護師１名、幼稚園教諭６名となっております。専門職の確保は、規模の大小

を問わず、多数の地方公共団体共通の喫緊の課題で、大変解決の難しい課題であり、本町

においても大変苦慮しているところでございます。 

 本年４月の職員採用募集も応募期間が終了し、土木職、建築職、保健師、保育教諭の専

門職の応募は大変少ない状況でありました。本町で募集した専門職のうち、土木職、建築

職につきましては、特に新卒者はより大きな工事、建築に携わりたいという希望があり、

ゼネコンなどへの就職希望者が多いと聞き及んでおります。 

 また、公務員を目指していても、やはり地方公共団体の中でも、本町のように規模の小

さい自治体では大きな工事、建築が期待できないことから敬遠される方が多いのではない

かと考えております。 

 また、確保の難しさもさることながら、同様に定着の難しさも感じております。多数の

自治体で課題となっていることは、各専門職において公務員を希望する方の絶対数が不足

していると思われます。そういったことから圧倒的に売り手市場となっており、転職につ

いても各団体で引っ張りだことなっているのが現状でございます。 

９番（前川 和也議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 専門職の採用だけでなくて定着と、そして育成していくことも非常に難しいということ
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であります。そしてまた、自治体間でも取り合いになっているということでございまし

た。必要な人材が確保できないというのは将来的には住民サービスの低下を招くわけでし

て、何とかしていかないといけないというわけですけれども、次の質問にまいります。 

 通告で岸和田市と高石市との取組を例としてと通告をさせていただいておりますが、こ

れは本年の４月１日より、埋蔵文化財に係る事務を高石市と岸和田市で共同処理が４月１

日からなされています。こうすることで両市において後継職員が確保されて、知識、技術

を継承し、将来にわたる両市の行政水準の維持向上が可能となり、財政面の効果も得られ

るということですが、これは忠岡を飛び越えて、高石と岸和田ですから飛地的に連携を実

施するというものなんですけども、ここで本町のそこへの参画ということは検討されたん

でしょうか。 

議長（和田 善臣議員） 

 二重部長。 

教育部（二重 幸生部長） 

 議員ご指摘のとおり、本年４月から高石市と岸和田市においてそういった形で委託がさ

れておるということで伺っております。実際、高石市には埋蔵文化財が含まれるとされる

地域が１４か所あることから、先ほどご指摘のあったように専門職員の人件費などの費用

対効果を勘案した結果、岸和田市に委託したものであるというふうに思われます。 

 一方、本町における埋蔵文化財が含まれるとされる地域は１か所のみで、具体的には高

月南２丁目と３丁目の一部が高月寺跡として該当地域とされております。これまでも専門

職員は採用せずに現有の職員で対応してきたところでございます。現状においては他市に

委託するということについては検討しておりませんので、ご理解のほどよろしくお願いい

たします。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員。 

９番（前川 和也議員） 

 分かりました。忠岡の現状においては、別にそこに参画しなくてもやっていけるだろう

ということで一緒にならなかったということですけども、飛地ということもあって、この

ような取組は非常に面白いなと感じたので質問させていただきました。 

 文化財以外の分野、土木や保健以外の分野でも高度な専門性が求められる部署というの

は多くあるかと思います。この高石市と岸和田市を一例としましたが、埋蔵文化財の分野

以外でも何か適用できる部署はないか、調査研究していただきたいと思いますし、別の手

段ですね。それ以外の別の手段、例えば大阪府からの派遣でありますとか、例えば広域的

に複数の自治体で専門職の方を採用するといった取組も試験的に行われるかもしれないと

いうお話もありますので、様々な角度から検討していただきたいと思いますが、どうでし

ょうか。 
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議長（和田 善臣議員） 

 立花公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 ご指摘のような、高石市が岸和田市に文化財調査員を委託しているということも、いろ

いろ検討する中で答えとして導き出されたものだと思います。現在、本町において必要と

する専門職は一定常駐していただかないとできない業務を担う専門職ばかりでありますの

で、他団体との兼務というのは難しく感じますが、ご質問にもありました大阪府からの派

遣等も検討しながら近隣他団体のケースを参考にして、よいものがあれば取り入れてまい

りたいと考えております。また、本町の取組とのことですが、採用において様々な手法を

検討しているところであります。 

 現在の状況ですが、それぞれの専門職の募集の際の大学などへの情報提供や公務員募集

専門情報サイトへの登録、また採用ばかりではなく現有戦力をより効率的に運営できるよ

うな体制づくりも検討しているところでございます。 

 具体的には専門職を課ではなく部単位で活用できないかなど抜本的な見直しも含めて検

討を行っております。いずれにしましても専門職は必要な人材であるのは間違いございま

せんので、今後も他団体の事例なども研究しながら人材確保に努めてまいりたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 前川議員、もう３回過ぎていますので、この辺で。 

９番（前川 和也議員） 

 危機感を持って様々な取組をされているということです。採用の仕方に力を入れるだけ

じゃなくて、現有戦力、今ある職員さんですね。現有戦力を大事にしていく。いかに有効

活用していくかと検討されているとのことですので、引き続きその方向で取り組んでいた

だきたいなと思っています。 

 今回は専門職のことを取り上げましたが、専門職でなくとも本町全体的に職員さんを確

保していくこと、そしてまた退職される方にいかに思いとどまっていただくか、そして能

動的に活動できる職員さんをどう育成していくかと、常に本当に人事のほうで汗をかいて

いただいてるということに敬意を表しまして、今回の一般質問を終了とさせていただきま

す。ありがとうございました。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、前川和也議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、小島みゆき議員の発言を許します。 

 小島議員。 
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４番（小島みゆき議員） 

 ４番、公明党の小島みゆきです。議長のお許しを頂きましたので一般質問させていただ

きます。 

 新型コロナウイルスの感染から２年半になりますが、いまだ収まることもなく、現在第

７波になり、新規感染者数が昨日も全国で１３万名弱、大阪でも９，６０１名、そして忠

岡町でも２３名、忠岡町の方は合計で３，７４９名の方が感染されています。お亡くなり

になられた方へお悔やみを申し上げますとともに、感染されました方へお見舞いを申し上

げます。 

 政府が６日に発表した新型コロナウイルスに感染した療養期間の短縮では、社会経済活

動と感染防止の両立を図るための措置との認識を発表しました。また、無症状の人の食料

品などの買い出しについても制限を緩和する方向で行くようです。 

 コロナワクチンについて質問をさせていただきます。忠岡町の新型コロナウイルスへの

現在の感染状況、忠岡町としてコロナ陽性者への対応、コロナワクチン接種の世代別の接

種状況を教えていただけますでしょうか。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 １つ目についてでございますが、新規感染者数は９月７日現在、大阪府からの報告によ

りますと累計で３，７４９人となっており、７月中旬以降４０人を超えた日が２１日間ご

ざいました。第７波以降かなり増加している状況ではございますが、８月下旬より減少し

ている状況となっております。 

 ２つ目についてでございますが、新型コロナウイルス感染症を含めた新型インフルエン

ザ等対策を推進するためには、国、都道府県、市町村が相互に連携しながらそれぞれの役

割を果たしていくことが重要であります。 

 新型インフルエンザ等対策ガイドラインにおいて、まん延防止対策を行う上で都道府県

の役割は感染症法に基づく患者への対応や濃厚接触者への対応を行うとあり、陽性者等へ

の対応は大阪府の役割となっております。忠岡町では現在、地域福祉課において自宅療養

者の濃厚接触者のうち、支援者がなく特に援助が必要な方に対し、要望があれば食料、日

用品の支援について行っております。 

 ３つ目についてでございますが、小児、５歳から１１歳につきましては令和４年９月２

日現在、初回、１回目、２回目接種のみとなっており、接種率は１回目、２回目ともに

８％台となっています。１２歳以上につきましては３回目接種の状況でございます。１２

歳以上の１０代では２６．８％、２０代では３９．１％、３０代では４３．７％、４０代
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では５６．０％、５０代では７１．１％、６０代では８５．９％、７０代では９０．

６％、８０代では８９．８％、９０代以上では８９．３％となっております。 

議長（和田 善臣議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 ありがとうございます。感染者数は一時期は本当に毎日びっくりするほどでしたが、日

によって感染状況の変化はありますが、減ってはきているようです。また、ワクチン接種

を受ける方も、高齢者はしっかりと接種されているようですが、年代によって差がありま

すが、どのように取り組まれていかれますでしょうか。また、住民の方が熱が出たときは

どのように対処したらいいのかも確認のため教えてください。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 新型コロナウイルス感染症に係るワクチンについては、現在、我が国を含め世界各国で

開発、製造が進められており、国民への円滑な接種を実施するため国の指導的役割、都道

府県の広域的役割、市町村の住民に身近な視点から必要な体制の確保に取り組んでいると

ころです。 

 今後においても有効で安全なワクチンが開発、製造され、必要なワクチンを確保できた

際には新型コロナウイルス感染症のまん延防止のため、国、都道府県及び市町村が協力し

合って全国的に円滑な接種を実施していくことができるよう、その役割分担及び事務につ

いて総合的に示されるものと思われますので、接種体制の整備、確保について努めてまい

りたいと考えております。 

 まず、そこで発熱があった場合ですけれども、まずは発熱、咳、倦怠感などの症状が少

しでもある場合は、出勤や登校、外出などは控えていただきたいと思います。基本的には

大阪府のホームページで公表されておりますが、発熱等の症状で診療先をお探しの場合は

大阪府のホームページで診療、検査、医療機関が公表されております。かかりつけ医がい

ない、夜間、休日で診療できる病院が分からない場合は、発熱者ＳＯＳ、新型コロナ受診

相談センターに電話にてご相談ください。 

 受診検査後、陽性と判明された場合は保健所よりファーストタッチがあります。重症化

リスクの少ない７５歳未満の方はＳＭＳ、ショートメールサービスにより必要な情報の案

内があり、宿泊療養もしくは自宅療養となります。自宅療養で必要な情報や支援内容につ

いては、自宅療養者支援サイトで食料サービスやパルスオキシメーターの貸出しなどが受

けられます。ファーストタッチで７５歳以上の方、４０歳以上７５歳未満のうち重症化リ
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スク因子を複数持つ方、妊娠している方は保健所から電話連絡があり、入院や宿泊療養な

ど療養方法を決定することになります。 

 療養解除につきましては、昨日、９月７日付の厚生労働省の事務連絡によりますと、有

症状または無症状患者の療養期間について、有症状者は発症日から７日間経過し、かつ症

状軽快後２４時間経過した場合には８日目から解除を可能とする。ただし、１０日間が経

過するまでは感染リスクが残存することから、検温など自身による健康状態の確認や高齢

者等のハイリスク者との接触、ハイリスク施設への不要不急の訪問、感染リスクの高い場

所への利用や会食等を避けること、マスクを着用すること等、自主的な感染予防行動の徹

底をお願いすることとなっております。現に入院している方は従来と変更はございませ

ん。 

 あと、無症状者の方につきましては、検体採取日から７日間を経過した場合には８日目

に療養解除を可能とする、これは以前と変わっておりません。 

 なお、療養期間中の外出自粛について、有症状の場合は症状軽快から２４時間経過後、

または無症状の場合は外出時や人と接する際は短時間とし、移動時は公共交通機関を使わ

ないこと、外出時や人と接する際に必ずマスクを着用するなど自主的な感染予防行動を徹

底することを前提に食料品等の買い出しなど必要最小限の外出を行うことは差し支えない

とされております。この件につきましては９月７日より適用となり、同日時点で患者であ

る者にも適用いたすということでございます。 

 次に、２０歳から４９歳までの軽症者で、重症化リスクに該当する基礎疾患がない、妊

娠していない若年軽症者は、自宅購入や無償配布で入手した検査キットで自己検査を実施

し、陽性であれば府の自宅療養者支援サイトからオンライン診療可能な事業者を選択し、

オンライン診療後確定診断となります。若年軽症者への検査キットの無償配布は町内で３

か所の薬局で配布しておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 詳しく教えていただき、ありがとうございます。世代別の分もしっかりと取組をお願い

したいと思います。個人差はありますが、ワクチンを接種したいが、熱が出たり副反応な

ど接種後のことを考えて、なかなか打てないと言われるお声もお聞きします。私も１回目

は微熱程度でしたが、２回目は３８度の熱が２日間出て、３回目は３８度３分の熱が３日

間続きました。コロナにかかるのも怖いですが、４回目を打つのも怖いと思いますが、ワ

クチン接種を受けているほうがコロナに感染しても病状が軽く済むし後遺症も出にくいと

言われる医師も多くおられますので、私自身はワクチン接種は受けようとは思っていま

す。 

 昨年まで子どもはコロナへの感染や重症化する事例が少ないこともあり、ワクチン接種
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の優先順位は低かったですが、オミクロン株以降、子どもの感染が多くなっています。ウ

イルスの変異に加えワクチン接種率が低い子どもの年齢層は免疫を持っていない人が多

く、かかりやすく、また広がりやすい環境になっています。子どもの場合、軽症者が多い

が、熱が出やすく熱性けいれんの発生が多くなっています。まれではありますが、急性脳

症などを発症する事例もあります。ワクチン接種により感染や重症化だけでなく、それに

伴うリスクも低減されます。 

 日本小児科学会は子どもの感染者の増加やワクチンの有効性が確認されたことを踏ま

え、新型コロナウイルスワクチン接種の５歳から１７歳について、従来の「異議がある」

との見解を「推奨する」に強めました。また、重症化予防などのメリットが副反応などの

デメリットを大きく上回るとの判断を示し、ワクチン接種を推奨するとしたことも理解で

きます。 

 また、厚生労働省でも、有効性を確認できたことを理由に挙げ、５歳から１１歳の小児

についても、強制ではないが、努力義務になりました。あくまでも本人と保護者が納得し

た上で判断するものですが、できれば接種を受けていただきたいと言われている小児科医

の声は多くあるようです。努力義務になり、忠岡町として小児へのコロナワクチン接種の

今後の対応はどうされていかれますでしょうか。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 泉元部長。 

健康福祉部（泉元 喜則部長） 

 現在、国内における小児、５歳から１１歳の新規コロナウイルス感染症は、中等症や重

症例の割合は少ないものの、オミクロン株の流行に伴い新規感染者が増加する中、重症に

至る症例数が増加傾向にあること、感染者全体に占める小児の割合が増えていることが報

告されています。 

 また、基礎疾患がある小児では新型コロナウイルスに感染することで重症化するリスク

は高くなると言われております。今後、様々な変異株が流行することも想定されること、

現時点において特に重症化リスクの高い基礎疾患を有する５歳から１１歳の小児に対する

接種の機会を提供することが望ましいと考えることから、厚生労働省の審議会で議論され

た結果、予防接種法に基づく接種に位置づけ、小児を対象にワクチン接種を進めることと

されました。 

 忠岡町におきましては、国の方針に基づき、現在小児科であります中川クリニックとや

ぎ医院において、接種希望者に対し実施しております。 

 今後の小児のワクチン接種につきましては、９月２０日開催の厚生科学審議会予防接種

ワクチン分科会において、オミクロン株の流行下での新たな知見を踏まえ努力義務を適用
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することが適当との見解が示されました。また追加接種、３回目については有効性及び安

全性に関する知見等を踏まえ、２回目接種から少なくとも５か月経過した後に行うことが

できることとされたところであります。 

 本町といたしましては、国の方針に基づき、町内医療機関の協力を頂き対応してまいり

たいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 先ほどもお聞きしたように本当に小児の接種率が低いということもありますので、ぜひ

よろしくお願いします。政府もですが、忠岡町としても保護者には丁寧な情報の周知に一

層努めていく努力が必要であると思います。よろしくお願いいたします。 

 次の質問、不登校について質問させていただきます。 

 文部科学省の調査では不登校の児童・生徒数は３０年にわたり増加傾向で約２０万人に

なり、特に直近５年間で急増していて、小学校で約１００人に１人、中学校で約２５人に

１人が不登校になっています。また、小学６年から中学１年の間で不登校数が１．８倍に

なっています。小学校の１００人に１人だとあまり多くないという印象を受けますが、中

学校の２５人に１人が不登校だと、１クラスに１人不登校の生徒がいる計算になってしま

います。 

 不登校の要因は一人一人違いがあり、いろいろあると思います。コロナ禍で緊急事態宣

言や休校や行事の中止など、子どもたちには大変負担がかかっていると思います。緊急事

態宣言の後ぐらいから不登校になったパターンもあるとお聞きしています。いろいろなこ

とで気持ちが途切れてしまったり無理に学校に行かなくても、コロナ禍なので、絶対に行

きなさいと言われることもなく、行かないことに慣れてしまい、家にいるのが楽になって

しまうということもあると思います。最近はコロナ前の生活に戻りつつではありますが、

まだまだ以前の生活には戻っているとは言えないと思います。コロナ禍ということでの影

響はありますでしょうか。 

 また、不登校児童・生徒への対応はどのように取り組んでおられますでしょうか。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議員お示しのコロナ禍による児童・生徒の登校に係る影響につきましては、過去の感染

拡大期において新型コロナウイルス感染症への不安等で出席を控える児童・生徒がいた状

況でございます。従前より本町教育委員会におきましては様々な不安等により、学期始め
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は児童・生徒が不登校状況に陥りやすいため、児童・生徒の出欠状況の把握に努めており

ます。その結果、今般の第７波においては、現在のところ新型コロナウイルス感染症への

不安等で出席を控える児童・生徒は３校ともいない状況でございます。なお、感染が不安

で登校を控えられた際や不登校児童・生徒には、本人及び保護者と連絡を丁寧に図り、学

習プリントの配布等の対応を個別にいたしております。 

 ２点目の不登校児童・生徒についての対応でございますが、各学校では児童・生徒及び

保護者の思いに寄り添いながら、家庭訪問や電話連絡を密に行うなど、学級担任を中心と

した組織全体で取り組んでおります。また、専門的な見地から、不登校の要因や背景を的

確に把握するため、町単費と府費負担のスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワ

ーカーを活用しております。 

 また、令和３年度には忠岡町適応指導教室ソレイユを開設し、町会計年度任用職員とし

て室長を配置いたしました。１人配置の場合、体調不良等で休まなければならない場合、

教室を臨時休業しなければならないため、今年度より指導員を配置し、２名で対応に当た

っております。ソレイユでは個別の学習支援や栽培などの体験活動を実施するとともに家

庭訪問なども行っております。また、定期的に学校の教員が訪問する等、学校との連携も

密に図っております。引き続き学校、保護者、ソレイユ、関係機関等と連携を図りなが

ら、学校に行きたくても行けない子どもたちを支援してまいりますので、ご理解のほどど

うぞよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 ありがとうございます。今回のコロナ禍では不登校児童がいないということで、本当に

先生たちが頑張っていただいている中でかなというふうに思います。不登校児童とか生徒

は、現在では何名いらっしゃって、そのコロナ前後での変化はあるんでしょうか。また、

不登校になると勉強への心配があったり親御さんの不安もあると思います。今、タブレッ

トを使って勉強されているということもあるので、オンライン学習とかで補助とかもされ

ているんでしょうか。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 まず、不登校の人数につきましてでございますが、昨年度、令和３年度につきましては

小学校８名、中学校１９名でございました。令和４年度１学期末現在につきましては、年

間３０日以上が不登校という形になりますので、１０日以上のものにつきましては小学校
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１名、中学校が１１名でございます。不登校の児童・生徒数につきましては、前年度に比

べますと小学校は減少傾向、中学校につきましては令和２年度と比べて令和３年度は増加

傾向に当たっております。 

 また、すみません、オンライン、１人１台タブレットにつきましては、学校の備品とし

て、現在、様々な授業の中で積極的に活用しているところでございます。１人１台タブレ

ットの持ち帰りにつきましては、あくまでも長期休業等を想定しておりますので、議員お

示しの不登校生徒への貸出しにつきましては、現状は考えておりません。ご理解のほどよ

ろしくお願いいたします。 

４番（小島みゆき議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 ありがとうございます。 

 先ほども適応指導教室ソレイユの話がありましたけれども、今、ソレイユのほうには何

名ほど通われていて、またその通われた中で、そちらに通えるようになったまでに期間が

どれぐらいかかっているのかと、また、ソレイユに通われたところから、また学校に戻れ

た方とかはいらっしゃるんでしょうか。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 石本理事。 

教育部（石本 秀樹理事兼学校教育課長） 

 本町適応指導教室ソレイユにつきましては、今年度につきましては３名、中学生が入室

しております。昨年度の場合、中学生が４名、小学生が１名通所しておりましたが、例え

ば、お子さんによっては放課後に学校の先生に学校に会いに行ったりとか学校行事等に参

加できた場合もあるというふうに聞いております。ただ、やはり様々な要因がございます

ので、そこは丁寧に学校、ソレイユ連携の上、対応のほうをしてまいりたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 ありがとうございます。先生方が児童・生徒のことをよく分かっていらっしゃるとは思

います。忠岡町総合計画の中にも、近年はいじめや児童虐待、相談対応件数の増加など問

題、障がいや不登校、外国人であることなど、特別な配慮を要する児童・生徒の増加とい
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った点を勘案した、誰１人置き去りにしない教育の実現が求められていますと言われてお

ります。しっかりと寄り添っていただきたいと思います。 

 以上で一般質問を終わります。ありがとうございました。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、小島みゆき議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に勝元由佳子議員の発言を許します。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 勝元議員。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 改革忠岡の勝元です。早速、通告書に従い一般質問させていただきます。 

 本町の人事行政の問題についての質問です。 

 まずこの質問に先立って、通告書にも記載のあるとおり、本質問は本町の人事行政、職

員対応の問題、あり方について問うものでありまして、この質問の対象になっている当該

職員の方個人に関して何ら問うものではないということをあらかじめ申し上げておきま

す。また、当該職員の方におかれましては、この質問の間、居心地の悪い思いをさせてし

まいますけれども、申し訳ありませんが、どうぞご辛抱願いたいと思います。 

 では、質問に入らせていただきます。 

 本町は今年度４月１日付にて、近隣市の職員であった地元町民を部長級の一般職の公務

員として採用、登用しました。この件について、しばらくしてから地元の住民さんから私

宛てに１通の投書が届きました。 

 その中には今回採用された当該職員の方が、本町に住む町民であること、また杉原町長

とは個人的に非常に親しい関係にあることなどが書かれておりました。その上でこの方、

なぜこの職員の方が忠岡町の幹部職員になってきたのかとか、杉原町長のお友達人事なの

ではないですかと。また、今回のこの職員採用について、違法ではないと思うけれども、

杉原町長の町政の私物化ではないのでしょうかといった内容のことが書かれておりまし

た。 

 私もこの投書を見て初めてこの職員の方が町民であることとか、町長と親しい間柄であ

ることなど、初めて知ったわけなんです。この投書を受けまして人事部局、それからこの

職員の方ご本人、また府の人事部局等々関係各所ですね、確認、問い合わせしまして、ま

た加えて、この件について開示請求も行いまして、いろいろ調べましたけれども、この職

員採用について地方公務員法上の趣旨、原則から見た妥当性を客観的に示す記録、情報が



67 

 

全く得られませんでした。 

 まず、公務員の採用についてですけれども、これは地方公務員法上に定められているの

はご存じのとおりです。本町の井上副町長も大阪府から来られていますけれども、そうい

った特別職、副町長等の特別職の方とは異なって一般職、通常の公務員採用については地

公法上、１つ、優秀な人材を広く募集する能力主義・成績主義、それから２つ目、首長等

の任命権者等が個人的な感情や関係性から人を選ぼうとする情実人事を排除し、人事の公

平・公正を確保すること、この２つが大原則とされています。 

 特に一般職の公務員の採用の場合、広く公平に募集する公募かつ競争型の試験、あるい

は面接等の選考というのが大原則であるにもかかわらず、当該職員の採用では面接等を含

めて一切なされておらず、最初から特定の人物を、決め打ちで、一本釣り的に採用してい

ました。この採用について本町は地公法の第２１条の２第３項のいわゆる割愛採用という

のを採用の根拠としていました。 

 この地公法２１条の２第３項というのを簡単に説明しますと、国や他の自治体の公務員

だった人を別の自治体、今回は忠岡町ですけども、別の自治体が職員として採用する場

合、改めて選考しなくてもいいよという選考を免除できる規定なんですね。ただし、何で

もかんでも好き勝手に試験や選考を免除できるわけではありません。 

 ですので、まず採用理由等について質問を３つ、一括でお聞きします。 

 まず１つ目、法的な部分でお聞きします。この地公法の第２１条の２第３項の選考免除

できる場合について、法律で次の２つの条件を課しています。１つ目、採用候補者名簿が

ないこと、２、人事行政の運営上必要であると認める場合に限って、この２つの条件が満

たされて初めて選考免除できると規定されているんですけれども、今回の職員採用におい

て、法が定めるこの２つの条件、どのようにクリアしていたのでしょうか。特に人事行政

の運営上必要であると認める場合、これに本町のどのような理由、事情が該当していたの

でしょうか、具体的に明らかに説明していただきたい。 

 次に２つ目、通常、公務員を採用する場合は、特に今回のように競争型の試験等も何も

行わずに、よその自治体から特定の職員を引き抜くという場合は、それ相応に自治体側、

本町があらかじめ、こういう業務、仕事があって、その業務、分野に精通したこういう職

員が欲しいと、何らかの募集の条件、存在したはずだと思います。ですので、その職員採

用に当たってどのような人材募集の条件をしていたのか、どんな人材を求めていたのか、

その条件を示していただきたい。 

 次、３つ目、広く公平・公正に優秀な人材を募るという一般職の公務員の採用の大原則

を破ってまで、本町は公募による募集も試験も選考も何もなしで、特定の人物を一本釣り

的に採用しました。ですので、２点ちょっとお聞きしたいんですけども、なぜ公募をしな

かったのか。公募に適さなかった理由、説明していただきたい。 

 あと、しかもこの採用の一番のポイント、これだと思うんですけどね。この人でないと
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駄目なんだと、ほかの人じゃ駄目なんですという余人をもって代え難し、この部分です

ね。どういう理由でこの余人をもって代え難かったのかというところを具体的にご説明い

ただけますでしょうか。 

 ちょっと駆け足で申し訳ないですけど、３点お願いします。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 立花公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 １点目ですね、地公法第２１条の２第３項においての部分で回答させていただきます。

この部分につきましては、このたびの採用につきましては、本町の課題解決を図るための

能力を兼ね備えた人物を求めておりました。その人物像は、業務遂行能力、決断力、折衝

力を持ち合わせたリーダーシップが取れる者と考えていたところでございます。 

 ２番につきましても同じ回答になるかと思います。業務遂行能力、決断力、折衝力を持

ち合わせたリーダーシップが取れる者というところでございます。 

 ３点目のご質問でございますけれども、なぜ公募しなかったのかというところでござい

ますけども、大阪府に依頼するという選択肢もございましたが、課題解決を図る上で能力

を備えた方というところを求めておりましたので、可能な限り採用のミスマッチを避けた

いという思いがありまして、こういった採用をしたところでございます。 

議長（和田 善臣議員） 

 勝元議員。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 今、業務遂行能力とかリーダーシップ等々ですね、人材募集の条件、おっしゃっていた

だいたんですけれども、それであればその条件で募集したらいいんではないかって思いま

すわね。ですので、なぜ公募にふさわしくなかったのかというところをお聞きしたんです

けれども、今回のこの採用について、私も府の人事に再三ちょっと、人事に疎いものです

から確認というか、いろいろ教えていただいてたんですね。それで、この本町の採用につ

いて、やっぱり余人をもって代え難しと、この部分をやっぱり自治体側に説明責任がある

と。この人選理由の部分を客観的に証明できないと公務員の採用、そちらの自治体の採用

が公平・公正であったと住民に説明つきませんよねと。つまり、自治体が口で言ってるだ

けでは駄目ですよと、客観的に立証する必要がありますよということをおっしゃってまし

た。 

 それで、今のところ、私も開示請求等をしましたけど、そういった客観的に知らせるも

のが何もなかったんですね。ということで、今回のこの採用というのは、やっぱり首長の

親しい方を、突然といいますか、あらかじめ職員の採用ですね、人材募集をしていなかっ
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たというのを担当部局のほうにも確認しています。なので採用もしてないのに、突然本町

の職員に採用されたということで、やっぱりこれは極めて縁故的で、地方公務員法がまさ

に排除しようとしている任命権者、つまり町長による情実人事ではないのでしょうかと思

うわけです。 

 そういう意味で、特にこの採用人事についての説明責任が本町には課されているわけで

すけれども、しかし、本町はこの採用について説明をしていませんし、むしろ当該職員に

ついての情報を個人情報ということで非公開にしています。ですので、私もこの近隣市と

いう書きぶりをして伏せているんですけれども。 

 次に、また質問を３つ一括でお聞きしますけれども、通常の競争型の採用試験等を受け

て、一から入り直した方というのであれば、前の職歴等は個人情報で非公開というのも理

解できます。これは私も府の職員の方も同じ考えなんですね。ただし、今回のように法の

趣旨にそぐわない特殊な形で一般職の幹部職員を採用している場合、むしろ本町の人事行

政の正当性を判断するためにも、むしろ通常、副町長等特別職の職員採用、あるいは人事

案件等ですね、具体的にどういう方なのか、どこの自治体から来たとかそういった情報を

きちんと公表して明らかにしていますよね。それと同じように住民に広く公表して、この

特殊な採用人事について住民や社会の理解、納得を得るべく説明責任を果たす必要がある

んではないでしょうかというのが、１つ質問です。 

 次、２つ目の質問。この職員を引き抜かれた、この近隣市のほうにも私、確認をいたし

ました。事情をお聞きしましたところ、まずこの職員の方、一身上の都合ということで自

己都合で退職されたと。この市では、中途退職者には全員理由を聞いているので、退職理

由を聞いたところ、「忠岡町に行く」ということであったので、うちの市としてはそれで

初めて知りましたということなんです。 

 通常、自治体がよその自治体なり公務員の方を引き抜いて採用する場合、井上副町長も

そうやと思いますけれども、最初に組織同士でやり取りしますよね。「おたくの職員さ

ん、欲しいんですけど」ということをきちんと組織として申入れして、協議、調整した上

で職員の方をもらうというのが本来の筋やと思うんですけども、今回、本町というのはそ

の引き抜く近隣市さんには内緒でというか、勝手に特定のよその職員さん個人にお声をか

けて話をつけて引き抜きをしたと。なので、引き抜かれた近隣市さんから見たら、大事な

ベテラン幹部職員ね、忠岡町に奪われた形になってるんですね。そういった本町の引き抜

き方というところですね、公務員の採用方法として、法的な面だけでなくて、仁義といい

ますか道義的にも反してるんじゃないかと思いました。 

 その点について、この近隣市さんにも聞いてみました。「忠岡町がそちらの市から今

回、職員の方を引き抜いて採用しましたけども、市長さん初め市のほうは、どうぞ、どう

ぞって思ってるんですか」と聞きましたら、「いやいや、そんなふうに思ってませんよ」

と、はっきりおっしゃってました。 
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 市としては、「市長さんもそうだけれども、やめる職員、引き留められませんよね。言

っても仕方ないから言ってないんです」と。加えて、「人材育成には長い年月がかかる。

優秀な人材、ベテラン職員を引き抜かれるのは正直、うちの市としても痛い」ということ

もおっしゃってました。これは忠岡町も同じだと思います。 

 ですので、２個目の質問ですけども、今回の本町の職員の引き抜き方というところです

けども、職員を奪われた形になった近隣市さん側というのは、聞いてる限り明らかに気分

を害してるというふうに見受けられました。本町がそういった道義に反するやり方をした

ことで、今後、本町とこの近隣市さんとの関係にひびが入ったりしないのか。そこが非常

に懸念されるところです。 

 午前中、松井議員の一般質問の中でも、「ごみ処理事業の広域化の部分で本町が不義理

なことをしてると近隣市も怒ってくる。忠岡町、まともに相手にしてもらえなくなるよ」

とおっしゃってましたけども、それを聞いてまして私も、本町、ごみ分野だけでなくて人

事分野でも同じように不義理なことをやってるんやとなると、ますます今後の本町とこの

近隣市さんとの関係性、悪化するんじゃないかと懸念するわけですけども、この点につい

ていかがお考えでしょうか。これは町長でも担当部長の方でも、どちらでも結構です。お

答えください。 

 次に３つ目。これは杉原町長にお聞きします。住民さんから投書が届いたことからも、

既に本町の職員採用について住民の疑念を招いていることは明らかです。また、引き抜か

れたこの近隣市さんの人事部局も、今回のこの本町の職員の採用方法について、こうおっ

しゃってました。「やっぱり一般職の公務員の採用については、地公法上、広く優秀な人

材を募集するという大原則があるわけですから、公募による競争型の試験などをして採用

するのが基本原則なんですけど、忠岡町さんはそういう方針じゃないんですね」っておっ

しゃって、ちょっと苦笑いというか、されてました。これはどういう意味でしょうか。 

 これは私ですね、忠岡町さんは法の趣旨に反して縁故的な公務員採用をしてはるんです

ねと笑ってるんじゃないかと、そういう意味で私、受け取りました。こんなふうに本町の

職員採用のあり方というのは極めて縁故的であって、本来の公務員採用としてふさわしく

ないんじゃないかと、そういった疑念、不信感を地元住民、地域の住民の方はもとより他

の自治体職員にまで与えているわけです。 

 ですので、町長にお聞きしたいんですけども、こういった個人的に親しい方、他市の職

員の方ですけども、正当な採用理由も見当たらない中、公務員の採用の大原則に反した形

で一本釣り的に採用したことに対して、住民の方から町政の私物化と指摘されていること

についてどのようにお考えでしょうか。 

 また、本町の公務員採用のあり方、人事行政について、住民のみならず町外の自治体職

員にまで縁故的であるとの疑念や不信感を既に招いていることについて、どのようにお考

えでしょうか。そして今後、そうした疑念や不信感をどのように払拭し、住民や社会の理
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解を得ていくおつもりなのでしょうか。 

 以上３点、お願いできますでしょうか。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 私のほうから１点目と２点目についてご答弁をさせていただきます。 

 １点目のほうですけども、経歴をなぜ非公開にしたかというところでございますけど

も、これにつきましては情報公開条例の第７条に「公開してはならない情報」としており

まして、特定の個人が識別され、またはされるものというところに、職業、職歴が掲載さ

れておりますので、この部分で非公開となっているところでございます。 

 ２点目の質問でございますけれども、他団体との関係悪化になるのではないかというと

ころでございますけども、その後、人事当局のほうではいろんな会議、また情報交換の場

で顔を合わせる場合がありますけども、関係が悪化しているということはございませんの

で、よろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 町長。 

町長（杉原 健士町長） 

 先ほど公室長からのご答弁がありましたように、私自身、そういうことはさらさらござ

いませんし、規定どおり、ルールどおりでしっかりと採用したということでございます。 

 以上です。 

議長（和田 善臣議員） 

 勝元議員。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 ちょっとあまり町長には答えていただけなかったんですけども、さきの公室長さんのご

答弁のところで、まず非公開にしてる部分ですけども、そこは今、町側が、町側の解釈で

すよね。ですけども、個人情報とはいえ、こういう特殊な人事案件等で説明責任を課され

てる、しかもその個人というのが職員採用という部分であれば、第三者情報の照会という

のもあるでしょうし、ご本人が「開示していいよ」と言えば開示もできるんじゃないかと

思うわけです。 

 この非公開の情報について、私、開示請求してますので、一応審査請求させてもらっ

て、ちゃんと専門家の審査会の答申、諮ってみたいと思ってます。審査会がこれ、やっぱ

り人事情報やから公開すべきやと判断するのか、町の判断どおり、条例どおり非公開でい

いと判断するのか、そこはきちんとちょっと、しかるべきところに諮ってみたいと思って
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ます。 

 次ですけども、結局、この採用なんですけども、町側は町長を含めてそうおっしゃいま

すけれども、府の人事部局、それから私も個人的に昔からの知人で、実際府から府内市町

村に相応の役職で行かれた経験のある事務方の方々、複数知ってますので、その方々にも

ちょっと聞いてみたんですけどね。やっぱり他の自治体の公務員の方々、みんなそろって

首かしげる採用人事なわけですよ。問題ないと言ってるのは忠岡町だけという状態です。 

 ですので、やっぱり府の人事部局が言うとおり、この採用については客観的に立証する

のが大事だと。今のところ忠岡町はそういった住民、社会、あるいは他の自治体職員から

見て理解、納得してもらえるような客観的立証ができていないように思います。 

 もし町長以下本町が、本当にそういう縁故的な採用をしてないと、公平公正な職員採

用、人事行政してますというのであれば、むしろ今回の職員採用についてやっぱり町内外

にきちんと説明責任を果たすべきではないでしょうか。やっぱりこのままですと、少なく

とも近隣の自治体の職員さんを含めて「忠岡町がね」って、もう実際思われてるわけです

から、我々住民もやっぱり恥ずかしいというところで、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 ということで、次の質問に移らせていただきます。入札指名業者の選定等に係る問題に

ついてです。この質問について、時間の都合によって１つ目と２つ目の入札の問題と議事

録の問題、一括でまとめて質問させていただきます。 

 本町ではこれまで指名競争入札を実施する際の指名業者選定委員会の議事録を非公開と

していましたけれども、以前、この業者選定委員会の議事録について情報公開をして、そ

の議事録が非公開であったことに対して審査請求した結果、令和２年１０月から公開とな

っています。改めて、ここ数年のその選定委員会の議事録、先般開示請求して見ましたと

ころ、やっぱり問題があるなと思いましたんで一般質問させていただきます。 

 まず、大津川河川公園管理委託業務の入札についてですけれども、この今年度、令和４

年度契約に係る発注について見ましたところ、設計金額的に指名業者６社以上でないとい

けないところを、６社に満たない町内業者５社ということを選定委員会で決定して、入札

を実施して契約締結を行っていました。 

 これですね、理由について担当部局、それから総務課に確認しましたところ、当初、８

社を指名しようとしていた。前年度も８社で指名してましたので、そのまま８社でしよう

としたけれども、災害時等の緊急対応の面から２社落として６社になった。この６社を業

者選定委員会にかけたけれども、さらに委員会の中で業者の問題が出てきて１社落とし

て、最終的に５社になったと。 

 なぜこの５社でいいと判断したかという部分について総務課のほうで、町の業者指名基

準の第８条のところにただし書きがあって、「契約の性質、目的またはその他の事情によ

りこれにより難い場合はこの限りでない」というただし書きがあるので、本来の規定数６
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社以上を満たしてなくても、５社でもオーケーなんですと、そういう説明やったんです

ね。例外規定があるから、それを使って規定に沿わないことをやってもいいんだとなった

ら、何でもありになってしまいますねということなんです。 

 この大津川の河川公園の管理委託業務の発注について、２つ、まず質問です。仕様書等

を確認しましたけれども、災害時等の緊急対応に関係する部分というのは過去からずっと

何ら変わってません。仕様書、変わってません。なのに何で今年度に限っていきなり緊急

時の対応がどうのと言い出して、指名業者を削ったのか、全く理解できませんので、その

部分、ご説明いただきたい。 

 あと、町内業者の縛りですけれども、仮に業者を削った理由に正当性があったとして

も、やはり規定上６社以上で入札することとなってるんですから、町内業者にこだわら

ず、ちゃんと入札登録業者の中から受注希望の業者を選んで６社以上として、より望まし

い、本来あるべき姿で入札すべきだったんじゃないでしょうか。 

 この点、業者選定委員会の委員長というのは、井上副町長が来られてから副町長が委員

長になられてます。ですので、副町長への疑問については後で質問するとしまして、こう

した本町の業者選定というところですね。特にこの業務、町内業者でないといけないとい

う特段の事情もあるとも思えません。ですので、町内業者に限定するのは実質的な町外業

者の排除にしか見えませんけれども、この点についていかがお考えでしょうかというとこ

ろ。 

 まとめて、すみません、議事録についてもお聞きします。この業者選定委員会の議事録

なんですけれども、見ましたところ、新たに公開用につくった、設けたと思われる会議概

要という様式があるんですね。そこに最低限度の情報、開催日時とか場所とか、誰が出席

したか、で、結果。そういった最低限度しか記録されてませんでね。どういった検討、協

議がこの委員会でなされて、最終指名業者が決定したのかとかですね。この本町の業者選

定が妥当なものであったのか、我々住民が判断するのに必要な情報など、一番肝心な部

分、最も重要かつ住民に知らせるべき情報が記載されていないと。また、出席者について

も、非公開時代は誰々、例えば誰々公室長とか誰々総務課長、名前と役職、書かれてたん

ですけど、今は役職しか書いてなくて、誰か分からないようになってるんですね。そうい

ったところでも後退してるということなんです。ですので、これだと議事録が公開になっ

ても全く意味がなくて、実質的に以前の非公開時代と何ら変わりがないということなんで

すね。 

 ですので、この議事録についても２つお聞きしますけれども、本町の発注事務の公平

性、公正性、透明性を担保するためには、もっと説明責任を果たす内容に議事録を改善す

べきと考えますけれども、いかがでしょうか。 

 ２つ目、これは杉原町長にお聞きします。町長は議員時代からこの大津川の河川公園の

管理委託業務、議会でもよく取り上げられていたと思います。この発注について私も違和
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感をずっと感じています。入札しているにもかかわらず、ずっと同じ業者が過去からずっ

と受注し続けている。必要があれば業者選定、入札の方法を変えるべきじゃないんですか

と、どのように感じておられますかというのが１点。 

 次、２つ目、あわせて町長は議員時代からこの業者選定委員会の内容については非公開

で、ブラックボックスだということを議会でも発言されてたと思います。議事録で見た記

憶があります。そんなふうにこの業者選定委員会について、やっぱり問題視されていた杉

原町長が、今、入札制度改革にも取り組んでおられるわけで、今のこの公開としながらも

実質的には非公開の議事録ですね。町長も決裁の判こを押されてるんで、見てはりますよ

ね。なので中身、見てはるはずなんですけども、この今のね、きちんと内容が分かるよう

に書かれていない、非公開状態と変わらないこの議事録を見て問題やとも何とも思われな

いでしょうか。もっとちゃんと書かんかいとかないんでしょうかね。どのように思われ

て、今後どのようにお考えなのか。もし今後のお考え等があればお聞かせください。よろ

しくお願いします。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 南次長。 

町長公室（南 智樹次長兼総務課長） 

 まず、私のほうからは、ご指摘の大津川河川公園業務委託に係る業者選定の数なんです

けれどもね。６社から５社へ変更したという部分と、２つ目の業者選定委員会の会議録の

作成という、この２点についてご答弁させていただきたいと思います。 

 まず１つ目でございますけれども、令和４年２月２８日執行の大津川河川公園管理委託

業務の入札における業者選定でございますが、ご質問の指名業者を、指名業者選定委員会

において６社から５社として決定したとされていますが、５社にした案の作成につきまし

ては、指名業者選定委員会に諮る前に決定したものでございますので、指名業者選定委員

会では５社の案で審議をいただいたものでございます。ご理解いただきたいと思います。 

 本件の業者選定につきましては、令和３、４年度物品役務等業務登録名簿におきまし

て、道路、公園清掃を第１希望から第３希望で登録をしている業者で、主たる営業所を忠

岡町内に有しており、緊急時に対応ができる作業員を複数人有している業者であることと

して、５社指名を行いました。 

 ご指摘のとおり、忠岡町物品役務等請負業者指名基準第８条関係の別表におきまして、

本件の金額であれば６社以上指名すると規定しています。しかし、同条のただし書きで、

契約の性質、目的またその他の事情により難い場合はこの限りではないと規定されている

ことから、本件の契約の性質、仕様等を考慮しただし書きを適用させ、５社を指名し入札

を執行したものでございます。 
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 ２点目でございます。選定委員会の会議録の作成でございますが、まず会議は、審議会

等は原則公開であると認識のもと、審議の状況を住民に明らかにし、透明かつ公正な会議

の運営を図るとともに、審議の重要な部分をなす審議会等による意思形成過程を公開する

ことを通じて、住民に説明する町の責任を果たし、町政に対する住民の理解を深め、住民

と行政が情報を共有することができることが重要であると考えています。 

 本町における指名業者選定委員会は、忠岡町情報公開条例第６条第４号の規定により非

公開とし開催してございますが、審議内容等を記載した会議録は作成してございます。 

 今までは議事の進行の状況、委員の発言等におきましても記録してございましたが、審

議内容の関連等での簡易な、直接審議に影響がない情報等まで記録するかどうかの必要性

を考慮し、要となる重要な部分の記載はもちろんのこと、業者選定が分かる内容を記載し

た、簡潔で見やすい会議概要に変更を行ったものでございます。 

 しかし、住民が会議概要の審議内容において分かりづらいものになっているものである

のであれば、適宜見直しを行い、住民の方々に説明責任が果たせるような、理解していた

だきやすい会議概要の作成に努めてまいりますので、よろしくお願いをいたします。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 私のほうからは仕様書の部分についてご説明させていただきたいと思います。 

 近年の雨の状況につきましては、突発的に集中して大雨が降ると、いわゆるゲリラ豪雨

というような雨が頻繁に起こるものと認識をいたしております。そのような条件下で、河

川公園で遊ばれていた子どもたちを緊急に避難させなければいけないとかいうような状況

も想定されるかとは思います。 

 そういった中で、緊急時対応というものを我々といたしましては重要視しておるという

ところで、忠岡町に主たる営業所を有していること、及び複数人有していることというこ

とで仕様書を入れさせていただいている、業者選定の部分として入れさせていただいてい

るということでございます。 

 もう１点、町内になぜしているのかという点についても、同じような理由でございます

ので、よろしくお願いいたします。 

町長（杉原 健士町長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 町長。 

町長（杉原 健士町長） 



76 

 

 まあ、河川公園、されど河川公園ですけれども、議員時代からずっとずっと、いろんな

意味で提案もしてきました。昨今ちょっと議員先生方からの提案というのは少なくなって

いるのかなという気がします。以前は共産党さんからも仕様書等についてもいろんな課題

を町当局にぶつけられていたという記憶はございます。 

 私も提案はたくさんやってまいりました。いろんな面で、ヤギを飼うたらどうやとか、

ヤギを飼うたら循環型社会で、草を食べてしまうさかいに、ほかしに行かんでええやない

かとかと、人件費、要らんやないかとかいうような形で、あっという間に、１０年ぐらい

じき経つんですよね。１０年たてば何千万円が、掛ける１０年で何億というような形にな

る。 

 その辺のことも踏まえ、監査委員さんもそういう指摘もあったように記憶しておりま

す。四半期での入札をしたらどうだとかいうような形で、競争原理が働くんじゃないかと

か。今、現時点では鳳土木さんともちょっとご相談いたしまして、いろんな機具は借りて

いただけないかとか、またプロパーでやっていったらどうだとか、いろんなことも考えな

がら、もう少しいい方法という言い方はおかしいんですけども、開かれたクリアな形で、

いろんな形でやっていけたらということは、指示は出しております。 

 会議録につきましては、今こういうところでございますので、簡潔なものであれば問題

はないということで認識しておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、勝元由佳子議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 議事の都合により暫時休憩いたします。 

 １５時１０分より再開いたします。 

（「午後２時５４分」休憩） 

 

議長（和田 善臣議員） 

 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（「午後３時１０分」再開） 

（出席議員及び議事参与員休憩前に同じ） 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、是枝綾子議員の発言を許します。 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 ６番、日本共産党の是枝です。 
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 私は、忠岡町が進めようとしているごみ焼却場の公民連携方式、民設民営による産業廃

棄物との混焼施設に建て替えてしまうという問題について質問をいたします。 

 忠岡町は、令和６年３月末で運転管理業務の委託契約を終了したら、忠岡町のクリーン

センターの土地を民間に貸して、２００トンの産廃焼却炉を建てさせて、そこに忠岡町の

一般廃棄物のごみ２０トンを焼却委託するという方針を先日示されました。理由は、忠岡

町は焼却炉の撤去や建設費用が不要になり、忠岡町の費用負担が減るとのことです。 

 しかし、現在のクリーンセンターの焼却炉は一般廃棄物のみの３０トン炉１基であるの

に対し、次にできる産廃焼却炉は１００トン炉２基で、忠岡町のごみはほんのわずかで、

産廃ごみがその大部分を占めます。その産廃の中身は木材等と言いますが、産廃を焼却す

ると環境への影響が大変心配されます。 

 産廃ごみの何が問題かというと、一般廃棄物とは内容が違い、産廃には何が入っている

か分からないからです。企業活動から出される産廃にはどんな有毒物質が含まれているか

分からず、中国など海外の国々が受入れを拒否している汚れた廃プラごみや放射能汚染物

質、廃油、廃酸、廃アルカリ、瓦礫類などもあり、大変心配です。ダイオキシン類などの

有害物質の新たな生成や重金属類などが濃縮されたりするため、ごみ焼却炉はある種の化

学工場とも言われています。ごみの中に塩化ビニールなどの塩素系廃プラが大量に入って

いたら、より多くのダイオキシンが発生します。そういった物質が出ないようにフィルタ

ーや電気集塵機がいつも良好に作動しているとは限りません。ダイオキシンが再合成され

る危険があります。 

 ダイオキシン対策のため、燃焼温度を８５０度以上の高温で焼却すると、また別の化学

物質が発生します。塩化ビニールを１，０００度で燃やすと、ベンズアントロン、ベンゾ

キノリンといった発がん性環境ホルモンの物質が排出されたという実験例もあります。高

温で焼却するほど喘息の原因の窒素酸化物や地球温暖化ガス、ＣＯ２などの量も増加する

ことが指摘されています。ごみの処理は燃やさない、このことが一番大切です。 

 このように、今は一般廃棄物だけの焼却炉ですが、それの９倍の産廃ごみが一緒に焼却

される下で、排出される化学物質の質も量も格段に増えます。だから、住民の健康と環境

面から産廃は受け入れ難いものであります。 

 ここで１つ、忠岡町と同じようなケースをご紹介します。静岡県の掛川市と菊川市の衛

生施設組合の環境資源ギャラリーです。扱うごみに建設廃材など産廃を含めたことで、施

設の地元の掛川市の満水（たまり）地区が「産廃の処理施設は到底受け入れられない」と

いう要望書を両市に提出されました。 

 それを受け両市では、市民対話集会を２回開催され、産廃反対の意見が多数出されまし

た。５月１４日に開かれた２回目の市民対話集会では２００人もの市民が参加され、産廃

受入れに否定的な意見が大勢を占めました。 

 例えば住民は、ごみ減量化に努力してきた、２４０トンもの今の２倍の炉を造る必要は
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ない、ごみの量を減らして、もっと小さな炉にすべきだ等であります。ほか、一連の流れ

の中で、地元意見の聞き方がずさんだといった、基本構想の策定プロセスを問題視する発

言も相次いだそうです。 

 また、両市でつくられた専門家による検討委員会では、一般ごみだけを扱う焼却炉を公

設で整備することが望ましいとの結論がまとめられました。それは脱炭素に向けた国策へ

の臨機応変な対応や、行政責任の明確化を考えれば、民設民営には課題があるということ

だそうです。今後、産廃もごみ量は減少していくため、民設民営で２４０トン炉で想定す

ると、採算を取るためには県の内外から産廃をかき集めなければならず、ＣＯ２排出には

税などコストがかかり、処理費用が高くなる見通しであることや、公民連携方式の民設民

営のモデルケースが全国でも事例が少なく、行政の関与の度合いや責任の所在が不明確だ

という指摘が相次いだといいます。 

 その検討委員会での試算では、現在の施設と同様の焼却炉を公設民営で建設した場合、

２０２３年から２０５０年の２７年間で掛川市、菊川市両市の負担は、基本構想の民設民

営の方式よりも３４億円安くなるという結果になったそうです。この検討委員会を傍聴し

た市民は、流れが変わった、今までは情報が少な過ぎたという声があったそうです。モデ

ルケースの少なさが、公民連携方式、民設民営を再検討する１つの要因になっているので

はないでしょうか。 

 両市は、市民対話集会で対面、対話で住民の意思を確認し、専門家による検討委員会の

意見も受け、民設民営を撤回し、公設で焼却炉を建設することになったそうです。このよ

うに住民は産廃を重大な問題として捉えています。 

 忠岡町は、住民の環境を守る行政としては、産廃で多量のごみを持ち込み焼却するよう

な、この産廃焼却炉を持ってくるべきではないと考えますが、忠岡町の産廃焼却施設に対

する認識をお答えください。担当よりお答えをお願いいたします。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 担当次長の新城でございます。 

 今後のごみ処理方針を検討する上では、施設整備費等の高騰による財政負担の増加、人

口減少に伴う税収の減少やごみ量の減少なども想定され、また近年、国内で発生している

大規模災害による大量の災害廃棄物の発生など様々な課題に対応する必要がございます。 

 そのような中で、これら諸課題の同時解決を図るため、公民連携協定方式による新しい

事業スキームを立案したところでございます。これまで実施したサウンディング調査や当

該敷地面積から想定される施設規模として、日量２００トン程度を現状想定しております。
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産業廃棄物処理施設の設置につきましては、産業廃棄物処理法を初めその他諸法令の基準

に適合することが必要となり、運用中においても定期的に都道府県知事の検査を受けるこ

とが義務づけられております。 

 議員ご指摘の点につきましては、法令等によるチェック等が適切に行われることで安全

性を担保しつつ、冒頭申し上げましたが、ごみ処理における諸課題の解決を図ることが重

要であると考えております。 

 以上でございます。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 法令等のチェックが行われるから大丈夫という認識のようでありますが、排ガスが基準

以下であっても、これが量が多いと問題となる化学物質もその分たくさん出てるというこ

とになります。検査があると言いますが、ダイオキシン類の法令上の検査は年１回でよく

て、時期も事業者の都合のよいときにできるので、検査前は問題となる物質はなるべく焼

かないようにするとか、体制を整えて検査すればそう悪い数値は出ないなど、いろいろで

きるようであります。ヨーロッパのほうでは２週間、ダイオキシンのずっと検査をするの

に、日本は１日４時間だけという、大変不十分と言えるのではないかと思います。 

 今後、産廃ごみも減っていくため、全国からごみをかき集めることになれば、どんなご

みが入っているか分かりません。廃プラ、塩ビを大量に焼却されたらどうなるか。毎月と

か毎日検査はありません。新浜とこの忠岡町は空気がつながっています。飛んできます。

それでも安全性が確保できると言えるでしょうか。検査は毎日されておりません。その以

外のときの部分というのが大変問題になると思いますので、そのところで安全性は確保で

きると本当に言えるでしょうか。お答えをお願いしたいと思います。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 現在、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律、及

びダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大阪府へ届けています。検査については、議

員ご指摘のとおり年１回でございます。ただし最終処分地、フェニックスの受入れ基準が

あることから、現在、忠岡町の場合、年５回の検査を実施しております。この事業が進み

産業廃棄物を処理する場合でも、当該関係法令を遵守し適切な検査を行うこととなります。 



80 

 

 以上でございます。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 検査の回数が今現在、忠岡町は諸事情によって５回になっておりますけれども、普通は

年１回でよいわけで、今度できる産廃施設は何回にされるのか、ちょっと分かりませんが、

やはり３６５日、２４時間運転されるので、その中での数回といっても、やはりそれ以外

で出ているわけですから、やはりそれは安心というか担保にはならないと思います。 

 全国各地で産廃施設の計画が分かりましたら、住民の反対の運動なり意思が示されて、

そしたら行政は住民の環境を守る立場で、取り得る範囲内で住民の意向に沿う態度を取っ

ておられます。 

 東京のある村では、今現在起こっていますけれども、民間産廃施設反対の住民の意向を

受けて、村は都に要望も出されているそうであります。 

 それで、あと高槻市ね、大阪の話ですが、高槻市では、これは議会のサイドの話ですが、

２０１７年に産廃焼却施設の計画が分かって、市民が１０万人の署名を、産廃反対の署名

を集めて市議会に陳情され、そして産廃には住民同意が必要であるという条例案を議員提

案で出して、そして全会一致で可決されて、現在その条例が生きていると。そして、その

結果、産廃計画は取り下げられたということであります。ですから、住民の環境を守るた

めに議会も行政も、やはりできるだけ沿って動いていくというのが本来ではないかという

ふうに思います。 

 ということで、このようなことから環境ね、忠岡町は環境、住民の環境を守るというこ

とから産廃は設置しない、これが取るべき対応ではないかと思います。忠岡町はその点に

ついていかがお考えでしょうか。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議員ご指摘のとおりなんですけども、環境保全につきましては行政は当然のことながら、

民間事業者等におきましても法令等に定められる基準を遵守し事業を実施することが求め

られているところでございます。本事業の実施に当たりましても、諸法令の規定を踏まえ

て適切な事業実施に努めてまいります。 

 以上でございます。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 
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６番（是枝 綾子議員） 

 その国の環境保全の基準というものが大変緩いということで、なかなか住民の安全性を

担保するには至っていないというふうに思います。ということで、これはぜひ引き続きこ

の産廃問題については忠岡町とも議論もしていき、住民の方々の環境を守るというところ

をぜひ反映して、そのようにしていただきたいと思います。 

 次の質問に移ります。次の質問は、忠岡町のごみの９倍もの産廃が忠岡町に持ち込まれ

て焼却されるのは、ごみの減量化に逆行するのではないかという問題であります。 

 今や、世界各地で異常気象が起こっております。温暖化が進行し、大気温が高温となり、

豪雨災害、干ばつ、森林災害、台風の大型化、海水面の上昇で島がなくなるなど、気候変

動の対策はもう待ったなしであります。温室効果ガス、ＣＯ２を排出しないということを

早く達成しなければなりません。ＣＯ２削減、ゼロにすることは国と地方自治体でも課題

となっていることであります。 

 それなのに忠岡町は、今よりも９倍の量のＣＯ２を新浜の先で発生させようとしていま

す。これはごみ減量化に逆行し、温暖化対策にも逆行するのではないでしょうか。担当よ

りお答えを頂きたいと思います。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 本町では、第４次循環型社会形成推進基本計画や大阪府循環型社会推進計画に掲げられ

る国や府の諸計画を踏まえ、忠岡町一般廃棄物処理基本計画を策定し、ごみの減量を推進

してまいりました。 

 ごみの減量を推進する理由としましては、市町村単位ではごみ処理経費の削減や埋立処

分場の長寿命化等が掲げられますが、ひいては我が国の資源保護や低炭素社会の形成に寄

与することが目的でございます。 

 また、令和３年度の環境白書においても、大都市圏においては土地利用の課題等から廃

棄物の広域移動が想定されるものの、ごみの減量化や循環型利用については徹底を図って

いくことが求められていることからも、廃棄物の受入れと本町の減量化施策は分けて考え

る必要がございます。本町のごみの減量化に逆行するものではないと認識しております。 

 以上でございます。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 
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６番（是枝 綾子議員） 

 持ち込まれる９倍もの大量の産廃と、忠岡町のごみは分けてカウントするという、大変

私たちからしたら奇妙なお話であります。でも、忠岡町が建設させた焼却炉で燃やされて

出てくるＣＯ２の量は、明らかに９倍以上に増えていくわけであります。それが気候変動

対策に町としても取り組むことが求められているのに、今よりも９倍、この忠岡町内で発

生させるということに住民は、私たちは理解できません。ＣＯ２は増えてないというので

しょうか。やはり９倍燃やしているんですから、現実そこからは今よりも９倍、全体で見

たら１０倍のＣＯ２が発生しているのではないでしょうか。お答えをいただきたいと思い

ます。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 忠岡町の実際の空もそうなんですけども、近畿圏で発生したもので、その中には近畿圏

で発生したごみなんですけれども、燃焼しているものなんですけれども、本町も含まれま

す。再利用でできるものは、リサイクルできないものは焼却処分となるわけですが、適切

にエネルギーに交換することもすることにより、化石燃料の使用削減を行うことによりＣ

Ｏ２の排出削減につなげるものでございます。 

 以上でございます。 

議長（和田 善臣議員） 

 ３回目です。もう過ぎていますので。 

６番（是枝 綾子議員） 

 排熱利用ということで、発電をするということをセットでされると思うんです。なんで

すけれども、それで発電したらＣＯ２を出しても引いてあげますよと、差し引きしますよ

というのは、本当にＣＯ２が減ってるんかといったら、減ってはないんですよね。だから、

こういう国自体、国自身のその考え方がちょっとおかしいと思います。本当に真剣にＣＯ

２を減らそうと思ったら、そういうおかしなカウントではなく、本当にリサイクルするな

り、あとそういう、もう焼却処分しなければならない、すると有害物質が出てくるものは

つくらない、こういったこと、そういうのを全体で製造者の段階からきちんと、どういう

組成でとかいうことできちんとすべきであるというふうに思います。 

 話が大きくなってしまいましたけれども、やはりそういった、数値上は増えないと、い

ろいろ数字の操作ができるということですが、実際はＣＯ２の排出量が、発電をしたから

といって実際に出ている量は減らないということだと思います。温室効果ガスをかえって

増やすことになるのではないかというふうに思います。 
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 質問が、これは３回目の質問でよろしいですか。今の。 

議長（和田 善臣議員） 

 答弁ですか。 

６番（是枝 綾子議員） 

 答弁を頂きたいと思います。 

議長（和田 善臣議員） 

 答弁、一言短く。 

６番（是枝 綾子議員） 

 短く。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 今回、産業混焼施設の分なんですけども、化石燃料を使って発電するものではございま

せん。ごみをですね。そこのごみを燃やして発電するという形になりますので、今よく言

われている化石燃料を使って電力発電したりとかというところには、ちょっと違うと思い

ます。 

 以上でございます。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員、次の質問に移ってください。 

６番（是枝 綾子議員） 

 温室効果ガスを減らすということで、忠岡町は真剣に考えていただきたいというふうに

思います。 

 もう時間がないので、２つ目の質問ですが、大きな質問は民設民営の問題についてであ

ります。 

 産廃ごみは各排出事業者の責任において処理されるべきものであります。忠岡町は一般

廃棄物の処理に責任を負っているところであります。 

 ところが、産廃との混焼となり、完全な民間施設でとなります。今までになかった産廃

処理施設になるわけであります。環境を守るため産廃ごみの量や質は忠岡町はどこまで、

こういった民間施設なんですけれども、チェックできるのでしょうか。簡潔にお答えいた

だきたいと思います。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 
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 新たな施設に持ち込まれる産業廃棄物についての、ごみの量、質については、マニフェ

スト等の提出を義務づける等の手法を考えております。具体的な手法については事業者と

の今後の協議になります。しかしながら、受入れを行う廃棄物については本町が認めたも

のに限定されることになりますので、十分な把握を行い、適切なモニタリングを実施して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 十分な把握をされると言うんですけれども、廃棄物の把握といってもデータを報告を受

けるだけになるのではないかというふうに思います。町は一般廃棄物に責任を持つもので

あって、産廃までどう、管理責任あるんでしょうか。マニフェストが守られているかどう

か、それは忠岡町の仕事ではないわけでありますね。大阪府がすべきことだと思います。

だから、監視できないこのような産廃を忠岡町に持ってくるべきではないと。町が認めて

いないものが持ち込まれているかどうか、そういったことも本当に持ち込まれているかど

うかというチェックができるのか。関与、指導は本当にできるのか。そういった、実際に

そんなことができるのでしょうか。簡潔にお答えいただきたいと思います。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 監視、モニタリングについてですけれども、現状の事業スキームに従って中継施設、運

営時のモニタリングと、仮称地域エネルギーセンター、ＳＰＣによる混焼施設の運営時の

モニタリングに分けられますが、いずれについても基本協定締結後に事業の詳細やリスク

分担などを決定する実施協定締結に向けて検討を進めることとなります。 

 以上でございます。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 忠岡町がどこまで廃棄物の処理において責任が持てるかというところが、まだまだ分か

らないところでありますが、やりたいと思っても法令上そこができないとかいうことにな

るかもしれません。きちっと監視ができるものでなければやはり産業廃棄物は処理すべき
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でないというふうに思います。 

 時間がございませんので、２つ目の今出たＳＰＣ、特定目的会社の収支の問題でありま

すが、それをつくって、その運営をするということでありますが、ＳＰＣ、特定目的会社

の収支が悪化すれば事業からの撤退もあり得るのではないかという点についてです。 

 公民連携方式、民設民営の事例が、さきに申し上げたとおり数件しかないということで

あります、日本全国で。その１つの倉敷市の水島エコワークスは、２０年間の契約がもう

すぐ終了されますが、年間の経費が収入を上回り、受注企業が多額の損失を被ったため、

令和６年度末でのことで、それ以上は契約を更新しないという方針となり、倉敷市はもう

これをやめて、公設で市民のごみの焼却施設を建設することになったということでありま

す。数例しかない１例が失敗して終了するということであります。収支が悪化した場合、

事業は撤退もあり得ると考えられますが、いかがでしょうか。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 一般的に公民連携事業を進める上では、ご指摘のような倒産、撤退リスクや自然災害に

起因するリスク等、様々なリスクがございます。今回の事業においては事業者との基本協

定締結後、双方の参画による協議会を立ち上げまして、事業の詳細を決める実施協定に向

けて調整をしていく流れとなりますが、その際には様々なリスクに対する責任の所在につ

いても定めていくところでございます。 

 以上でございます。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 ちょっと時間がございませんので、事業の撤退もあり得るということでありますので、

その際、忠岡町の住民のごみがどうなるのかということであります。単独処理や広域処理

の場合は行政、忠岡町からの税金投入ということもありますけれども、民間の施設の産廃

炉に忠岡町が、それも２００トンの炉に税金投入するということはできないと思います。

ということで、大変なことになるということでありますので、これは非常に先例がない、

成功例がまだないという、そういったところに忠岡町は突入しようとしているということ

でありますので、大変不安であります。 

 ということで、やはりこれは本当にどこまでいっても、これは産廃の問題もありますし、
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運営の安定的な、そういった運営という問題もありますので、これは本当に認めるわけに

はいかないというふうに思います。 

 最後のごみ焼却施設の民設民営の問題の３つ目の、民間施設のため住民の関与、チェッ

クはできるのかという点であります。もちろん町民が直接そういうモニタリング委員会と

いうところに参加できるはずがございません。民間施設であります。忠岡町は関われるの

かもしれませんけれども、やはり住民がどう関われるのかというところが、この民設民営

の問題の一番のところでもあると思います。住民の関与、チェックはできるのでしょうか、

お答えいただきたいと思います。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 住民の関与につきましては、今回、９月１２日にごみ処理方針と減量化に関する住民説

明会を行います。 

 また、本事業が進む中において、まず施設の設計、次に環境アセスメント、都市計画法

に基づく手続、建築基準法に基づく許可や確認が必要になってきます。その過程において

住民の皆様や付近の企業等に対し、法令手続の中で事業の内容の説明を実施してまいりま

す。 

 また、施設が完成し運用していく中においても、先ほどの説明と同じになりますが、運

転管理のモニタリングを行い、その結果を公表し、議会、住民の皆様に公開してまいりま

す。 

 以上でございます。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 結果の公表はされるけれども、住民が関与したモニタリング委員会はないということだ

と思います。住民の意見やチェックできる公の場は必要であります。そういった運営に直

接住民が意見を言える場ですね、そういったところが求められていると思います。 

 忠岡町の１０年間の長期包括の契約の中では、住民が参加してのモニタリング委員会と

いうのが、年２回ないし３回開かれておりました。不十分ではありますけれども、そこで

住民が直接、事業者や委託先の事業者に意見を言ったり、そういった忠岡町に対しても言

ったりということで意見が交流できたというんですかね、意見を聞く場を持っていただけ
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たというところがあります。しかし、そういうものも今回はないということであります。 

 ということで、やはりこれはこの住民参加というところがどこまで保障されるのかとい

うのは、今後の一番重要な課題でもあるかと思いますので、それはぜひ設置をしていく必

要があると思います。 

 掛川市や菊川市のように、住民説明会ではなく住民の意見を聞いて、ちゃんとそれに答

える討論集会のような、そういったものを行政が行っております。出された住民の意見に

忠岡町が真摯に耳を傾けて、やはり検討し直すということもぜひしていただきたいという

ことを求めて私の質問を終わります。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、是枝綾子議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、河野隆子議員の発言を許します。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 １２番、日本共産党の河野です。ただいまより一般質問をさせていただきます。 

 まず第１点目、忠岡町が広域で進めようとしていたごみ焼却施設、クリーンセンターに

ついて質問いたします。 

 ８月３日の令和４年度第１回忠岡町廃棄物減量等推進審議会専門部会が開かれ、忠岡町

の焼却炉を令和６年３月で閉めて、そこに民間が２００トンの産廃焼却施設を建設、忠岡

町の家庭から出る一般廃棄物も焼いてもらう公民連携協定方式で進めたいという忠岡町の

方針が示されました。 

 しかし、どれだけの費用がかかるのか。そのとき出された資料には費用が示されており

ません。金額が載っているとしたら持込み費用とごみ処理費用の推移が書かれたイメージ

のグラフだけです。莫大な費用が要ると言われていた忠岡町の単独処理よりも、広域に加

入したらぐんと費用のグラフが上がっている。広域に行くと高くなりますと言っていたの

に、何とも理解ができない資料でありました。 

 このように忠岡町は費用想定も示さず、今まで忠岡町の方針であった泉北環境との広域

化ではなく、公民連携方式の方針になったのか。 

 そして、８月２４日、議員の説明会でようやく費用想定が出されました。ごみ処理の１

トンのトン当たりは広域処理が３万８，１６８円、公民連携協定方式はトン当たり３万

１，８１６円で、差が少ないと感じる費用が載っておりました。広域に加入したら莫大な
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費用が要ると、この間町は言われてきました。しかし、このように費用想定が出ると差

が、広域と民設民営とに大きな差がないのではないかと感じられます。費用想定がこんな

に遅くなった理由はなぜなのか、ご答弁お願いしたいと思います。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 費用想定が遅くなったということにつきましては、この前、春から民間事業者のご意見

とか聞きながら試算を出していただいております。それで、８月２４日に詳細的なもの、

一部詳細的なものを出していただきましたが、今、公民連携協定方式と、それと今の一部

事務組合方式ということでの差ということになると思いますけれども、そちらについての

ご答弁をさせていただいてもよろしいでしょうか。 

 ８月２４日に議員説明会でお示しした資料では、トン当たり町の負担費用としまして広

域処理方式が３万８，１６８円、公民連携協定方式では３万１，８１６円と表記しており

ます。こちらの費用については、市場価格調査やヒアリングによる聞取り価格、その他独

自の設定に基づくもので、あくまでも参考値でございますが、ご指摘の数値についてはト

ン当たりの町負担費用ということでありますので、年間で発生するごみ処理トン数を乗じ

ますと年間平均町負担費用となります。年間費用に直しますと数千万円の開きとなります

ので、これが数十年継続すると考えますと大きな差になろうかと考えております。しかし

ながら、費用比較につきましては他団体の動向により上下することも想定されますので、

あくまでも参考ということでご理解をください。 

 ごみ処理方針を決めるに当たっては、こうした不確定要素を含んだ費用比較のみによる

のではなく、住民サービス等の観点を含んだ定性的な比較において公民連携協定方式が有

利であったため、優先事業方式として位置づけております。 

 以上でございます。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 今の次長の説明で、年に換算すると数千万になるということでございます。ただ、不確

定要素もいろいろとあるというところで、こんなぎりぎりに費用想定を出してこられて議

論をする題材を今まで与えてこなかった、そのことで議会で議論ができなかったのではな

いのでしょうか。この反省についてはいかがでしょうか。次の後の質問のときに言ってく
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ださい。 

 忠岡町はこれまでずっと泉北環境でごみを焼いてもらう方式、広域に入るための努力を

していくという、こういうことを言われてこられました。議会でもその方向で進めていっ

てほしいというのがこれまでの全体の議員の方針です。しかし、昨年の末に開かれた廃棄

物減量等審議会から民間委託も選択肢に挙げてこられました。広域は１０年後、またそれ

以降の財政負担を考えてこの民設民営を選択肢に入れたということでありますが、その中

でもやはり広域で進めていってほしいという委員さんの意見が多かったように私は感じま

した。 

 それなのに、費用金額も出さないまま、この８月３日の専門部会で公民連携の今後のス

ケジュールを、それもイメージで出してこられた。もうこれは民設民営ありきとしか考え

られません。そしてその後、８月２４日の議員説明会でやっと初めてこの費用想定が出て

きたわけなんですけれども、これまではっきりした金額を出さずに、広域は高くつくから

無理だという説明を私たちは聞かされてまいりました。そういうことで少しそういった議

論ができなかったわけですね。費用想定をもっと早い時点で出していれば、広域に進むと

いう真剣な議論ができたのではないでしょうか。広域に加入したらものすごいお金がかか

るから、安くつく民設民営で進めたいというのも、費用想定が出たら当初言われていたよ

りも大きな差ではないと言わざるを得ません。きちっと費用想定が出ていなかった、そん

な財政的な根拠が薄いまま民設民営に忠岡町は決めたのでしょうか。それについてお答え

ください。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 まず、費用想定を出すのが遅かった理由といたしまして、ご答弁させていただきます。

令和３年度から公民連携協定方式を加えて再検討を行ってまいりました。昨年度には忠岡

町一般廃棄物処理基本構想を取りまとめましたが、その中においても想定ごみ処理経費に

ついて言及しております。本年度は参入意向調査及び市場価格調査を実施してまいりまし

て、その結果等も踏まえて今回費用想定をお示しさせていただいた次第であります。特段

遅いといった認識はございません。申し訳ございません。 

 また、別の質疑でもご回答させていただいたとおり、広域処理方式において他団体の動

向により費用想定ができかねることから、費用比較についてはあくまでも参考であり、住

民サービス等を定性的に比較した結果、公民連携協定方式が優位であったため優先事業方

式として位置づけたものでございます。 

 以上でございます。 
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１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 今のご答弁では、この費用想定を出すのは遅くはなかったというお考えのようでありま

す。６月に中間報告があって、なかなか私たちはこの金額がどれぐらいかかるのかと、そ

ういうところが分からないまま、いきなりこの８月の２４日ですか、２４日に全員議員が

集められてこの資料が出てきたという流れでございます。やはりここはしっかりと金額も

出していただかないと議論ができない。ならばなかなか出なかったならば、もっとスケジ

ュールを遅くするべきではないですかというふうに考えます。 

 その点については後の我が党の議員が質問しますので、ちょっとそこは避けますけれど

も、民設民営でするほうが経費が安くつくという説明であります。建設する土地は忠岡町

から提供して、利益を生む産廃を焼く施設が来て、それで忠岡町は搬入したごみの量だけ

お金を払うのですから、安くつくということなんでしょう。 

 しかし、今の３０トン炉の忠岡町の焼却炉の跡に、産廃も焼く２００トン炉を建設する

というんです。忠岡町の焼却ごみは１日２０トンです。残り１８０トンは産業廃棄物、何

を焼くのかも環境に及ぼす有害物質が出てこないか、そういったことが分かりません。こ

のように住民に及ぼす環境問題の危険性については是枝議員からも指摘があったところで

あります。 

 民設民営と広域処理とは当初言われたほど大きな差がないということは先ほども申し上

げました。ということで、それでしたらやはり広域化に進むべきではないかというふうに

考えます。 

 先ほど掛川市、菊川市のことも是枝議員から質問がありました。やはりきちっと試算を

すると民設民営の公民連携方式より公設民営のほうが安くなったと、そういったことも報

告されているわけであります。今まで当局はごみ問題、これについては目の前にあるごみ

を処理すればいいといった単純な問題、住民はそう考えているのではないかというふうな

お考えも示されておられました。しかし、そんな単純な問題ではないというふうに思いま

す。やはり資源や環境を守る問題でもあるんです。 

 忠岡町は住民サービスの低下ということも、今までの説明でございましたけれども、

「広域に行くと夕方までごみが家の前に残るよ。収集が遅くなるよ」ということをおっし

ゃってました。しかし、広域でされている泉大津市、高石市も、家庭から出るごみは全て

午前中に回収できています。そして、粗大ごみのほうですね。これも住民が持ち込む粗大

ごみ、そうそう持込みはないというふうに思います。１年のうちに数回か、２、３年に数

回かという程度だというふうに思います。それが住民サービスの低下と言えるのでしょう
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か。 

 産廃を焼く民設民営は、広域に行くより安くつくと、金額だけで決めるようなことでい

いのでしょうか。産廃施設が来るということで全国でも住民の反対運動が起こっていると

いうことも先ほど報告されました。いわば迷惑施設なんです。 

 町長からのご挨拶の中で、「忠岡町単独処理は財政面を考えるとできない」と言われて

おられました。私たちもできることなら行政がちゃんとチェックができる、目が届く直営

がよいと思っておりますが、焼却炉の建て替えの際、国からの補助金がない、町に技術職

員がいない、町の費用負担が大きく難しいという点で、自治体が運営する泉北環境に加入

して広域で進められるよう求めてまいりました。議会の中で深い議論が出ていない中、ま

た住民に知らされていないままで、今回の方針転換は認めることはできません。 

 ごみは減量化、資源化、リサイクルしていって、燃やすごみは減らしてＣＯ２を減らす

というのが国や自治体の責任であるというふうに思います。忠岡町が焼いている２０トン

の１０倍の２００トン炉、２００トンの炉でごみを焼くというのはこれに逆行するもので

はないでしょうか。迷惑施設といってもいい産廃焼却施設、これが建つとどんな環境汚染

が出てくるかもしれない。しかもこの先、中間施設を含めて４０年続くんです。一旦建っ

たらもうなかなか出ていくということはありません。 

 約１５年前から忠岡町のごみ焼却施設は広域化で進むという、行政側もそして議会も同

じ方向を向いて進んでおりました。本来進むべき方針は広域処理であり、その可能性をも

っと真剣に追求されるべきだと思います。環境問題も併せて答弁をお願いしたいと思いま

す。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 ただいまの議員のご質問なんですけれども、環境問題、公民連携方式よりも一部事務組

合方式のほうで住民の関与ができるんではなかろうかというような関係になってくると思

います。一部事務組合に参画することになりましたら、構成市から派遣された議員の皆様

により組合議会で運転状況及び予算状況を審議することとなりますので、議会の関与とい

う点において民意の反映が図れることとなります。 

 しかしながら、行政の責任という点では、公民連携協定方式においても変わらず、当然

に果たすべきものであると認識しておりまして、十分な監視が図られるよう適切なモニタ

リングを行い、住民及び議会に対しても情報公開することで町としての責務を果たしてま

いりたいと思っています。 

 以上でございます。 
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１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 費用想定が遅かったことについては、全くそれは反省がないということが分かりまし

た。ひどいやり方だというふうに思います。８月、この２４日に出して、９月の議会にそ

ういった関連議案を出して、そして１０月には公募型のプロポーザルを行う。その中で、

議会の中では全く議論が上がらないということは指摘させていただきます。 

 次に移ります。さきの質問で、なぜ広域で進められるよう求めている理由は申し上げま

した。１つ目が産廃施設よりも広域で、そして２つ目は当初の説明より費用想定が、民設

民営との大きな差がないこと、そして３つ目が、泉北環境施設組合は和泉市、泉大津市、

高石市で構成されている特別地方公共団体です。何をどのように燃やすのか、行政の責任

で運転管理をしている。そこに忠岡町が入ったら行政の責任で生ごみを減らす、ごみのリ

サイクルなど、住民と一緒に検討もして環境を守ろうとする運動が広がっていくのではな

いでしょうか。どうお考えでしょうか。 

 議長、すみません。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長、答弁できますか。さっき答弁、ちょっと飛んだんと違うか。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 １つ目の質問のところで、それ、答弁されたというところですかね。そうですね。しか

し、十分安心してできるということでありますけれども、やはり民設民営で行くとモニタ

リングもあるということですけど、やっぱり住民が入らないんでね。そこはやはり住民自

治の問題でどうかというところはございます。 

 泉北環境には組合議会もあります。数名の議員もその中へ入れるということでございま

す。住民がごみ処理について、我が町のごみ問題を我がこととして捉えて、どのような取

組がごみの減量と地域の暮らしよい環境づくりに役立つかを自治体、そして住民自身が考

えて協力し合って取り組むこともできるというふうに思います。ですから、やはり広域で

行くべきだというふうに考えております。その点についていかがでしょうか。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 
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議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 同様の答弁になりますが、行政の責任という点では公民連携協定方式においても変わら

ず、当然に果たすべきものであると認識しております。十分な監視が図られるよう適切な

モニタリングを行いまして、住民及び議会に対しても情報公開することで町としての責務

を果たしてまいりたいと思っています。 

 以上でございます。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 行政の責任、これは当然でありますが、やはりモニタリングがあって、そこには住民が

入らなくて、そして情報公開をするというところで、情報公開ですから住民が意見を述べ

ることはできないと、そういったところが問題だというふうに思うんです。やはり地域の

まちづくり、ごみ問題は本当に地域のまちづくりの中で非常に重いものだというふうに思

うので、やはり住民が参加できるという、住民自治を大切にしていっていただきたいとい

うふうに思いますので、ぜひ広域化を目指していただきたいというふうに思います。 

 では、次に移ります。次は防災対策についてです。 

 ここ数年、記録的短期間大雨情報が発表されるなど非常に各地で被害が発生しておりま

す。最近よく聞く線状降水帯ですか、一部の地域に長いこととどまって大雨を降らす、そ

してかなりの被害が出ると、そういったところが今、日本全国各地で報告されておりま

す。そういった中でやはり川の増水、これは住民にとって非常に心配されるところであり

ます。 

 大津川の府道堺阪南線付近にできた中州に大人の背丈を超える草が生えているといった

ところで、大雨が降ったときに川の流れを阻害する危険があるのではないかと、そういっ

たことで住民から不安の声が寄せられております。大阪府にしゅんせつを、これは府の管

轄でありますけれども、やはり調査をしていただいて、どういった状況になっているの

か、それはいかがでしょうか。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 
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 そしたら、まず現状のしゅんせつ基準についてお答えをさせていただきたいと考えてお

ります。まず現状につきましては、大阪府鳳土木事務所より言いますと、５年に一度の堆

積土砂状況調査を実施しており、令和３年度の結果になりますが、議員ご指摘の堺阪南線

付近の堆積状況が、阻害率１０％前後というところでございます。しゅんせつの判断基準

といたしましては、阻害率２０％前後になっているというふうに伺っております。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 基準は２０％前後だということであります。しかし、それは一部であって、やはり中州

になったところはかなり盛り上がっておりますので、それぐらいは素人目から見てなって

いるのではないかというふうに思うんです。なので、全体的には阻害率が１０％あって

も、ところどころやはり超えているところがあるのではないかというふうに思いますの

で、やはり住民の方は心配です。そして、大津川もね、忠岡町のほうが雨が降ってなくて

も、和泉市が降ってくるとかなり増水すると、そういったこともありました。ですので、

これはぜひ大阪府にしゅんせつを要望していただきたいというふうに思います。再度答弁

お願いしたいと思います。 

議長（和田 善臣議員） 

 村田部長。 

産業まちづくり部（村田 健次部長） 

 今後につきましては、大阪府に対し堆積土砂の阻害による越水を起こさないような対処

をしていただきますよう要望してまいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろし

くお願いいたします。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 これからまだまだ台風の時期も来ますので、大雨が降るということも心配されます。ぜ

ひもう一度、大阪府のほうにも要望して調査をしていただきたいというふうに思います。 

 最後に、今年３月に忠岡町の総合防災マップを作成されました。非常に立派なマップで

ございます。ご苦労さまでありましたというふうに思います。この洪水ハザードマップや

避難のタイミングですね。これが記載されておりますが、なかなかこれを見ても理解でき

ないと。ほとんど千年に一度はもう全て忠岡町が浸かるといったふうになっております。 
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 そこで、やはりこれを見て心配なさる住民もおられると思うんです。見て分かりにくい

と、そういったところは、やはり地域に出向いて説明をしてもらって住民の方に理解をし

てもらうと、このことが必要ではないかというふうに思うのですが、いかがでしょうか。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 水防法の改正に伴い、想定最大規模の降雨や想定し得る最大規模の高潮による浸水想定

区域図が公表されたこと、また避難勧告の廃止などの避難情報の変更を受け、本町では令

和４年３月に総合防災マップを作成し配布いたしました。 

 洪水、内水、高潮、津波のハザードマップ等災害情報や、避難行動の種類、防災対策等

の啓発文面を掲載したものとなっております。 

 今回作成した総合防災マップにおける洪水のハザードマップでは、最大想定の降雨では

町内全域が浸水想定区域になることから、４月に開催された自治会長会議においてそれぞ

れの地域でご要望がありましたら、町職員が地域に出向いて説明をさせていただくのでお

知らせいただきますようご案内をさせていただいておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 自治会に対しては呼びかけもしていただいているということであります。それについて

はよかったというふうに思うんですけれども、千年に一度でしたらほとんどされますけ

ど、もう１個前のページを見ると百年に一度の洪水ハザードマップもございます。これは

ちょっと地域が限定されている場所ですね。今、ここ３年目に入るんですか、コロナでな

かなか集会もしにくいと、人が密集できない、集められないという、そういったところで

機会も少ないとは思います。 

 しかし、やはりこういった百年に一度でしたら、非常にもう高月北のとこら辺とか馬瀬

の辺ですね。こういったところが浸水するというふうに出されていますので、特にこうい

った地域はもう一度町からも呼びかけていって、コロナが収まった頃には行きますよと、

説明させてもらいますよと、そういった説明も１回ではなくて、またそれは集まる、１月

に１回ですか、自治会の役員の会合はね、そのときにもやっぱり呼びかけていってほしい

というふうに思います。いかがですか。 
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町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 機会がありましたらまた自治会のほうにお声をかけさせていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 よろしくお願いしたいというふうに思います。なかなか職員さんもいろいろと研究され

てはおられると思いますけれども、やはり専門の防災士さん、それもおられないというこ

とで、そういったことも今まで私も提案もさせていただきました。非常にコロナ、コロナ

で避難訓練もできないと、そういったところもございますけれども、やっぱり防災マッ

プ、せっかくいいものを作っていただきましたので、それが実際に活用できるように、地

域に出向いて住民さんに直接言葉で説明していただきたいというふうに思います。これは

お願いしたいというふうに。 

 終わります。ありがとうございました。 

議長（和田 善臣議員） 

 河野議員ね、先ほどちょっとさきのほうの質問で、答弁、ちょっと職員が張り切り過ぎ

て先行した部分がありましたので、その辺はまた特別委員会でしてください。よろしくお

願いします。 

 以上で、河野隆子議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 次に、二家本英生議員の発言を許します。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 ５番、日本共産党、二家本英生です。この９月議会、最終の一般質問となりますが、こ

れより一般質問を行います。よろしくお願いします。 
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 まず、１つ目の質問になります。産業廃棄物焼却施設についてということで、この点で

２点質問させていただきます。 

 まず１点目、住民説明会についてであります。 

 まず、今年３月に忠岡町一般廃棄物処理基本構想が発表され、その中で第１章、基本的

事項の１、策定の背景の文末に「住民、事業者、忠岡町が共通の認識に立ち、それぞれが

取り組むべき役割と方向性を見出していきます」と書かれています。また、令和６年４月

からのごみ処理方式について、（１）現有施設での処理継続、（２）近隣の広域処理組合

に委託、（３）民間委託（将来公民連携ＰＰＰ／ＰＦＩに移行）の３案について、検討を

行う、と示されていました。 

 その後、議会にも報告が行われましたが、８月３日に行われた廃棄物減量等推進審議会

の専門部会で、公民連携方式を第１優先事業方式として選定する方針が示され、将来、民

設民営で産業廃棄物との混焼施設ができるということでした。 

 議会にも住民にも浸透していた広域化ではなく、公民連携方式への方針変更であり、し

かも、産廃施設ということで、住民への説明がされていないということで、日本共産党の

議員団は、翌８月４日に住民説明会を開くよう申し入れました。 

 議会に方針選定後の説明会が、８月２４日に行われましたが、多くの議員から住民への

説明不足であり、説明会の開催を求める声が多数あり、急遽、９月１２日に説明会が開か

れることになりました。 

 住民の立場からすると、９月１２日に方針変更後、初めて説明を聞くことになります。

その後のスケジュールについては後ほど質問を行いますが、住民が考える時間はごくわず

かしかありません。今後約４０年間にわたるごみ処理問題は、住民と行政が共同で考えて

いく事業であると思います。そのためにも、もっと早い段階で説明会を開催すべきではな

かったでしょうか。このことについて忠岡町のお考えをお示しください。担当部長より答

弁お願いいたします。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 本件につきましては、かねてより本町のごみ処理費用の低減を図るため、他市町の先進

事例を研究しておりましたところ、公民連携協定方式による新しいごみ処理の手法が、本

町のごみ処理課題が解決し得る可能性があるということで、令和３年度からこれまでの広

域処理方式から裾野を広げて再検討を開始したところでございます。 

 これまで、それぞれの手法の優位性比較や新しいごみ処理手法の実現可能性について検

討を進めてきたところではございますが、これらについては意思決定に至る経過過程であ
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りまして、住民説明会を開催する段階ではなかったと考えております。 

 しかしながら、議会に対しては、本年度においても５月の１０日、８月の２４日に説明

会を開催させていただき、６月２９日においては議員全員協議会において中間報告をさせ

ていただいたところでございます。 

 また、住民の皆様に対しては、それらの説明会や全員協議会における資料をホームペー

ジに掲載しまして、情報の公開に努めてまいりました。 

 今回、これまでの検討から今後のごみ処理方針を決定し、事業化させていく段階となり

ましたので、９月１２日に住民説明会を実施しまして、ご理解を得ていきたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 このごみ処理の問題については、先ほども言いましたとおり住民と行政で考える大きな

課題であります。答弁の中でも事業化させていく段階になったから住民説明会を実施する

とありましたが、方針を選定してから住民への説明となると、方針に対して住民の意思は

反映されない可能性もあります。 

 また、住民への公開ということで、ホームページにも資料を掲載していますとのことで

したが、このことについて住民には周知されましたでしょうか。８月の広報で案内はされ

ていましたが、わずかな説明しかされておらず、「詳細はホームページを見てください」

と書かれていました。 

 ホームページに掲載については、７月１１日ぐらいから、随時資料が追加されていまし

たが、住民にはあまり伝わっていなかったと思います。ホームページ上では、住民からの

意見、質問等を募集していますが、いまだに意見が０件であります。これでは住民の意見

が反映しているとは思えません。住民とともに考えるなら、ホームページに掲載した時点

で説明会を開くことができなかったのでしょうか。もう一度答弁お願いいたします。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 答弁が重複すると思いますが、現在はそれぞれの手法の優位性の比較や新しいごみ処理

手法の実現可能性について検討を進めてきました。本来、これらは意思決定に至る経過過
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程でありまして、住民説明会を開催する段階ではないと認識しております。今後は住民説

明会に応じまして積極的にやっていきたいと思います。 

 以上でございます。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 経過過程なので住民にはなかなか発表できなかった、説明できなかったということであ

ります。それで発表ができる段階になったということで、９月１２日に説明会が開かれる

とのことだったんですけども、もしこの住民説明会の中で参加された住民から不安点や問

題点を挙げられた場合、その問題を解決するまでの間、事業の延期や見直しをするのでし

ょうか。今まで住民の意思を反映する場がなかったわけですから、それぐらいの期間はや

っぱり取るべきではなかったでしょうか。その点についてお答え願います。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 住民説明会をもししましたら様々な意見が出ることと考えられます。逐一、その意見に

対しましては丁寧な説明をしてまいります。意見が出まして、そちらのほうが出まして、

そちらのほうでこちらの方針を変えていくという手法は考えておりません。 

 以上でございます。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 意見とかは聞くけども、方針変更はしないという答弁でした。これではやっぱり住民が

納得しないところではあります。 

 もう３回質問したんで、次の質問に移りたいと思います。その中でスケジュールについ

ての質問になります。 

 ８月２４日の議員への説明会の資料で、今後のスケジュールとして、１０月には業者へ

の公募を行い、１２月には公民連携のための協定書を締結する予定と、町からの方針が示

されました。 
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 そのスケジュールで進むと、議会の審議がわずか１か月余りしかありません。議会にお

いては慎重な調査や議論が必要ということで、この９月議会で特別委員会が予定されてい

ますが、住民の皆さんにとっては、住民説明会から数えると、１か月弱しかなく、時間が

あまりにもないところであります。その短期間の中で、今後約４０年間にわたる一大事業

のごみ処理方針を議論するのは、住民の意思が反映されていないまま、１０月の公募、そ

して１２月の協定書を締結することになります。 

 これではやはりあまりにも期間が短過ぎます、しかも、将来に予定されているのは、産

廃施設ですので、先ほどの是枝議員からの産廃施設の危険性もおっしゃったように、住民

から様々な不安要素が出てきて当然のことだと思います。住民の中でももっと慎重な議論

にならなければなりません。そのためには、その議論期間を設けるため、１０月の公募を

延期し、住民とともに考える期間を設けるべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 新城次長。 

住民部（新城 正俊次長兼生活環境課長） 

 本件につきましては、現在のクリーンセンター包括的整備運営管理事業完了後の令和６

年４月１日以降のごみ処理方式について検討を進めてきたところではございます。それを

見据えた想定のスケジュールをお示しさせていただいたところでございます。住民による

議論というところにつきましては、今後事業化し、進めていくことになりましたら、その

中で適切なご説明をさせていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 答弁の中で「住民による議論は、今後、事業化し進めていくことになったらそのときに

適切な説明をする」との答弁がありました。しかし、協定書を締結してしまうと後戻りは

できません。だから協定書を結ぶ前に住民からの意思を十分に確認する必要があります。

このままでは住民の意思確認が取れない状況であります。 

 また、本来なら、産廃を設置するときは地域住民や近隣の事業者などと事前協議を行

い、理解の上で計画を進めていかなければなりません。予算面においてもきちんとした計

画を立て、新年度予算で組まれるものであります。この９月議会では、ごみ処理方針関連

の補正予算が組まれていますが、本来、補正予算は緊急やむを得ない場合などに予算の追
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加やその他の変更を行うものとされています。約４０年もの事業を緊急的で済ますのはい

かがでしょうか。 

 また、忠岡町はごみ処理方式の重要な事業を、このようなタイトスケジュールにしなけ

ればならなかったのか、というのもあります。その理由をお示ししてください。よろしく

お願いします。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 この補正予算につきましては、これまで３つの方式で事業方式を検討してまいりました

けども、その定性的評価を行ってきたこと、また春先からサウンディング調査を行いまし

て、この公民連携協定方式が実現可能な案であると確認するんですね。それが今年度にか

かったこと、それらを踏まえまして、今、公民連携協定方式が優位であるという結論が出

たわけですけれども、この時期はもう既に新年度予算の時期をとうに過ぎて、今年度にか

かったということでございまして、このたび補正予算で上げさせていただいた次第でござ

います。 

 以上です。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 新年度予算、今年の当初予算で計画していればこういうことはなかったと思います。急

に決まったことだと思いますので、補正予算をこの９月に議会に上げて、この９月の議会

だけで審議するということになってしまうから、どうしてもタイトなスケジュールになっ

てしまうということであります。 

 まあ、そういう話も出てますけども、現在のクリーンセンターの整備運転管理委託が、

令和６年３月末で契約が終わります。そして、公民連携方式では令和６年４月から中継施

設によるごみ処理を開始するスケジュールになっていると思います。それにどうしても合

わそうとするからスケジュールに無理が生じて、住民の中で十分な議論や意思も確認がで

きないまま事業を進めていくことになると思われます。このまま、住民不在のまま事業を

進めてもよいのでしょうか。住民の意思確認の場をどこで設けていくか、お示しいただき

たいと思います。 

住民部（谷野 栄二部長） 
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 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 谷野部長。 

住民部（谷野 栄二部長） 

 ちょっと午前中の松井議員の質疑の中でもお答えしたことなんですけども、今回協定を

結ぶというのは基本協定でございまして、それをもって４０年間の契約をするわけではご

ざいません。この事業方式が本町の募集要綱に応じて提案していただける事業者があっ

て、その本町の募集要綱に対して事業者の提案ですね。提案を受けて、一番よい提案をし

たところの事業者と忠岡町が協定を結んで、お互い協力しながら新しい施設、これから生

み出される施設について費用、事業者側の費用負担において設計とか計画を進めていくと

いうことでございまして、まだ何も設計図面とかございませんので、絵面も見せることが

できませんし、そうした基本協定を結んだ後にそうした調査が進みますといろいろな、質

疑の中でいろいろ出てまいりましたけれども、環境的な問題でありましたりとか施設の概

要が分かってくるものと思っています。 

 その段階になりましたら、当然ながら議会を含めまして、住民の皆様にもいろいろと情

報提供させていただきながら、説明もさせていただきながら、お互いこれでいけるなとい

う合意に達した段階で最終的に実施協定を結んでいくということになっておりますので、

それがお互い納得できない状態であればその実施協定は結ばずに、再度検討を続けていく

ということになろうかと思います。 

 また、住民への説明ということもありましたけども、これから施設の設計とかが、基本

プランができ上がりましたら、まずは環境アセスメントの手続が始まってまいります。こ

れには５年ほどを見ておいてほしいというふうに言われています。これはその環境的な調

査を詳細に行いまして、住民であったりとか付近の事業者様であったりとか、そうしたと

ころへの周知の期間も含めての時間でございます。 

 その環境アセスメントが終わった後には都市計画等の手続もあったりとか、その後には

建築開発の前の事前協議の手続なんかもありまして、そこでもまた住民に周知をしていく

ような時間もございます。ですからその時々、そのレベルに応じた内容について周知、ま

た説明させていただきたいと考えておりますので、ここで全てが決まって契約を結ぶわけ

ではないということをちょっとご理解いただけたらと思います。 

 以上です。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 
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 最後に１点だけ。今後のスケジュールをお話しいただいたんですけども、結局は今回の

公民連携の協定書、それを結ぶことによって今後の産廃に向けての、混焼施設についての

設計が始まるということでした。その中で、実施協定の中でなかなか折り合いがつかない

ところであれば実施協定を結ばないと、そういったこともおっしゃってました。これが本

当であればまだしばらくの間は議論はできると思いますが、ただ、やはり最初の協定書と

いうのは契約であります。それを基本的には崩さないというのが、本当の意味での協定書

だと思います。それをする前に本来であれば住民の意思や、また近隣事業者の意思を確認

をしなければならなかったと思います。その点については申し上げておきたいと思いま

す。 

 続きまして、防災についての質問を行います。 

 この質問に関して、時間も少ないですので、１番と２番を一括して質問を行いたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 

議長（和田 善臣議員） 

 はい、どうぞ。 

５番（二家本英生議員） 

 ありがとうございます。 

 災害の危険性は年々高まっています。従前から南海トラフ地震や上町断層帯の直下型地

震も危惧されていますが、近年は異常気象による豪雨で水害が頻繁に発生するようになり

ました。国は、令和元年の台風１９号等の被害を踏まえ、令和３年５月に災害対策基本法

や水防法等、一部改正が行われました。それを受け、忠岡町でもハザードマップを含めた

総合防災マップが改訂され、住民の命を守る避難行動に重点を置かれていると思います。 

 避難する際、災害弱者と言われる方がいます。災害時に一般の人々を同じような危険回

避行動や避難行動を行うことができず、避難生活、生活の再建、復旧活動において他者に

よる援護を必要とする人々です。主に高齢者や障がい者、妊婦さんなどです。避難が困難

な方への支援がより重要になってきます。１人でも被害者を出さないための個別の避難計

画が必要となってきます。 

 ６月議会で党議員団の是枝議員が一般質問で同様の質問を行っていますが、避難行動支

援者名簿の作成及び更新、そして個別避難計画の作成状況について、進捗状況を教えてい

ただきたいと思います。公室長でお願いいたします。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 立花公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 避難行動要請者名簿につきましては、地域防災計画で定めた対象者に対して申請書を送
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付し、申請のあった者を名簿に登載しております。令和４年度については作業中でありま

すが、令和３年度での名簿登載者数は約６００名でございます。また、個別避難計画につ

いては令和３年に法改正され、策定が努力義務化されており、本町では現在、大阪府等が

実施する策定に係る研修や情報収集を行っているところでありますので、現時点での個別

避難計画の策定率はゼロでございます。 

 ただし、従前から本町で取り組んでおりました避難行動要支援者支援プランにおける個

別計画の策定率、マッチング率は約３０％となっています。本町が現在策定している個別

計画は、法改正後の個別避難計画の要件となります要支援者が避難する避難所の記載がな

いため、策定率はゼロとなっているところでございます。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 作成状況は６月にお伺いしたところとそれほど進捗は進んでいないと。令和３年度の法

改正によって個別支援計画の作成について、避難所の策定がないからゼロということでし

た。現状の要支援者支援プランではなかなか、自治会も協力していただいていますけれど

も、現在頭打ちということをお伺いしています。そこには様々な、いろんな原因があると

思いますが、引き続きこの件については努力をお願いいたしたいと思います。 

 その要支援者支援プランでは、支援対象者として介護保険における要介護認定者のう

ち、要介護３から５、身体障がい者１級・２級、知的障がい者・児で療育手帳Ａ判定の

方、７５歳以上の高齢者のみの世帯の者となっています。その中には精神障がい者の対象

はなっていません。 

 精神障がい者も災害時には避難が困難になります。大阪府全域で見ても、ほとんどの市

町村が精神障がい者１級の方を支援対象にしています。忠岡町においても支援対象にして

いただきたいと思いますが、ぜひ検討をお願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 本町での避難行動要支援の対象者は、地域防災計画で要介護３から５、身体障がい者手

帳１級・２級、療育手帳Ａ判定、７５歳以上の高齢者のみの世帯としておりますが、これ

らの方以外も個別、具体の状況から支援を必要とする方を対象としておりますので、精神

１級の方についても申請いただきましたら対応してまいりたいと思いますので、よろしく
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お願いいたします。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 精神１級の方も対象ということで、昨年、対象者に対して資料を送付していただいたよ

うに、精神１級の方も同様の手続をして申請にこぎつけていっていただきたいと思いま

す。 

 そして、今回の災害対策基本法の改正で、市町村が主体となって個別避難計画の作成が

義務化されており、先ほど公室長からも答弁いただきました。この期間がおおむね５年程

度と示されています。計画の策定に向けて、忠岡町は今後どのような対応をされますでし

ょうか、お示しください。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 立花公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 今後につきましては、福祉部局と協力しながら進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員、もう３回を過ぎていますので簡単に。 

５番（二家本英生議員） 

 分かりました。 

 これも６月議会で頂いた答弁と同じなんですけども、できるだけ早く、やっぱり個別避

難計画というのは要支援者が必要な制度でありますので、できるだけ早い段階で計画の作

成にこぎつけていっていただきたいと思います。 

 すみません、最後の質問になります。子ども、特に障がい児が避難できる福祉避難所の

設置についてであります。 

 先ほどの災害弱者にも該当しますが、何らかの障がいを持っている子どもにとって、通

常の避難所での生活は、健常な子どもより様々なストレスを感じやすく、避難生活での体

調不良になりやすい傾向になります。そういった子どもたちの避難生活での二次被害を防

ぐためにも、子どもの福祉避難所の存在は重要になってきます。忠岡町には指定福祉避難
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所として、シビックセンター２階の保健センター、それと１５の施設との福祉避難所の協

定を結んでいます。その施設の中で障がいを持った子どもたちが安心して行ける避難所は

ございますでしょうか、答弁お願いいたします。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 立花公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 本町では、町内の１５の要配慮者施設と、災害時における福祉避難所の指定及び設置運

営に関する協定を締結しておりますが、主たる利用者は大人を想定しており、また町保健

センターも福祉避難所と指定しておりますが、開設時には大人も子どもも利用できる避難

所となります。 

 そのようなことから利用者は在校生とその家族になってしまいますが、現在大阪府和泉

支援学校と、災害時における福祉避難所として施設利用に関する協議を始めており、早急

な覚書締結を目指しているところでございますので、よろしくお願いいたします。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 少しではありますけども、和泉支援学校のほうで、在校生に限りますが、そういった子

どもを受入れ可能になったというのは、一歩前進したかなと思います。 

 今後として、地域の支援学級に所属している子も配慮が必要な子どもになってくると思

います。そういった方の、そういった子どもの避難所の設置に向けて検討もお願いしたい

ところでありますが、いかがでしょうか。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 議長。 

議長（和田 善臣議員） 

 公室長。 

町長公室（立花 武彦公室長） 

 本町の施設におきましては、非常に子どもの福祉避難所の、専門的な避難所というのは

なかなか難しいところではございます。今後、和泉支援学校のような形で、福祉避難所の

取組をしていきたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 
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議長（和田 善臣議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 災害時にこういった子どもたちが安心して過ごせるような避難所というのは、重要な公

的な役割やと思いますので、その辺はまた今後に向けて検討していっていただきたいと思

います。 

 以上で一般質問を終了します。 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で、二家本英生議員の一般質問を終結いたします。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 これをもって一般質問を終わります。 

 

議長（和田 善臣議員） 

 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

 本日はこれで散会いたします。 

 次の会議は明日９月９日午前１０時から開きます。本日は大変ご苦労さまでございまし

た。 

（「午後４時４０分」散会） 


